
福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.3 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3 使用済燃料プール設備 

2.3.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.3.1.8 機器の故障への対応 

2.3.1.8.1 使用済燃料プール循環冷却系の機器の単一故障 

(1) 一次系又は二次系ポンプ故障 

一次系又は二次系ポンプが故障した場合は，現場に移動し，待機号機の起動を行い，使用済燃料プ

ールの循環冷却を再開する。 

 

(2) 電源喪失 

使用済燃料プール循環冷却系の電源が外部電源喪失や所内電源喪失により喪失した場合，電源の切

替に長時間を要しない場合（目安時間：約１日）は，電源の切替操作により使用済燃料プールの循環

冷却を再開する。電源切替に長時間を要する場合（目安時間：約２日以上）は，非常用注水設備によ

る使用済燃料プールへの注水を行うことにより，使用済燃料プール水の冷却を行う。 

  電源喪失に伴う非常用注水設備の電源喪失時は，予め免震重要棟付近（O.P.36,900）に待機してい

る電源車等を用いて非常用注水設備の電源を復旧し，使用済燃料プールへの注水を行う。 

 

（中略） 

 

2.3.1.8.2 使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統・機器の同時機能喪失 

地震，津波等により，万が一，使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時に喪失

した場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（O.P.36,900）に待機している消防車等の配備

を行い，使用済燃料プール水の冷却を再開する。使用済燃料プール循環冷却の機能が停止してから，燃

料の露出を確実に防止でき且つ水遮へいが有効とされる使用済燃料の有効燃料頂部の上部２ｍに至る

までは最短でも２号機における約 98 日であることから，使用済燃料プール水の冷却を確保することは

可能である。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

2.3 使用済燃料プール設備 

2.3.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.3.1.8 機器の故障への対応 

2.3.1.8.1 使用済燃料プール循環冷却系の機器の単一故障 

(1) 一次系又は二次系ポンプ故障 

一次系又は二次系ポンプが故障した場合は，現場に移動し，待機号機の起動を行い，使用済燃料プ

ールの循環冷却を再開する。 

 

(2) 電源喪失 

使用済燃料プール循環冷却系の電源が外部電源喪失や所内電源喪失により喪失した場合，電源の切

替に長時間を要しない場合（目安時間：約１日）は，電源の切替操作により使用済燃料プールの循環

冷却を再開する。電源切替に長時間を要する場合（目安時間：約２日以上）は，非常用注水設備によ

る使用済燃料プールへの注水を行うことにより，使用済燃料プール水の冷却を行う。 

  電源喪失に伴う非常用注水設備の電源喪失時は，予め免震重要棟付近に待機している電源車等を用

いて非常用注水設備の電源を復旧し，使用済燃料プールへの注水を行う。 

 

（中略） 

 

2.3.1.8.2 使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統・機器の同時機能喪失 

地震，津波等により，万が一，使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時に喪失

した場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（T.P.約 35m）に待機している消防車等の配備

を行い，使用済燃料プール水の冷却を再開する。使用済燃料プール循環冷却の機能が停止してから，燃

料の露出を確実に防止でき且つ水遮へいが有効とされる使用済燃料の有効燃料頂部の上部２ｍに至る

までは最短でも２号機における約 98 日であることから，使用済燃料プール水の冷却を確保することは

可能である。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.3 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－９ 使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

 

（中略） 

 

(2) 対策及び保護機能 

 

（中略） 

 

d．地震・津波等により使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時に喪失し 

た場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（O.P.36,900）に待機している消防車 

等の配備を行い，使用済燃料プールの冷却を再開する。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 3時間程度）※ 

e． 地震・津波等により，非常用注水設備による使用済燃料プールの冷却が困難な場合は，ろ過水タ

ンク西側（O.P.40,800）に待機しているコンクリートポンプ車により使用済燃料プールの冷却を

行う。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 6時間程度）※ 

※：所要時間（目安）とは復旧作業の着手から完了までの時間（目安）である。 

 

（中略） 

 

(5) 非常用注水設備の代替注水手段 

地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，ろ過水タンク西側（O.P.40,800）に待

機しているコンクリートポンプ車等を用いて使用済燃料プールを冷却する。 

コンクリートポンプ車の使用が困難な２号機においては，消防ホースを使用済燃料プールまで敷設

し，消防車による直接注水を行うことで，使用済燃料プールを冷却する。 

燃料取り出し用カバー設置後の３号機においては，カバー南側面に設ける注水口を通じてコンクリ

ートポンプ車による注水を行う。注水口は受け口及び注水配管により構成され，受け口はコンクリー

トポンプ車先端の位置を合わせやすくするために設置する。 

なお，注水口には弁を設けず，常に使用済燃料プールへの注水が可能な設計とする。 

コンクリートポンプ車の仕様，３号機注水口（受け口・注水配管）の仕様及び概略図を以下に 

示す。 

 

（中略） 

 

(6) ３号機注水口について 

 

（中略） 

 

d.自然災害対策等 

 

（中略） 

 

(b) 津波 

注水口は，燃料取り出し用カバーに取り付ける設備であり，その位置は O.P.40m 付近であるた

め，15m 級津波により注水口が被水する恐れはない。 

（以下，省略） 

添付資料－９ 使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

 

（中略） 

 

(2) 対策及び保護機能 

 

（中略） 

 

d．地震・津波等により使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時に喪失し 

た場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（T.P.約 35m）に待機している消防車 

等の配備を行い，使用済燃料プールの冷却を再開する。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 3時間程度）※ 

e．地震・津波等により，非常用注水設備による使用済燃料プールの冷却が困難な場合は，ろ過 

水タンク西側（T.P.約 39m）に待機しているコンクリートポンプ車により使用済燃料プールの 

冷却を行う。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 6時間程度）※ 

※：所要時間（目安）とは復旧作業の着手から完了までの時間（目安）である。 

 

（中略） 

 

(5) 非常用注水設備の代替注水手段 

地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，ろ過水タンク西側（T.P.約 39m）に待

機しているコンクリートポンプ車等を用いて使用済燃料プールを冷却する。 

コンクリートポンプ車の使用が困難な２号機においては，消防ホースを使用済燃料プールまで敷設

し，消防車による直接注水を行うことで，使用済燃料プールを冷却する。 

燃料取り出し用カバー設置後の３号機においては，カバー南側面に設ける注水口を通じてコンクリ

ートポンプ車による注水を行う。注水口は受け口及び注水配管により構成され，受け口はコンクリー

トポンプ車先端の位置を合わせやすくするために設置する。 

なお，注水口には弁を設けず，常に使用済燃料プールへの注水が可能な設計とする。 

コンクリートポンプ車の仕様，３号機注水口（受け口・注水配管）の仕様及び概略図を以下に 

示す。 

 

（中略） 

 

(6) ３号機注水口について 

 

（中略） 

 

d.自然災害対策等 

 

（中略） 

 

(b)津波 

注水口は，燃料取り出し用カバーに取り付ける設備であり，その位置は T.P.約 38m 付近である

ため，東北地方太平洋沖地震津波相当の津波により注水口が被水する恐れはない。 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.3 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１２ 使用済燃料プール浄化装置について 
 

1．はじめに 

 

（中略） 

 

2.2.2 モバイル式処理装置（放射能除去装置） 

   モバイル式処理装置（放射能除去装置）（以下，「放射能除去装置」という。）は，２号機海水配

管トレンチ（以下，「トレンチ」という。）の汚染水処理に使用している装置※を用いることとして

おり，基本設計（基本仕様，構造強度及び耐震性等）は同じである。 

放射能除去装置は，装置内に設置した吸着塔に使用済燃料プール水を通水することにより使用済

燃料プール水中の放射能濃度を低減することができ，なおかつ，必要に応じて移動ができる設計と

する。 
※ 2.5 汚染水処理設備等「（55）モバイル式処理装置」及び「（56）モバイル式処理装置 吸着塔」 
 

（１）運用方針 

１号機使用済燃料プール水中の放射能濃度低減のため，トレンチの汚染水処理に使用してい

る装置を使用時のみ設置する。使用後は，トレンチの汚染水の処理状況に応じて，装置を移設

する。 

    なお，放射能除去装置は，１号機原子炉建屋山側エリア（屋外，O.P.10m）に設置する。 

 

（中略） 

 

2.2.3 モバイル式処理装置（塩分除去装置） 

   モバイル式処理装置（塩分除去装置）（以下，「塩分除去装置※」という。）は，装置内の RO 膜ま

たはイオン交換樹脂に使用済燃料プール水を通水することにより使用済燃料プール水中の塩化物

イオン濃度を低減することができ，なおかつ，必要に応じて移動ができる設計とする。 

なお，塩分除去装置は，RO 膜装置及びイオン交換装置の２種類を配備し，２～４号機の使用済

燃料プール水の塩分除去に使用している装置を用いる。 
   ※ 特記無き場合は，RO 膜装置とイオン交換装置の両方のことを指す。 

 

   （１）運用方針 

  １～４号機の使用済燃料プール水中の塩化物イオン濃度低減のため，これまで２～４号機の

使用済燃料プール水の塩分除去に使用している装置を使用時のみ設置する。 

    なお，塩分除去装置は，各号機原子炉建屋山側エリア（屋外，O.P.10m）に設置する。 

 

（中略） 

 

3.3.3 塩分除去装置 

（１）構造強度 

漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを確認した。 

従って，必要な構造強度を有すると評価した。 

 

（２）耐震性 

塩分除去装置及びそれを搭載している車両について，地震による転倒モーメントと自重による安定モー

メントを算出し，それらを比較することで転倒評価を行った。 

 

（中略） 

 

 

添付資料－１２ 使用済燃料プール浄化装置について 
 

1．はじめに 

 

（中略） 

 

2.2.2 モバイル式処理装置（放射能除去装置） 

   モバイル式処理装置（放射能除去装置）（以下，「放射能除去装置」という。）は，２号機海水配

管トレンチ（以下，「トレンチ」という。）の汚染水処理に使用している装置※を用いることとして

おり，基本設計（基本仕様，構造強度及び耐震性等）は同じである。 

放射能除去装置は，装置内に設置した吸着塔に使用済燃料プール水を通水することにより使用済

燃料プール水中の放射能濃度を低減することができ，なおかつ，必要に応じて移動ができる設計と

する。 
※ 2.5 汚染水処理設備等「（55）モバイル式処理装置」及び「（56）モバイル式処理装置 吸着塔」 
 

（１）運用方針 

１号機使用済燃料プール水中の放射能濃度低減のため，トレンチの汚染水処理に使用してい

る装置を使用時のみ設置する。使用後は，トレンチの汚染水の処理状況に応じて，装置を移設

する。 

    なお，放射能除去装置は，１号機原子炉建屋山側エリア（屋外，T.P.約 8.5m）に設置する。 

 

（中略） 

 

2.2.3 モバイル式処理装置（塩分除去装置） 

   モバイル式処理装置（塩分除去装置）（以下，「塩分除去装置※」という。）は，装置内の RO 膜ま

たはイオン交換樹脂に使用済燃料プール水を通水することにより使用済燃料プール水中の塩化物

イオン濃度を低減することができ，なおかつ，必要に応じて移動ができる設計とする。 

なお，塩分除去装置は，RO 膜装置及びイオン交換装置の２種類を配備し，２～４号機の使用済

燃料プール水の塩分除去に使用している装置を用いる。 
   ※ 特記無き場合は，RO 膜装置とイオン交換装置の両方のことを指す。 

 

   （１）運用方針 

  １～４号機の使用済燃料プール水中の塩化物イオン濃度低減のため，これまで２～４号機の

使用済燃料プール水の塩分除去に使用している装置を使用時のみ設置する。 

    なお，塩分除去装置は，各号機原子炉建屋山側エリア（屋外，T.P.約 8.5m）に設置する。 

 

（中略） 

 

3.3.3 塩分除去装置 

（１）構造強度 

漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを確認した。 

従って，必要な構造強度を有すると評価した。 

 

（２）耐震性 

塩分除去装置及びそれを搭載している車両について，地震による転倒モーメントと自重による安定モー

メントを算出し，それらを比較することで転倒評価を行った。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.3 使用済燃料プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

・塩分除去装置と電源車の形状は，塩分除去装置の方が安定している。 

 

また，電源車の耐震性評価においては支配的な基準地震動を選定しており，その水平方向の最大応答 

加速度（重心位置）は約 800gal である。これに対して，福島第一原子力発電所の水平方向の最大応答

加速度（OP.10m）は約 500gal と小さい。 

以上のことから，過去に実施した電源車の転倒評価には充分な裕度があること，形状は塩分除去装置

の方が安定していること，水平方向の加速度は電源車評価時に比べ小さいことから，塩分除去装置の耐

震性は十分に確保されている。 

 

（以下，省略） 

・塩分除去装置と電源車の形状は，塩分除去装置の方が安定している。 

 

また，電源車の耐震性評価においては支配的な基準地震動を選定しており，その水平方向の最大応答 

加速度（重心位置）は約 800gal である。これに対して，福島第一原子力発電所の水平方向の最大応答

加速度（T.P.8.5m※）は約 500gal と小さい。 

以上のことから，過去に実施した電源車の転倒評価には充分な裕度があること，形状は塩分除去装置

の方が安定していること，水平方向の加速度は電源車評価時に比べ小さいことから，塩分除去装置の耐

震性は十分に確保されている。 
※本標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ 

T.P.=旧 O.P.-1,436mm 

 

 

（以下，省略） 

 

記載の適正化 

 

 

 

OP 表記から T.P 表記へ変更し

た旨の注釈の追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋 

2.6.1 基本設計 

 

(中略） 

 

2.6.1.5 主要な機器 

 

(中略） 

 

(5) ２号機 

 

(中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

(中略） 

 

(a)建屋内滞留水の水位管理 

 

(中略） 

 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

(中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm※

(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。 

 

（中略） 

 

(6) ３号機 

 

（中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

（中略） 

 

 

2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋 

2.6.1 基本設計 

 

(中略） 

 

2.6.1.5 主要な機器 

 

(中略） 

 

(5) ２号機 

 

(中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

(中略） 

 

(a)建屋内滞留水の水位管理 

 

(中略） 

 

T.P.2,564mmに開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

(中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm までの余裕

を確保する。 

 

（中略） 

 

(6) ３号機 

 

（中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

（中略） 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

 

（中略） 

 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

（中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm※

(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。 

 

（中略） 

 

(7) ４号機 

 

（中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

（中略） 

 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

 

（中略） 

 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

（中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm※

(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。 

 

（中略） 

 

e．滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

 

（中略） 

 

T.P.2,564mm に開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

（中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm までの余裕を

確保する。 

 

（中略） 

 

(7) ４号機 

 

（中略） 

 

a．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

 

（中略） 

 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

 

（中略） 

 

T.P.2,564mm に開口部を有する立坑については閉塞する。 

 

（中略） 

 

b．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余裕のある水位

に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高まる T.P.2,564mm までの余裕

を確保する。 

 

（中略） 

 

e．滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 

※構内基準点沈下量（-709mm，平成 26 年 3 月測量)と O.P.から T.P.への換算値（-727mm）の和

（-1,436mm）により換算。 

 

(以下，省略） 

（中略） 

 

本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への読替値(-727mm)を用いて、
下記に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

 

(以下，省略） 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２ 構造強度及び耐震性（地下滞留水を考慮した建屋の耐震安全性評価） 

 

（中略） 

 

2 原子炉建屋 

2.1 １号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.1.2 １号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

１号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.1.2-1 に示す。 

 

表 2.1.2-1 １号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 

水位 O.P. 7,000 

貯水量 5,600m3 

 

2.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置(O.P. -196.0m)における基準地震動 Ssの加速度波形について，図 2.1.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－２ 構造強度及び耐震性（地下滞留水を考慮した建屋の耐震安全性評価） 

 

（中略） 

 

2 原子炉建屋 

2.1 １号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.1.2 １号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

１号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.1.2-1 に示す。 

 

表 2.1.2-1 １号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 

水位 G.L.-3,000 

貯水量 5,600m3 

 

2.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 2.1.3-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への読替値(-727mm)を用いて，

下記に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤面(GL) 
▼T.P.8.5m 

解放基盤表面 
▼G.L.-206.0m 

 (震災前 O.P.-196.0m) 

建屋底面位置 
▼G.L.-14.0m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

49.20
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38.90
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25.90
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54.35
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K2 K3
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図 2.1.4-1 １号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

49.20

44.05

38.90

31.00
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9
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K5K4

K2 K3
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図 2.1.4-1 １号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 G.L.(m)

＋44.35

＋39.20

＋34.05

＋28.90

＋21.00

＋15.90

＋8.70

＋0.20

-11.23

-14.00
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 
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25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

54.35

O.P.
(m)

2

K1

3

4

5

6

7

8

9

10

K6
K5K4

K2 K3

1

 
 

図 2.1.4-2 １号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.20

44.05
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31.00
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図 2.1.4-2 １号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G.L.(m)

＋44.35

＋39.20

＋34.05

＋28.90

＋21.00

＋15.90

＋8.70

＋0.20

-11.23

-14.00
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表 2.1.4-2 建屋解析モデルの諸元 

NS 方向 

 

49.20

44.05

38.90

31.00

25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

54.35

O.P.
(m)

2

K1

3

4

5

6

7

8

9

10

K6
K5K4

K2 K3

1

88,440 127.32
[1,240] [1.79]
162,800 234.31
(16,780) (24.15)
185,210 266.64
(38,140) (54.91)

断面2次モーメント

I(m
4
)

質点番号
質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

せん断断面積

AS(m
2
)

―
2 ― ―

― ―

1 ― ―
―

―
4 58,690 84.43

135.0 16,012

3 ― ―
―

21,727
6 77,220 111.11

132.8 24,274

5 67,910 97.77
160.8

7
155.6 36,481

8
294.0 52,858

合計 702,670

9
1,914.3 275,530

10 62,400 89.83

 

 

 

 

 

EW 方向 

 

49.20

44.05

38.90

31.00

25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

54.35

O.P.
(m)

2

K1

3

4

5

6

7

8

9

10

K6
K5K4

K2 K3

1

88,440 127.32
[1,240] [1.79]
162,800 234.31
(16,780) (24.15)
185,210 327.39
(38,140) (67.42)

断面2次モーメント

I(m
4
)

質点番号
質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

せん断断面積

AS(m
2
)

―
2 ― ―

― ―

1 ― ―
―

―
4 58,690 48.34

102.7 9,702

3 ― ―
―

13,576
6 77,220 63.55

131.6 14,559

5 67,910 55.90
163.9

7
197.8 36,427

8
294.0 52,858

合計 702,670

9
1,914.3 338,428

10 62,400 110.32

 

 

 

 

 

 

表 2.1.4-2 建屋解析モデルの諸元 

NS 方向 

 

49.20

44.05

38.90

31.00

25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

54.35

O.P.
(m)

2

K1

3

4

5

6

7

8

9

10

K6
K5K4

K2 K3

1

88,440 127.32
[1,240] [1.79]
162,800 234.31
(16,780) (24.15)
185,210 266.64
(38,140) (54.91)

断面2次モーメント

I(m
4
)

質点番号
質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

せん断断面積

AS(m
2
)

―
2 ― ―

― ―

1 ― ―
―

―
4 58,690 84.43

135.0 16,012

3 ― ―
―

21,727
6 77,220 111.11

132.8 24,274

5 67,910 97.77
160.8

7
155.6 36,481

8
294.0 52,858

合計 702,670

9
1,914.3 275,530

10 62,400 89.83

 

 

 

 

 

EW 方向 

 

49.20

44.05

38.90

31.00

25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

54.35

O.P.
(m)

2

K1

3

4

5

6

7

8

9

10

K6
K5K4

K2 K3

1

88,440 127.32
[1,240] [1.79]
162,800 234.31
(16,780) (24.15)
185,210 327.39
(38,140) (67.42)

断面2次モーメント

I(m
4
)

質点番号
質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

せん断断面積

AS(m
2
)

―
2 ― ―

― ―

1 ― ―
―

―
4 58,690 48.34

102.7 9,702

3 ― ―
―

13,576
6 77,220 63.55

131.6 14,559

5 67,910 55.90
163.9

7
197.8 36,427

8
294.0 52,858

合計 702,670

9
1,914.3 338,428

10 62,400 110.32

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヤング係数 Ec  2.57×107(kN/m2) 

せん断弾性係数 G  1.07×107(kN/m2) 

ポアソン比ν  0.20 

減衰 h   5% 

基礎形状   41.56m(NS 方向)×43.56m(EW 方向) 

注 (  )内は滞留水による付加分を示す。 

  [  ]内はカバリング工事による付加分を示す。 

注 (  )内は滞留水による付加分を示す。 

  [  ]内はカバリング工事による付加分を示す。 

ヤング係数 Ec  2.57×107(kN/m2) 

せん断弾性係数 G  1.07×107(kN/m2) 

ポアソン比ν  0.20 

減衰 h   5% 

基礎形状   41.56m(NS 方向)×43.56m(EW 方向) 

＋44.35

＋39.20

＋34.05

＋28.90

＋21.00

-11.23

-14.00

＋0.20

＋15.90

＋8.70

G.L.(m) 

＋44.35

＋39.20

＋34.05

＋28.90

＋21.00

-11.23

-14.00

＋0.20

＋15.90

＋8.70

ヤング係数 Ec  2.57×107(kN/m2) 

せん断弾性係数 G  1.07×107(kN/m2) 

ポアソン比ν  0.20 

減衰 h   5% 

基礎形状   41.56m(NS 方向)×43.56m(EW 方向) 

注 (  )内は滞留水による付加分を示す。 

  [  ]内はカバリング工事による付加分を示す。 

注 (  )内は滞留水による付加分を示す。 

  [  ]内はカバリング工事による付加分を示す。 

ヤング係数 Ec  2.57×107(kN/m2) 

せん断弾性係数 G  1.07×107(kN/m2) 

ポアソン比ν  0.20 

減衰 h   5% 

基礎形状   41.56m(NS 方向)×43.56m(EW 方向) 

G.L.(m) 

12



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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3
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5
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2
) (×10

5
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2
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5
kN/m

2
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10.0
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560 17.6 0.446 4.39 5.63 0.78 12.70 3 28.0
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2.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮*注の場合と比較して，

図2.1.5-1～図2.1.5-6に示す。 

 

滞留水考慮
滞留水未考慮

0 1000 2000 3000

(cm/s2)       

O.P.
(m)

38.90

31.00

25.90

18.70

10.20

-1.23

-4.00

 
図2.1.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 
*注：滞留水考慮：本検討における結果であり，滞留水の重量の他，原子炉建屋カバーの重量を考慮したもの。 

滞留水未考慮：損傷前の「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改訂に 

伴う耐震安全性評価結果 中間報告書（改訂版）」（原管発官21第110号 平成21年6月19日付け）の結果。 
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図 2.1.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 
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図 2.1.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 
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図 2.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 
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図 2.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 
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図 2.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 
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図 2.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 
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図 2.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 
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2.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表2.1.6-1

及び表2.1.6-2に示す。また，図2.1.6-1及び図2.1.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未

考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大

で0.09×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向

別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，１号機原子炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

 

表2.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS方向） 

(単位：×10-3)     

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 10.20～-1.23 
考慮 0.09 0.09 0.08 

4.0以下 
未考慮 0.08 0.09 0.07 
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B1F +0.20～-11.23 
考慮 0.09 0.09 0.08 

4.0 以下 
未考慮 0.08 0.09 0.07 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2  2号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.2.2 ２号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

２号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.2.2-1 に示す。 

 

表 2.2.2-1 ２号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 ２号機 

水位 O.P. 4,000 

貯水量 6,500m3 

 

2.2.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置（O.P. -196.0m）における基準地震動 Ssの加速度波形について，図 2.2.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 ２号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.2.2 ２号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

２号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.2.2-1 に示す。 

 

表 2.2.2-1 ２号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 ２号機 

水位 G.L.-6,000 

貯水量 6,500m3 

 

2.2.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 2.2.3-2 に示す。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から 

T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

〈換算式〉T.P.＝ 旧 O.P-1,436mm 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2.4 地震応答解析モデル 
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図 2.2.4-1 ２号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS・EW 方向） 
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2.2.4 地震応答解析モデル 
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図 2.2.4-1 ２号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS・EW 方向） 

 

 

（中略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表 2.2.4-2 建屋解析モデルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.4-2 建屋解析モデルの諸元 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表 2.2.4-3 (1) 地盤定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.4-3 (1) 地盤定数 
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表 2.2.4-3 (3) 地盤定数 

(ＳＳ－3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.4-3 (3) 地盤定数 

(ＳＳ－3) 
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2.2.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，図

2.2.5-1～図2.2.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，

図 2.2.5-1～図 2.2.5-6 に示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 
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28



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

22 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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図 2.2.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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26 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表2.2.6-1

及び表2.2.6-2に示す。また，図2.2.6-1及び図2.2.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未

考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大

で0.08×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向

別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，２号機原子炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 2.2.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 10.20～-2.06 
考慮 0.07 0.08 0.07 

4.0 以下 
未考慮 0.07 0.07 0.06 

 

 

表 2.2.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 10.20～-2.06 
考慮 0.08 0.08 0.07 

4.0 以下 
未考慮 0.07 0.08 0.06 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表2.2.6-1

及び表2.2.6-2に示す。また，図2.2.6-1及び図2.2.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未考

慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大で

0.08×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向別

に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，２号機原子炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 2.2.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 G.L. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F +0.20～-12.06 
考慮 0.07 0.08 0.07 

4.0 以下 
未考慮 0.07 0.07 0.06 

 

 

表 2.2.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 G.L. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F +0.20～-12.06 
考慮 0.08 0.08 0.07 

4.0 以下 
未考慮 0.07 0.08 0.06 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.3 ３号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.3.2 ３号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

３号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.3.1-1 に示す。 

 

表 2.3.1-1 ３号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 ３号機 

水位 O.P. 4,000 

貯水量 6,800m3 

 

2.3.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置（O.P. -196.0m）における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 2.3.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 ３号機原子炉建屋 

 

（中略） 

 

2.3.2 ３号機原子炉建屋の水位及び地下滞留水量 

３号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 2.3.1-1 に示す。 

 

表 2.3.1-1 ３号機原子炉建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 ３号機 

水位 G.L.-6,000 

貯水量 6,800m3 

 

2.3.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 2.3.3-2 に示す。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から 

T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

〈換算式〉T.P.＝旧 O.P-1,436mm 

標高表記の適正化 
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2.3.4 地震応答解析モデル 
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図 2.3.4-1 ３号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.4 地震応答解析モデル 
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図 2.3.4-1 ３号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 
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図 2.3.4-2 ３号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 
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図 2.3.4-2 ３号機原子炉建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

32 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

33 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

34 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

35 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.3.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して*注，

図2.3.5-1～図2.3.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 
*注：滞留水考慮：本検討における結果であり，滞留水の重量の他，瓦礫撤去等による重量増減や燃料取り出し用カバーの重量を考

慮したもの。 

滞留水未考慮：損傷前の「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性

評価結果 中間報告書（改訂版）」（原管発官21第110号 平成21年6月19日付け）の結果。 
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図2.3.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 
*注：滞留水考慮：本検討における結果であり，滞留水の重量の他，瓦礫撤去等による重量増減や燃料取り出し用カバーの重量を考慮

したもの。 

滞留水未考慮：損傷前の「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性
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図2.3.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 
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図 2.3.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 
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図 2.3.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 
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図 2.3.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 
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図 2.3.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 
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2.3.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表2.3.6-1

及び表2.3.6-2に示す。また，図2.3.6-1及び図2.3.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未

考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大

で0.10×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向

別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，３号機原子炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 2.3.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 
10.20～

-2.06 

考慮 0.09 0.09 0.08 
4.0 以下 

未考慮 0.08 0.08 0.07 

 

 

 

表 2.3.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 
10.20～

-2.06 

考慮 0.09 0.10 0.08 
4.0 以下 

未考慮 0.08 0.09 0.07 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.6 耐震安全性評価結果 
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階 G.L. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 
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考慮 0.09 0.09 0.08 
4.0 以下 

未考慮 0.08 0.08 0.07 

 

 

 

表 2.3.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 
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3 タービン建屋 

 

3.1 ３号機タービン建屋（代表号機） 

 

（中略） 

 

3.1.2 代表号機の選定 

タービン建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 3.1.2-1 に示す。表 3.1.2-1 より，貯水量の最も

多い３号機を代表号機と選定する。 

 

表 3.1.2-1 タービン建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 O.P. 5,300 O.P. 4,000 O.P. 4,000 O.P. 4,000 

貯水量 9,600m3 13,500m3 16,400m3 12,800m3 

 

3.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置（O.P. -196.0m）における基準地震動 Ssの加速度波形について，図 3.1.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 タービン建屋 

 

3.1 ３号機タービン建屋（代表号機） 
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3.1.2 代表号機の選定 

タービン建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 3.1.2-1 に示す。表 3.1.2-1 より，貯水量の最も

多い３号機を代表号機と選定する。 

 

表 3.1.2-1 タービン建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 G.L.-4,700 G.L.-6,000 G.L.-6,000 G.L.-6,000 

貯水量 9,600m3 13,500m3 16,400m3 12,800m3 

 

.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 3.1.3-2 に示す。 
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図 3.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-710mm）と O.P.から 

T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

〈換算式〉T.P.＝旧 O.P-1,437mm 
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3.1.4 地震応答解析モデル 
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図 3.1.4-1 ３号機タービン建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 
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3.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4-1 ３号機タービン建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 
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図 3.1.4-2 ３号機タービン建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4-2 ３号機タービン建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 
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図 3.1.4-3 建屋解析モデルの諸元（重量・回転慣性）（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4-3 建屋解析モデルの諸元（重量・回転慣性）（NS方向） 
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図 3.1.4-4 建屋解析モデルの諸元（剛性）（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4-4 建屋解析モデルの諸元（剛性）（NS方向） 
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図 3.1.4-5 建屋解析モデルの諸元（重量・回転慣性）（EW方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.4-5 建屋解析モデルの諸元（重量・回転慣性）（EW方向） 
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図 3.1.4-6 建屋解析モデルの諸元（剛性）（EW方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4-6 建屋解析モデルの諸元（剛性）（EW方向） 
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標高表記の適正化 
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3.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，図

3.1.5-1～図3.1.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 

 

3.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，図

3.1.5-1～図3.1.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 

標高表記の適正化 
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図 3.1.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

標高表記の適正化 
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図 3.1.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

55 
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図 3.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

標高表記の適正化 
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図 3.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

57 
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図3.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

標高表記の適正化 
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3.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表3.1.6-1

及び表3.1.6-2に示す。また，図3.1.6-1及び図3.1.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未

考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大

で0.15×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向

別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，３号機タービン建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 3.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り O.P. 

Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価 

基準 
滞留水 滞留水 滞留水 

考慮 未考慮 考慮 未考慮 考慮 未考慮 

B1F 

H/1-11 10.20～-0.30 0.11 0.11 0.11 0.11 0.10 0.10 

4.0 以下 

H/11-14 
U 10.20～6.50 0.09 0.09 0.08 0.08 0.08 0.08 

D 6.50～-0.30 0.12 0.12 0.12 0.12 0.11 0.11 

A/1-11 10.20～-0.30 0.07 0.07 0.07 0.07 0.06 0.06 

A/11-14 
U 10.20～6.50 0.05 0.05 0.05 0.05 0.04 0.04 

D 6.50～-0.30 0.07 0.07 0.08 0.07 0.06 0.06 

 

 

 

 

 

表 3.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り O.P. 

Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価 

基準 
滞留水 滞留水 滞留水 

考慮 未考慮 考慮 未考慮 考慮 未考慮 

B1F 

1-4 10.20～-0.30 0.09 0.09 0.08 0.08 0.08 0.07 

4.0 以下 

5-8/H 10.20～-0.30 0.09 0.10 0.09 0.09 0.08 0.08 

5-8/A 10.20～-0.30 0.09 0.09 0.10 0.10 0.08 0.08 

9-14 
U 10.20～6.50 0.13 0.13 0.14 0.13 0.11 0.11 

D 6.50～-0.30 0.14 0.14 0.15 0.15 0.12 0.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表3.1.6-1

及び表3.1.6-2に示す。また，図3.1.6-1及び図3.1.6-2に基準地震動Ssに対する最大応答値を，滞留水を未 

考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮した場合でも，最大

で0.15×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケルトン曲線は，建屋の方向

別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定したものである。 

以上のことから，３号機タービン建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 3.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り G.L. 

Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価 

基準 
滞留水 滞留水 滞留水 

考慮 未考慮 考慮 未考慮 考慮 未考慮 

B1F 

H/1-11 +0.20～-10.30 0.11 0.11 0.11 0.11 0.10 0.10 

4.0 以下 

H/11-14 
U +0.20～-3.50 0.09 0.09 0.08 0.08 0.08 0.08 

D -3.50～-10.30 0.12 0.12 0.12 0.12 0.11 0.11 

A/1-11 +0.20～-10.30 0.07 0.07 0.07 0.07 0.06 0.06 

A/11-14 
U +0.20～-3.50 0.05 0.05 0.05 0.05 0.04 0.04 

D -3.50～-10.30 0.07 0.07 0.08 0.07 0.06 0.06 

 

 

 

 

 

表 3.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り G.L. 

Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価 

基準 
滞留水 滞留水 滞留水 

考慮 未考慮 考慮 未考慮 考慮 未考慮 

B1F 

1-4 +0.20～-10.30 0.09 0.09 0.08 0.08 0.08 0.07 

4.0 以下 

5-8/H +0.20～-10.30 0.09 0.10 0.09 0.09 0.08 0.08 

5-8/A +0.20～-10.30 0.09 0.09 0.10 0.10 0.08 0.08 

9-14 
U +0.20～-3.50 0.13 0.13 0.14 0.13 0.11 0.11 

D -3.50～-10.30 0.14 0.14 0.15 0.15 0.12 0.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

3.2 代表号機以外の検討 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

.2 代表号機以外の検討 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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4 廃棄物処理建屋 

4.1 ４号機廃棄物処理建屋（代表号機） 

 

（中略） 

 

4.1.2 代表号機の選定 

廃棄物処理建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 4.1.2-1 に示す。表 4.1.2-1 より，貯水量の最

も多い４号機を代表号機と選定する。 

 

表 4.1.2-1 廃棄物処理建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 O.P. 4,000 O.P. 4,000 O.P. 4,000 O.P. 4,000 

貯水量 1,400m3 2,600m3 2,600m3 4,500m3 

 

4.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置（O.P. -196.0m）における基準地震動 Ssの加速度波形について，図 4.1.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 廃棄物処理建屋 

4.1 ４号機廃棄物処理建屋（代表号機） 

 

（中略） 

 

4.1.2 代表号機の選定 

廃棄物処理建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 4.1.2-1 に示す。表 4.1.2-1 より，貯水量の最

も多い４号機を代表号機と選定する。 

 

表 4.1.2-1 廃棄物処理建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 G.L.-6,000 G.L.-6,000 G.L.-6,000 G.L.-6,000 

貯水量 1,400m3 2,600m3 2,600m3 4,500m3 

 

4.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 4.1.3-2 に示す。 
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図 4.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から 

T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

〈換算式〉T.P.＝旧 O.P-1,436mm 

 

標高表記の適正化 
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4.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.4-1 ４号機廃棄物処理建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.4-1 ４号機廃棄物処理建屋 地震応答解析モデル（NS方向） 
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図 4.1.4-2 ４号機廃棄物処理建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.4-2 ４号機廃棄物処理建屋 地震応答解析モデル（EW方向） 
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4.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，図

4.1.5-1～図4.1.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を，滞留水を未考慮の場合と比較して，図

4.1.5-1～図4.1.5-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5-1 最大応答加速度（NS方向・Ss-1H） 
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図 4.1.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5-2 最大応答加速度（NS方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

69 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.1.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.1.5-3 最大応答加速度（NS方向・Ss-3H） 
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図 4.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5-4 最大応答加速度（EW方向・Ss-1H） 
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図4.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5-5 最大応答加速度（EW方向・Ss-2H） 
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図4.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.1.5-6 最大応答加速度（EW方向・Ss-3H） 
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4.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表

4.1.6-1 及び表 4.1.6-2 に示す。また，図 4.1.6-1 及び図 4.1.6-2 に基準地震動 Ss に対する最大応答値を，

滞留水を未考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮し

た場合でも，最大で 0.06×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケル

トン曲線は，建屋の方向別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定した

ものである。 

以上のことから，４号機廃棄物処理建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 4.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価基

準 

B1F 

RwA 
10.20～

-0.30 

考慮 0.06 0.06 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.06 0.06 0.05 

 

RwL 

10.20～

-0.30 

考慮 0.05 0.05 0.05 

未考慮 0.05 0.05 0.04 

 

表 4.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価基

準 

B1F 10.20～-0.30 
考慮 0.05 0.05 0.04 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.04 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，滞留水を未考慮の場合と比較して，表

4.1.6-1 及び表 4.1.6-2 に示す。また，図 4.1.6-1 及び図 4.1.6-2 に基準地震動 Ss に対する最大応答値を，

滞留水を未考慮の場合と比較して，耐震壁のスケルトン曲線上に示す。せん断ひずみは，滞留水を考慮し

た場合でも，最大で 0.06×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，スケル

トン曲線は，建屋の方向別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定した 

ものである。 

以上のことから，４号機廃棄物処理建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 4.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 通り G.L. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価基

準 

B1F 

RwA 
+0.20～

-10.30 

考慮 0.06 0.06 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.06 0.06 0.05 

 

RwL 

+0.20～

-10.30 

考慮 0.05 0.05 0.05 

未考慮 0.05 0.05 0.04 

 

表 4.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 G.L. 滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 
評価基

準 

B1F +0.20～-10.30 
考慮 0.05 0.05 0.04 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.04 
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4.2 代表号機以外の検討 
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4.2 代表号機以外の検討 
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5 コントロール建屋 

5.1 ３号機コントロール建屋（代表号機） 

 

（中略） 

 

5.1.2 代表号機の選定 

コントロール建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 5.1.2-1 に示す。表 5.1.2-1 より，貯水量の

最も多い３号機を代表号機と選定する。 

 

表 5.1.2-1 コントロール建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 O.P. 5,300 O.P. 4,000 O.P. 4,000 O.P. 4,000 

貯水量 700m3 1,600m3 1,900m3 1,600m3 

 

5.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置（O.P. -196.0m）における基準地震動 Ssの加速度波形について，図 5.1.3-2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 コントロール建屋 

5.1 ３号機コントロール建屋（代表号機） 

 

（中略） 

 

5.1.2 代表号機の選定 

コントロール建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量を表 5.1.2-1 に示す。表 5.1.2-1 より，貯水量の

最も多い３号機を代表号機と選定する。 

 

表 5.1.2-1 コントロール建屋の満水状態の水位及び地下滞留水量 

 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 

水位 G.L.-4,700 G.L.-6,000 G.L.-6,000 G.L.-6,000 

貯水量 700m3 1,600m3 1,900m3 1,600m3 

 

5.1.3 解析に用いる入力地震動 

 

（中略） 

 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 5.1.3-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

76 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から 

T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

〈換算式〉T.P.＝旧 O.P-1,436mm 

 

標高表記の適正化 
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5.1.4 地震応答解析モデル 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.4-1 ３号機コントロール建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.4 地震応答解析モデル 
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図 5.1.4-1 ３号機コントロール建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 
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図 5.1.4-2 ３号機コントロール建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.4-2 ３号機コントロール建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

5.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を図5.1.5-1及び図5.1.5-2に，地下滞留

水の影響を考慮しない場合と併せて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1.5-1 最大応答加速度（NS方向） 

 

 

 

 

5.1.5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められたNS方向，EW方向の最大応答加速度を図5.1.5-1及び図5.1.5-2に，地下滞留

水の影響を考慮しない場合と併せて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1.5-1 最大応答加速度（NS方向） 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1.5-2 最大応答加速度（EW方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1.5-2 最大応答加速度（EW方向） 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

5.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，表 5.1.6-1 及び表 5.1.6-2 に示す。ま

た，図 5.1.6-1 及び図 5.1.6-2 に基準地震動 Ssに対する最大応答値を耐震壁のスケルトン曲線上に示す。

せん断ひずみは，最大で 0.07×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，ス

ケルトン曲線は，建屋の方向別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定

したものである。 

以上のことから，３号機コントロール建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 5.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 地下滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 9.00～ 6.50 
考慮 0.05 0.05 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.04 

B2F 6.50～-0.30 
考慮 0.07 0.07 0.06 

未考慮 0.06 0.06 0.06 

 

 

表 5.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 O.P. 地下滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F 9.00～ 6.50 
考慮 0.05 0.05 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.05 

B2F 6.50～-0.30 
考慮 0.07 0.07 0.07 

未考慮 0.06 0.06 0.06 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，表 5.1.6-1 及び表 5.1.6-2 に示す。ま

た，図 5.1.6-1 及び図 5.1.6-2 に基準地震動 Ssに対する最大応答値を耐震壁のスケルトン曲線上に示す。

せん断ひずみは，最大で 0.07×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕がある。なお，ス

ケルトン曲線は，建屋の方向別に，層を単位とした水平断面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定 

したものである。 

以上のことから，３号機コントロール建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表 5.1.6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)    

階 G.L. 地下滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F -1.00～ -3.50 
考慮 0.05 0.05 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.04 

B2F -3.50～-10.30 
考慮 0.07 0.07 0.06 

未考慮 0.06 0.06 0.06 

 

 

表 5.1.6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)    

階 G.L. 地下滞留水 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

B1F -1.00～ -3.50 
考慮 0.05 0.05 0.05 

4.0 以下 
未考慮 0.05 0.05 0.05 

B2F -3.50～-10.30 
考慮 0.07 0.07 0.07 

未考慮 0.06 0.06 0.06 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

5.2 代表号機以外の検討 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 代表号機以外の検討 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2 地下水バイパスによる地下水の建屋流入抑制効果 

建屋周辺の地下水位は，浸透流解析により検討した結果，地下水バイパスの実施に伴い，原子炉

建屋山側で現況（Ｏ．Ｐ．＋９ｍ程度）より最大で１．３ｍ程度，タービン建屋海側で現況（Ｏ．

Ｐ．＋４ｍ程度）より最大で０．２ｍ程度低下するものと想定され（図３～５），これにより，建屋

内への地下水流入量は現況より２０m3/日～１２０m3/日程度低減されるものと考えられる。 

 

4 地下水の汲み上げによる地盤沈下 

地下水バイパスの実施に伴い地下水を汲み上げるが，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ盤の原子炉建屋，ター

ビン建屋，運用補助共用施設（共用プール）などの建屋については，直接岩盤に支持されているこ

とから沈下の恐れはないと考えられる。また，建屋周辺の地下水位は，東北地方太平洋沖地震前に

はサブドレンが稼働し十分に低下していたことから，地下水バイパスの実施に伴い現況から地下水

位が低下しても，建屋周辺の地盤沈下の恐れはないと考えられる。 

Ｏ．Ｐ．＋３５ｍ盤のタンクエリア等の一部については，地下水位が若干低下するが，その量

は２ｍ程度以下と少なく，また，揚水する地下水は不圧地下水であり，現況の地下水位よりも下の

地層は地質年代が古く（新第三紀），十分圧密されていることから，地下水位の低下に伴う沈下の恐

れはないと考えられる。 

 

 
図３ 建屋周りの地下水位（現況） 

 

 

 

 

 

 

 

2 地下水バイパスによる地下水の建屋流入抑制効果 

建屋周辺の地下水位は，浸透流解析により検討した結果，地下水バイパスの実施に伴い，原子炉

建屋山側で現況（Ｔ．Ｐ．＋７．５ｍ程度）より最大で１．３ｍ程度，タービン建屋海側で現況（Ｔ．

Ｐ．＋２．５ｍ程度）より最大で０．２ｍ程度低下するものと想定され（図３～５），これにより，

建屋内への地下水流入量は現況より２０m3/日～１２０m3/日程度低減されるものと考えられる。 

 

4 地下水の汲み上げによる地盤沈下 

地下水バイパスの実施に伴い地下水を汲み上げるが，Ｔ．Ｐ．＋８．５ｍ盤の原子炉建屋，タ

ービン建屋，運用補助共用施設（共用プール）などの建屋については，直接岩盤に支持されている

ことから沈下の恐れはないと考えられる。また，建屋周辺の地下水位は，東北地方太平洋沖地震前

にはサブドレンが稼働し十分に低下していたことから，地下水バイパスの実施に伴い現況から地下

水位が低下しても，建屋周辺の地盤沈下の恐れはないと考えられる。 

Ｔ．Ｐ．＋３３．５ｍ盤のタンクエリア等の一部については，地下水位が若干低下するが，そ

の量は２ｍ程度以下と少なく，また，揚水する地下水は不圧地下水であり，現況の地下水位よりも

下の地層は地質年代が古く（新第三紀），十分圧密されていることから，地下水位の低下に伴う沈下

の恐れはないと考えられる。 

 

 
図３ 建屋周りの地下水位（現況） 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※O.P.表記は震災前の「旧 O.P.表記」を指す。 

 T.P.表記に換算する際は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読み替え地

（-727mm）を用いて、下式に基づき換算する。 

＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 
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参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 建屋周りの地下水位（地下水バイパス実施後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 建屋周りの地下水位（地下水バイパス実施後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※O.P.表記は震災前の「旧 O.P.表記」を指す。 

T.P.表記に換算する際は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読み替え地

（-727mm）を用いて、下式に基づき換算する。 

＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 
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1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－４ プロセス主建屋の貫通部の止水措置 

 

 

 

 

添付資料－４ プロセス主建屋の貫通部の止水措置 

 

 

 

 

 
 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－７ 高温焼却炉建屋の貫通部の止水措置 

 

 

 

添付資料－７ 高温焼却炉建屋の貫通部の止水措置 

 

 

 

 
 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１１ 建屋等内に滞留する滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減にかかる方針 

 

（中略） 

 

2 基本的対応方針及び中期的計画 

 

（中略） 

 

(1) 建屋等からの漏えい防止 

１～４号機建屋内に滞留している高濃度放射性汚染水については，プロセス主建屋，高温焼却炉

建屋に移送し，さらに，汚染水処理設備により放射性核種のセシウム及び塩分を除去して淡水を生

成し，原子炉への注水に再使用している（循環注水冷却）。ただし，１～４号機の建屋内には地下

水が流入しているため，高濃度放射性汚染水が系外に放出しないよう適切に建屋内水位を管理する

必要がある。 

建屋内の水位については，引き続き管理を継続していく。また，万一，水位が 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm) に到達するようなことになれば，高濃度放射性汚染水をタービン建屋

の復水器等に移送する措置を施す。さらに，滞留水の地下水への流出を防止するため，建屋内の水

位をサブドレン水位より低く管理している。 

 

（中略） 

 
※構内基準点沈下量（-709mm，平成 26 年 3月測量)と O.P.から T.P.への換算値（-727mm）の和（-1,436mm）により換算。 

水位は，「2.35 サブドレン他水処理施設 添付-11 別紙-7 サブドレン及び建屋滞留水水位への測量結果の反映について」に基づき，

計測する。 

 

 

（以下，省略） 

添付資料－１１ 建屋等内に滞留する滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減にかかる方針 

 

（中略） 

 

2 基本的対応方針及び中期的計画 

 

（中略） 

 

(1) 建屋等からの漏えい防止 

１～４号機建屋内に滞留している高濃度放射性汚染水については，プロセス主建屋，高温焼却炉

建屋に移送し，さらに，汚染水処理設備により放射性核種のセシウム及び塩分を除去して淡水を生

成し，原子炉への注水に再使用している（循環注水冷却）。ただし，１～４号機の建屋内には地下

水が流入しているため，高濃度放射性汚染水が系外に放出しないよう適切に建屋内水位を管理する

必要がある。 

建屋内の水位については，引き続き管理を継続していく。また，万一，水位が 

T.P.2,564mmに到達するようなことになれば，高濃度放射性汚染水をタービン建屋の復水器等に移

送する措置を施す。さらに，滞留水の地下水への流出を防止するため，建屋内の水位をサブドレン

水位より低く管理している。 

 

（中略） 

 

本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への読替値(-727mm)を用いて、下記に基づき

換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

水位は，「2.35 サブドレン他水処理施設 添付-11 別紙-7 サブドレン及び建屋滞留水水位への測量結果の反映について」に基づき，

計測する。 

 

 

（以下，省略） 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

汚染水処理対策委員会で議論された汚染水処理問題の抜本対策 

 

1 陸側遮水壁の設置 

（中略） 

 

2 海水配管トレンチ内の汚染水の除去 

【基本方針】 

２号機及び３号機の海水配管トレンチ※1には，高濃度な汚染水が滞留している。早期に海水配管トレ

ンチ内の汚染水を処理するため，まず，汚染水の放射性物質の濃度を再計測し，建屋接続部の止水方法，

トレンチ内の汚染水の移送方法，トレンチ内の充填方法等について直ちに具体化するとともに，その濃

度の低減を図るなどの環境改善措置を行う。また，この対策は，建屋を囲い込む形で陸側遮水壁を運用

開始する前に，完了させることを目指す。 

 

【目標工程】 

２０１４年度内 海水配管トレンチ内の汚染水の除去完了を目指す 

 
※１「地下水の流入抑制のための対策」汚染水処理対策委員会（平成 25 年 5 月 30 日）には，高濃度（の汚染水が滞留する海水配管ト

レンチを２号機から４号機としたが，その後の調査結果により２／３号機とされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚染水処理対策委員会で議論された汚染水処理問題の抜本対策 

 

1 陸側遮水壁の設置 

（中略） 

 

2 海水配管トレンチ内の汚染水の除去 

【基本方針】 

２号機及び３号機の海水配管トレンチ※1には，高濃度な汚染水が滞留している。早期に海水配管トレ

ンチ内の汚染水を処理するため，まず，汚染水の放射性物質の濃度を再計測し，建屋接続部の止水方法，

トレンチ内の汚染水の移送方法，トレンチ内の充填方法等について直ちに具体化するとともに，その濃
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ンチを２号機から４号機としたが，その後の調査結果により２／３号機とされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１２ 添付資料－１２ 

添付資料12に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から
T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm
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汚染された地下水の港湾への流出抑制策等について 

 

1 現状及び基本的対応方針について 

（中略） 

 

2 具体的計画について 

(1) 護岸付近の地盤改良 

告示濃度限度を超える放射性物質の海域への流出を抑制するため，護岸付近の地盤改良や地下水

の移送等の対策を実施する。特に，海水中におけるトリチウム濃度の上昇傾向が見られることから，

１－２号機間，２－３号機間，３－４号機間の護岸付近において，地盤改良による汚染範囲の囲い

込みを実施することなど，可及的速やかに汚染水の海洋への漏えい拡大抑制対策の実施・完了を目

指す（図１，図２）。 

 

(2) トレンチ内汚染水処理・排水及び閉塞 

２号機及び３号機の主トレンチ（図３，図４），２号機の分岐トレンチ（図５）には，高濃度の汚

染水が滞留していることが確認されている。早期にこれらトレンチ内の汚染水を処理するため，ト

レンチ毎（電源ケーブル管路を含む）に汚染水の滞留状況を調査する。その後，調査結果に基づき，

分岐トレンチについては，汚染水の排水及び当該トレンチの閉塞を実施する。主トレンチについて

は，建屋接続部の止水方法，トレンチ内の汚染水の移送方法，トレンチ内の充填方法等について具

体化するとともに，その濃度の低減を図るなどの環境改善措置を行う。 

主トレンチ内の放射性物質濃度の低減策としては，モバイル式の処理装置を導入することに加え

（図６），汚染水の処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，除染装置）へ汚染水を移

送するための配管を設置する（図７）。なお，止水方法の成立性については，凍結時の配管等への影

響評価，高線量下での作業員の被ばく低減策等の技術課題があることから，実証試験を実施し，評

価する。 

 

 (3) 海側遮水壁 

汚染した地下水からの海洋汚染拡大防止を目的として着手している海側遮水壁の設置工事につい

ては，既に２０１２年４月に本格着工し，２０１４年９月の完成を目指している（図８）。なお，海

側遮水壁の構築に伴いせき止められる地下水は汲上げた後，適切に処理する。具体的な処理方法に

ついて検討し，平成２５年度末までに実施計画へ反映する。 

  （中略） 
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処理装置設置工事 

トレンチ内汚染水の処理・移送 

止水の成立性判断 

遮水壁設置工事 

移送ライン設置工事 

接続部止水 

処理装置設置工事 

トレンチ内汚染水の処理・移送 

止水の成立性判断 

遮水壁設置工事 

移送ライン設置工事 

接続部止水 

添付資料13に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から
T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm
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図１ 薬液注入による地盤改良（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 地盤改良等の範囲（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ １／２号機海側トレンチ平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 薬液注入による地盤改良（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 地盤改良等の範囲（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ １／２号機海側トレンチ平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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添付資料13に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から
T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ３／４号機海側トレンチ平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号機（ａ－ａ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ３／４号機海側トレンチ平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号機（ａ－ａ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクリーン

ポンプ室

スクリーン

 ３号機
 タービン建屋

 ４号機
 タービン建屋

主トレンチ（４号機海水配管トレンチ）

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

分岐トレンチ
（４号機電源ケーブルトレンチ）

分岐トレンチ（３号機電源ケーブルトレンチ）

立坑A

マンホール

ポンプ室

立坑C

立坑D

立坑B

14●

19
●

●26

33●
●35

37● 38 ●●83

40-1●

敷高O.P.+5.35m

●39-1

●34

取水
電源室

●８10●
12●11●

●１ ●２

15
　　●

89●

●84

●85

●24

●
32

20
●

21
●

23
●

22
●

●
  40

82
●

●
27

●25
●
31 ●

43

30
●

●29

90
●

●17 ×

×
××

××

×

×

44
●

45
●

46
●●

28

７
●

●42

主トレンチ（海水配管トレンチ）

分岐トレンチ（電源ケーブルトレンチ）

分岐トレンチ（電源ケーブル管路）

流入経路

流入経路

  （止水対策により遮断される経路）

流入経路上のピット

流路が不明なピット

流出防止措置既実施箇所

凡例

●

●

5/11漏水確認箇所

39
　●

41
●

３
●

５
●

６
●

●
　９

タービン建屋接合部

O.P.-1.150m
タービン建屋接合部

O.P.+2.100m

タービン建屋接合部

O.P.-1.100m

タービン建屋接合部

O.P.+2.550m

至55

至47

敷高O.P.-17.428m

敷高O.P.+3.300m

接合部
敷高O.P.+1.200m

敷高O.P.+4.100m
敷高O.P.+1.550m

敷高O.P.+2.600m

敷高

O.P.+1.300m

敷高O.P.+1.300m

敷高

O.P.+1.550m

敷高

O.P.+1.200m 敷高O.P.+2.120m

接合部O.P.+1.300m
接合部O.P.+4.100m

13● 36●

*敷高O.P.+4.100mであるが、流入経路と

して想定し、対策に万全を期す。

N

×

×

×
× ×××

××
×
××
×

×

×××

××
× ×

×

×

×

× ×
×

× × ×

×
××
××

×
×

現地にピットなし 現地にピットなし

d

d c' c

c'
c

O.P.-1.150m O.P.+2.100m

O.P.+1.300m
O.P.+4.100m

O.P.+4.100m

O.P.+1.300m

O.P.+2.600m

O.P.+4.100m

O.P.+1.300m

O.P.+1.550m

O.P.-17.428m

O.P.+3.300m

O.P.+5.35m

O.P.+1.550m

O.P.+1.200m O.P.+2.120m

O.P.+1.200m

O.P.-1.100m O.P.+2.550m

スクリーン

ポンプ室

スクリーン

 ３号機
 タービン建屋

 ４号機
 タービン建屋

主トレンチ（４号機海水配管トレンチ）

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

分岐トレンチ
（４号機電源ケーブルトレンチ）

分岐トレンチ（３号機電源ケーブルトレンチ）

立坑A

マンホール

ポンプ室

立坑C

立坑D

立坑B

14●

19
●

●26

33●
●35

37● 38 ●●83

40-1●

敷高O.P.+5.35m

●39-1

●34

取水
電源室

●８10●
12●11●

●１ ●２

15
　　●

89●

●84

●85

●24

●
32

20
●

21
●

23
●

22
●

●
  40

82
●

●
27

●25
●
31 ●

43

30
●

●29

90
●

●17 ×

×
××

××

×

×

44
●

45
●

46
●●

28

７
●

●42

主トレンチ（海水配管トレンチ）

分岐トレンチ（電源ケーブルトレンチ）

分岐トレンチ（電源ケーブル管路）

流入経路

流入経路

  （止水対策により遮断される経路）

流入経路上のピット

流路が不明なピット

流出防止措置既実施箇所

凡例

●

●

5/11漏水確認箇所

39
　●

41
●

３
●

５
●

６
●

●
　９

タービン建屋接合部

O.P.-1.150m
タービン建屋接合部

O.P.+2.100m

タービン建屋接合部

O.P.-1.100m

タービン建屋接合部

O.P.+2.550m

至55

至47

敷高O.P.-17.428m

敷高O.P.+3.300m

接合部
敷高O.P.+1.200m

敷高O.P.+4.100m
敷高O.P.+1.550m

敷高O.P.+2.600m

敷高

O.P.+1.300m

敷高O.P.+1.300m

敷高

O.P.+1.550m

敷高

O.P.+1.200m 敷高O.P.+2.120m

接合部O.P.+1.300m
接合部O.P.+4.100m

13● 36●

*敷高O.P.+4.100mであるが、流入経路と

して想定し、対策に万全を期す。
N

×

×

×
× ×××

××
×
××
×

×

×××

××
× ×

×

×

×

× ×
×

× × ×

×
××
××

×
×

現地にピットなし 現地にピットなし

d

d c' c

c'
c

T.P.-2.586m T.P.+0.664m

T.P.-0.136m
T.P.+2.664m

T.P.+2.664m

T.P.-0.136m

T.P.+1.164m

T.P.+2.664m

T.P.-0.136m

T.P.+0.114m

T.P.-18.864m

T.P.+1.864m

T.P.+3.91m

T.P.+0.114m

T.P.-0.236m T.P.+0.684m

T.P.-0.236m

T.P.-2.536m T.P.+1.114m

　

1号機

タービン
建屋

O.P.＋10,000

ス
ク
リ
ー

ン

底盤 O.P.-12,400

立坑A 立坑B
底盤 O.P.-12,907

O.P.＋4,000

海

主トレンチ（１号機海水配管トレンチ）

ポ
ン
プ
室

O.P.+7,800

T/B取合い
底盤 O.P.+10,200

O.P.+7,900

O.P.+6,000

O.P.+2,500

タービン建屋水位 O.P.+2,941 (H25.7.16) 分岐トレンチ
（1号機電源ケーブル

　　　　　　トレンチ）

O.P.+10,200

O.P.+7,900

O.P.+10,000

O.P.+2,941

O.P.-12,400

O.P.+7,800

O.P.+6,000

O.P.+2,500

O.P.-12,907

O.P.+4,000

　

1号機

タービン
建屋

O.P.＋10,000

ス
ク
リ
ー

ン

底盤 O.P.-12,400

立坑A 立坑B
底盤 O.P.-12,907

O.P.＋4,000

海

主トレンチ（１号機海水配管トレンチ）

ポ
ン
プ
室

O.P.+7,800

T/B取合い
底盤 O.P.+10,200

O.P.+7,900

O.P.+6,000

O.P.+2,500

タービン建屋水位 O.P.+2,941 (H25.7.16) 分岐トレンチ
（1号機電源ケーブル

　　　　　　トレンチ）

T.P.+8,764

T.P.+6,464

T.P.+8,564

T.P.+1,505

T.P.-13,836

T.P.+6,364

T.P.+4,564

T.P.+1,064

T.P.-14,343

T.P.+2,564

添付資料13に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.からT.P.
への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機（ｂ－ｂ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機（ｂ’－ｂ’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機（ｃ－ｃ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機（ｂ－ｂ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機（ｂ’－ｂ’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機（ｃ－ｃ断面） 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

２号機
タービン

建屋
O.P.＋10.000

ス
ク
リ
ー

ン

O.P.＋4.000

海

分岐トレンチ
（２号機電源ケーブルトレンチ）

ポ
ン
プ
室

タービン建屋水位 O.P.+3,167 (H25.7.16)

O.P.+0.100

O.P.+7.400

O.P.-0.440

O.P.-12.020

立
坑
Ａ

O.P.-12.260

立
坑
Ｂ

主トレンチ
（２号機海水配管トレンチ）

O.P.+6.550

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-0.440

トンネル部

建屋接続部

T.P.+8,564

T.P.+5,114

T.P.-1,876

T.P.+1,731

T.P.-1,336

T.P.-13,456 T.P.-13,696

T.P.-1.88m

T.P.+5,964

T.P.+2,564

　

２号機
タービン

建屋
O.P.＋10.000

ス
ク
リ
ー

ン

O.P.＋4.000

海

分岐トレンチ
（２号機電源ケーブルトレンチ）

ポ
ン
プ
室

タービン建屋水位 O.P.+3,167 (H25.7.16)

O.P.+0.100

O.P.+7.400

O.P.-0.440

O.P.-12.020

立
坑
Ａ

O.P.-12.260

立
坑
Ｂ

主トレンチ
（２号機海水配管トレンチ）

O.P.+6.550

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-0.440

トンネル部

建屋接続部

O.P.+10.000

O.P.+6.550

O.P.-0.440

O.P.+3.167

O.P.+0.100

O.P.-12.020 O.P.-12.260

O.P.-0.440

O.P.+7.400

O.P.+4.000

　

２号機
タービン

建屋

ス
ク
リ
ー

ン

海

ポ
ン
プ
室

O.P.-0.667 O.P.-0.932
O.P.+0.700

O.P.-12.286 O.P.-12.490

主トレンチ
（２号機海水配管トレンチ）

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ｄ

立
坑
Ｃ

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.+1.85

タービン建屋水位 O.P.+3,167 (H25.7.16)O.P.+3,167

O.P.-0.667

O.P.+10.000

O.P.+1.85

O.P.-12.286

O.P.-0.932
O.P.+0.700

O.P.+7.400

O.P.+4.000

O.P.-12.490

　

３号機
タービン

建屋

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

O.P.-17.428O.P.-17.186

ポ
ン
プ
室

ス
ク
リ
ー

ン

海

O.P.-2.050

O.P.+6.700

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ａ

立
坑
Ｂ

タービン建屋水位 O.P.+2,771 (H25.7.16)
O.P.+2.550

３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-1.00

(H25.7.16)
O.P.+2.550

O.P.+2,771

O.P.+10.000

O.P.-1.00

O.P.+6.700

O.P.-2.050

O.P.+7.400

O.P.-17.186 O.P.-17.428

O.P.+4.000

添付資料13に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.からT.P.
への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm

　

２号機
タービン

建屋

ス
ク
リ
ー

ン

海

ポ
ン
プ
室

O.P.-0.667 O.P.-0.932
O.P.+0.700

O.P.-12.286 O.P.-12.490

主トレンチ
（２号機海水配管トレンチ）

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ｄ

立
坑
Ｃ

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.+1.85

タービン建屋水位 O.P.+3,167 (H25.7.16)T.P.+1,731

T.P.-2,103

T.P.+8,564

T.P.+0.41m

T.P.-13,722

T.P.-2.368
T.P.-736

T.P.+5,964

T.P.+2,564

T.P.-13,926

　

３号機
タービン

建屋

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

O.P.-17.428O.P.-17.186

ポ
ン
プ
室

ス
ク
リ
ー

ン

海

O.P.-2.050

O.P.+6.700

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ａ

立
坑
Ｂ

タービン建屋水位 O.P.+2,771 (H25.7.16)
O.P.+2.550

３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-1.00

(H25.7.16)
T.P.+1,114

T.P.+1,335

T.P.+8,564

T.P.-2.44m

T.P.+5,264

T.P.-3,486

T.P.+5,964

T.P.-18,622 T.P.-18,864

T.P.+2,564
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機（ｃ’－ｃ’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４号機（ｄ－ｄ断面） 

図５ １～４号機トレンチの構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 処理装置設置のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機（ｃ’－ｃ’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４号機（ｄ－ｄ断面） 

図５ １～４号機トレンチの構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 処理装置設置のイメージ 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４号機
タービン

建屋

　

分岐トレンチ（４号機電源ケーブルトレンチ）立坑

O.P.＋6.000

O.P.＋4.100

１～３号機放水路

主トレンチ（４号機海水配管トレンチ）

O.P.+1.174

O.P.-1.150 ポ
ン
プ
室

ス
ク
リ
ー

ン

海

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000
タービン建屋水位 O.P.+2,750 (H25.7.16)

４号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-1.15

(H25.7.16)

T.P.+8,564

T.P.-2,586

T.P.+1,314

T.P.+4,564
T.P.+2,664 T.P.+2,564

T.P.-262

T.P.-2.60m

４号機
タービン

建屋

　

分岐トレンチ（４号機電源ケーブルトレンチ）立坑

O.P.＋6.000
O.P.＋4.100

１～３号機放水路

主トレンチ（４号機海水配管トレンチ）

O.P.+1.174

O.P.-1.150 ポ
ン
プ
室

ス
ク
リ
ー

ン

海

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000
タービン建屋水位 O.P.+2,750 (H25.7.16)

４号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-1.15

(H25.7.16)

O.P.+10.000

O.P.-1.150

O.P.+2.750

O.P.+6.000
O.P.+4.100 O.P.+4.000

O.P.+1.174

O.P.-1.15

　

３号機
タービン
建屋

海

ス
ク
リ
ー

ン

ポ
ン
プ
室

O.P.+2.200

O.P.-2.678

O.P.+2.100

O.P.-1.100

分岐トレンチ（３号機電源ケーブルトレンチ）マンホール

O.P.+6.900

O.P.-17.411 O.P.-17.700

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ｄ

立
坑
Ｃ

３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-4.00

タービン建屋水位 O.P.+2,771 (H25.7.16)(H25.7.16)

O.P.+10.000

O.P.+6.900

O.P.+2.100

O.P.-1.100

O.P.-17.411 O.P.-17.700

O.P.-2.678

O.P.+2.200

O.P.+7.400

O.P.+4.000

O.P.-4.00

O.P.+2,771

水処理装置へ
新しい
水処理装置

新しい水処理装置にてトレンチ
内の水を循環処理

T/B建屋からの流出を制限することにより，
T/B建屋より低濃度まで処理可能

トレンチ内水処理装置の追設

水処理装置へ
新しい
水処理装置

新しい水処理装置にてトレンチ
内の水を循環処理

T/B建屋からの流出を制限することにより，
T/B建屋より低濃度まで処理可能

トレンチ内水処理装置の追設

水処理装置へ
新しい
水処理装置

新しい水処理装置にてトレンチ
内の水を循環処理

T/B建屋からの流出を制限することにより，
T/B建屋より低濃度まで処理可能

トレンチ内水処理装置の追設

水処理装置へ
新しい
水処理装置

新しい水処理装置にてトレンチ
内の水を循環処理

T/B建屋からの流出を制限することにより，
T/B建屋より低濃度まで処理可能

トレンチ内水処理装置の追設

添付資料13に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.からT.P.
への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm

　

３号機
タービン

建屋

海

ス
ク
リ
ー

ン

ポ
ン
プ
室

O.P.+2.200

O.P.-2.678

O.P.+2.100

O.P.-1.100

分岐トレンチ（３号機電源ケーブルトレンチ）マンホール

O.P.+6.900

O.P.-17.411 O.P.-17.700

主トレンチ（３号機海水配管トレンチ）

O.P.＋10.000

O.P.＋4.000

O.P.+7.400

立
坑
Ｄ

立
坑
Ｃ

３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピット

推定岩盤線 O.P.-4.00

タービン建屋水位 O.P.+2,771 (H25.7.16)(H25.7.16)

T.P.+8,564

T.P.+5,464

T.P.+664

T.P.-2,536

T.P.-18,847 T.P.-19,136

T.P.-4,114

T.P.+764

T.P.+5,964

T.P.+2,564

T.P.-5.44m

T.P.+1,335
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 既存水処理設備への移送のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 海側遮水壁（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 既存水処理設備への移送のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 海側遮水壁（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

水処理設備（集中RW建屋）へ移送

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

水処理設備（集中RW建屋）へ移送

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

水処理設備（集中RW建屋）へ移送

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

集中RW建屋への水移送

T/B建屋内と同程度まで低減

水処理設備（集中RW建屋）へ移送
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2 陸側遮水壁の造成方法 

陸側遮水壁を造成するための機器は，冷凍機，冷却塔，冷却水循環ポンプ，ブライン循環ポンプ，ブ

ライン供給ポンプ，ブラインタンク，ブライン移送管，接続管，凍結管である。 

上記のうち，冷凍機，冷却塔，冷却水循環ポンプ，ブライン循環ポンプ，ブライン供給ポンプ，ブラ

インタンクについては 35m 盤に凍結プラント(1)，凍結プラント(2)として 2系統に分割して設置し，冷

凍機については建屋内に設置する。ブライン移送管（主管）については，陸側遮水壁造成ライン上に設

置し，30m 程度毎にブライン移送管（ヘッダー管）を設け接続管を介して凍結管に接続する。凍結管は

二重管構造とし，ボーリングにて所定の深度まで削孔した後，保護ケーシング管内に設置する（図２～

６参照）。 

陸側遮水壁造成には，冷凍機で冷却したブラインを，ポンプ圧送により，ブライン移送管（主管・ヘ

ッダー管）を経由して，地中に配置した各凍結管の中を循環させることで凍結管周辺の地盤を凍結させ

る。循環後温められたブラインは，35m 盤に設置したブラインタンクに回収され，再度冷凍機で冷却す

ることで連続的に陸側遮水壁の造成を行う。 

冷凍機・ポンプ等の運転監視は監視制御装置で行い，電源は異なる２系統の所内高圧母線から受電で

きる。 

 

4 陸側遮水壁による地下水の建屋流入抑制効果 

 １～４号機のタービン建屋等の周辺を高い遮水性が確保できる陸側遮水壁で囲むことにより，１～

４号機のタービン建屋等への地下水の流入量が低減されるものと考える。 

第11回汚染水処理対策委員会（平成25年12月10日）の報告より，4m盤対策（ガラス固化壁，ウェル

ポイント）だけの場合（ケース1）と比較して，陸側遮水壁を追加設置した場合（ケース6）では，１

～４号機のタービン建屋等への地下水の流入量が320トン/日から30トン/日へと低減するというシミュ

レーション結果が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－１ １号機海水配管トレンチ部 施工平面図・断面図 

2 陸側遮水壁の造成方法 

陸側遮水壁を造成するための機器は，冷凍機，冷却塔，冷却水循環ポンプ，ブライン循環ポンプ，ブ

ライン供給ポンプ，ブラインタンク，ブライン移送管，接続管，凍結管である。 

上記のうち，冷凍機，冷却塔，冷却水循環ポンプ，ブライン循環ポンプ，ブライン供給ポンプ，ブラ

インタンクについては凍結プラント(1)，凍結プラント(2)として 2 系統に分割して設置し，冷凍機につ

いては建屋内に設置する。ブライン移送管（主管）については，陸側遮水壁造成ライン上に設置し，30m

程度毎にブライン移送管（ヘッダー管）を設け接続管を介して凍結管に接続する。凍結管は二重管構造

とし，ボーリングにて所定の深度まで削孔した後，保護ケーシング管内に設置する（図２～６参照）。 

陸側遮水壁造成には，冷凍機で冷却したブラインを，ポンプ圧送により，ブライン移送管（主管・ヘ

ッダー管）を経由して，地中に配置した各凍結管の中を循環させることで凍結管周辺の地盤を凍結させ

る。循環後温められたブラインは，ブラインタンクに回収され，再度冷凍機で冷却することで連続的に

陸側遮水壁の造成を行う。 

冷凍機・ポンプ等の運転監視は監視制御装置で行い，電源は異なる２系統の所内高圧母線から受電で

きる。 

 

 

4 陸側遮水壁による地下水の建屋流入抑制効果 

 １～４号機のタービン建屋等の周辺を高い遮水性が確保できる陸側遮水壁で囲むことにより，１～

４号機のタービン建屋等への地下水の流入量が低減されるものと考える。 

第11回汚染水処理対策委員会（平成25年12月10日）の報告より，T.P.2.5m盤対策（ガラス固化壁，

ウェルポイント）だけの場合（ケース1）と比較して，陸側遮水壁を追加設置した場合（ケース6）で

は，１～４号機のタービン建屋等への地下水の流入量が320トン/日から30トン/日へと低減するという

シミュレーション結果が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－１ １号機海水配管トレンチ部 施工平面図・断面図 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽G.L. T.P.8.5m 

▽T.P.7.8m 

地下水位 

▽T.P.+4.0m 

地下水位 

▽T.P.+1.4m 

▽T.P.-10.5m 

▽T.P.-15.8m 

本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読
替値（-727mm）を用いて、下式に基づき換算している。 

＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－２ ２号機海水配管トレンチトンネル A部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－２ ２号機海水配管トレンチトンネル A部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽T.P.9.6m 

G.L. T.P.8.5m 

地下水位 
T.P.5.2m 

地下水位 
T.P.1.7m 

T.P.-8.7m 

T.P.-14.0m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－５ ３号機海水配管トレンチトンネル C部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－６ ４号機海水配管トレンチ部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－５ ３号機海水配管トレンチトンネル C部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－６ ４号機海水配管トレンチ部  施工平面図・断面図 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽T.P.9.6m 
G.L.T.P.8.5m 

地下水位 

T.P.3.6m 

地下水位 

T.P.1.7m 

▽T.P.2.8m 

T.P.-19.1m 

T.P.-13.7m 

▽T.P.0.2m 

▽T.P.9.6m 

G.L.T.P.8.5m 

T.P.6.3m T.P.5.8m 

T.P.4.2m 

T.P.-0.4m 

T.P.-3.2m 

地下水位 

T.P.3.4m 

地下水位 

T.P.1.5m 

G.L.T.P.8.5m 

本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読
替値（-727mm）を用いて、下式に基づき換算している。 
＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

▽T.P.9.6m 

▽T.P.9.6m 

T.P.6.3m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－５ ３号機海水配管トレンチトンネル C部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－６ ４号機海水配管トレンチ部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－５ ３号機海水配管トレンチトンネル C部  施工平面図・断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－６ ４号機海水配管トレンチ部  施工平面図・断面図 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽T.P.9.6m 

G.L.T.P.8.5m 

地下水位 

T.P.3.6m 

地下水位 

T.P.1.7m 

▽T.P.2.8m 

T.P.-19.1m 

T.P.-13.7m 

▽T.P.0.2m 

▽T.P.9.6m 

G.L.T.P.8.5m 

T.P.5.8m 

T.P.4.2m 

T.P.-0.4m 

T.P.-3.2m 

地下水位 

T.P.3.4m 

地下水位 

T.P.1.5m 

G.L.T.P.8.5m 

本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読

替値（-727mm）を用いて、下式に基づき換算している。 
＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

▽T.P.9.6m 

G.L.T.P.8.5m 

▽T.P.2.8m 

▽T.P.9.6m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１４ 別添－１ 

 

陸側遮水壁造成後の基礎地盤沈下検討 

 

1 １～４号機建屋周辺の地層構成 

 既往の調査結果より作成した１～４号機建屋周辺の地層構成を図１に示す。敷地を構成

する地層は，上位より段丘堆積物，中粒砂岩層（Ⅰ層），泥質部（Ⅱ層），互層部（Ⅲ層），

泥質部（Ⅳ層）から構成され，Ⅳ層は細粒砂岩，粗粒砂岩からなる二層の砂岩層薄層を含む

地層からなり，敷地全域にわたってほぼ水平な成層構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ １～４号機建屋周辺の地層構成 

中粒砂岩層(Ⅰ層)
泥質部(Ⅱ層)
互層部(Ⅲ層)
泥質部(Ⅳ層)

段丘堆積物中粒砂岩層(Ⅰ層)
泥質部(Ⅱ層)
互層部(Ⅲ層)
泥質部(Ⅳ層)

段丘堆積物

陸側遮水壁施工で影響する地層

地質断面図（一般図）

遮
水
壁
施
工
範
囲

R/B基礎部

※:後述する「第一泥質部」

中粒砂岩層

泥質部※

互層部

泥質部Ⅳ層

富岡層
Ｔ３部層

Ⅰ層

Ⅱ層

Ⅲ層

↑細粒砂岩層

↑粗粒砂岩層

陸
側

敷地内地質層序表 

添付資料－１４ 別添－１ 

 

陸側遮水壁造成後の基礎地盤沈下検討 

 

1 １～４号機建屋周辺の地層構成 

 既往の調査結果より作成した１～４号機建屋周辺の地層構成を図１に示す。敷地を構成

する地層は，上位より段丘堆積物，中粒砂岩層（Ⅰ層），泥質部（Ⅱ層），互層部（Ⅲ層），

泥質部（Ⅳ層）から構成され，Ⅳ層は細粒砂岩，粗粒砂岩からなる二層の砂岩層薄層を含む

地層からなり，敷地全域にわたってほぼ水平な成層構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ １～４号機建屋周辺の地層構成 

中粒砂岩層(Ⅰ層)
泥質部(Ⅱ層)
互層部(Ⅲ層)
泥質部(Ⅳ層)

段丘堆積物中粒砂岩層(Ⅰ層)
泥質部(Ⅱ層)
互層部(Ⅲ層)
泥質部(Ⅳ層)

段丘堆積物

陸側遮水壁施工で影響する地層

地質断面図（一般図）

遮
水
壁
施
工
範
囲

R/B基礎部

※:後述する「第一泥質部」

中粒砂岩層

泥質部※

互層部

泥質部Ⅳ層

富岡層
Ｔ３部層

Ⅰ層

Ⅱ層

Ⅲ層

↑細粒砂岩層

↑粗粒砂岩層

陸
側

敷地内地質層序表 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 「(a)発電所建設前」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 「(b)発電所建設中（切土後）」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 「(a)発電所建設前」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 「(b)発電所建設中（切土後）」の全応力，間隙水圧，有効応力 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 「(c)運転時（震災前）」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 「(d)震災後」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 「(c)運転時（震災前）」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 「(d)震災後」の全応力，間隙水圧，有効応力 

標高表記の適正化 
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図３－５ 「(e)陸側遮水壁造成後」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 「(e)陸側遮水壁造成後」の全応力，間隙水圧，有効応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 計算条件の設定 

沈下量算定に用いる計算条件を表１に示す。 

 

表１ 計算条件一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記より滞留水重量を差し引いた
荷重

各透水層全て，１～4号機建屋の
うち最も深い2～4号機原子炉建
屋基礎上面の標高（O.P.

-2.06m）を地下水位とし設定

地下水位低下後

（(e)陸側遮水壁造成後）

泥質部の変形
特性のみ今回
設定。

上記以外は福
島第一原子力
発電所 原子炉
設置変更許可
申請書等に準
拠。

【湿潤単位体積重量γt（gf/cm3）】

・砂岩層：1.84

・泥質部：1.71

【変形特性】

・砂岩層；σ’= E0・ε

ここで，E0：初期変形係数

※1 今回の試算における応力状態の変化量（ 約0.7kgf/cm2 ，3号機原子炉建
屋下面センター）は破壊強度（13.3kgf/cm2）に対して十分に小さいため
変形係数Eについては初期変形係数E0を使用。

※2 三軸圧縮試験結果に基づき，以下の通り設定。
E0 = 124P + 963（P；有効上載圧，単位；kgf/cm2）

・泥質部；e =1.4153 - 0.0205×logP （単位；kgf/cm2）
※ 圧密試験結果に基づき設定（第一泥質部より採取した供試体３体の試験結果

（過圧密領域）を線形近似したもの）

地盤物性値

沈下量算定地
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員会報告書（H25.12）にて示された解析モデル）に基づき設定
土層厚

滞留水等の付加重量を含む荷重建屋荷重条件

沈下量算定地
点毎に設定

各透水層の建屋海・山側の測定値（サ
ブドレン・地下水観測井）より，建屋
直下の地下水位を線形補完し設定

※ 細粒・粗粒砂岩層は同一水位とした

地下水位

備考現状（(d)震災後）
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本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への
読替値（-727mm）を用いて、下式に基づき換算している。 
＜換算式＞T.P.＝旧 O.P.-1,436mm 

T.P. 

-3.50ｍ. 

114



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.1 地下水位の設定 

 現状（(d)震災後），地下水位低下後（(e)陸側遮水壁造成後）の具体的な地下水位の設定

方法を図６，７に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 現状（(d)震災後）の地下水位設定方法 
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▽ O.P.+10m

沈下量算定地点

現状（(d)震災後）の地下水位は各透水層の至近の１年間（H25.4～H26.5）の測定値の平均値を用
いて以下の通り設定。
・中粒砂岩層；山側 O.P.+8.5m，海側 O.P.+4.5m
・互層部；山側 O.P.+10.8m，海側 O.P.+3.3m
・細粒・粗粒砂岩層；山側 O.P.+11.5m，海側 O.P.+3.9m※

難透水層の地下水位は上下に接する各透水層の地下水位より線形補完し設定。
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▽ 互層部の地下水位

水圧

※ 細粒・粗粒砂岩層の海側の地下水位は、細粒・粗粒砂岩層の山側および互層部の地下水位より推定した。

3.1.1 地下水位の設定 
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図６ 現状（(d)震災後）の地下水位設定方法 
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本資料に記載の標高は、震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 有効応力増分Δσ’の算定 

3.1 により設定した計算条件に基づき、現状（(d)震災後）および地下水位低下後（(e)陸

側遮水壁造成後）それぞれについて、算定地点における各地層の全応力σ、間隙水圧 u、有

効応力σ’ならびに有効応力増分Δσ’を算定した。 

全応力分布、間隙水圧分布、有効応力分布を比較した算定結果例（３号機原子炉建屋の地

点「１７」）を図１１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 全応力分布、間隙水圧分布、有効応力分布を比較した計算結果例 

（３号機原子炉建屋の地点「１７」） 
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

117



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６－２ 【３－２】水処理建屋～１号機 T/B連絡ダクト① 施工方法（複列施工） 
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図１６－２４ 【８－１】滞留水移送管 施工方法（複列施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６－２４ 【８－１】滞留水移送管 施工方法（複列施工） 
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図１６－２５ 【９－２】配管ダクト 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６－２５ 【９－２】配管ダクト 施工方法（貫通施工） 
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図１６－２６ 【９－３】集中ラド側カルバート 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６－２６ 【９－３】集中ラド側カルバート 施工方法（貫通施工） 
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図１６－２７ 陸側遮水壁ライン近傍のサブドレン・地下水位観測孔 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６－２７ 陸側遮水壁ライン近傍のサブドレン・地下水位観測孔 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

143



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 【１０－１】消火配管トレンチ 4号機南側 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 【１０－１】消火配管トレンチ 4号機南側 施工方法（貫通施工）  
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図３－２ 【１０－２】４号機薬品タンク連絡ダクト 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 【１０－２】４号機薬品タンク連絡ダクト 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

145



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 【１０－３】4 号機放水管①②③ 施工方法(複列施工) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 【１０－３】4 号機放水管①②③ 施工方法(複列施工) 
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図３－４ 【１０－４】4 号機海水配管（SW）埋設ダクト 施工方法(複列施工) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 【１０－４】4 号機海水配管（SW）埋設ダクト 施工方法(複列施工) 
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図３－５ 【１１－１】4 号機取水管-南 施工方法(貫通施工) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 【１１－１】4 号機取水管-南 施工方法(貫通施工) 
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図３－６ 【１１－２】4 号機取水管-中 施工方法(貫通施工) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 【１１－２】4 号機取水管-中 施工方法(貫通施工) 
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図３－７ 【１１－３】4 号機取水管-北 施工方法(貫通施工) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ 【１１－３】4 号機取水管-北 施工方法(貫通施工) 
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図３－８ 【１１－４】4 号海水配管トレンチ（ＳＷ系）施工方法 

（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－８ 【１１－４】4 号海水配管トレンチ（ＳＷ系）施工方法 

（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

151



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 【１１－５】4 号機別棟機械室連絡トレンチ 施工方法（貫通施工） 
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図３－１０ 【１１－６】ストームドレン配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１０ 【１１－６】ストームドレン配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 
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図３－１３ 【１１－９】3 号機放水管①②③ 施工方法（複列施工） 
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図３－１７ 【１１－１３】No.2軽油配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 
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図３－１８ 【１１－１４】2 号機放水管①②③ 施工方法（複列施工） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２０ 【１２－２】2 号機取水管-中①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２０ 【１２－２】2 号機取水管-中①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２１ 【１２－３】2 号機取水管-北①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２１ 【１２－３】2 号機取水管-北①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２２ 【１２－４】2 号機取水電源ケーブル管路 A,B 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２２ 【１２－４】2 号機取水電源ケーブル管路 A,B 施工方法（貫通施工） 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２３ 【１２－５】No.1 軽油配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２３ 【１２－５】No.1 軽油配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２４ 【１２－６】1 号機ボイラー室電気品室連絡トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２４ 【１２－６】1 号機ボイラー室電気品室連絡トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T.P.8500 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２５ 【１２－７】1 号機放水管①② 施工方法（複列施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２５ 【１２－７】1 号機放水管①② 施工方法（複列施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２６ 【１２－８】1 号機取水管-南①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２６ 【１２－８】1 号機取水管-南①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２７ 【１２－９】1 号機取水管-北①② 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２７ 【１２－９】1 号機取水管-北①② 施工方法（貫通施工） 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２８ 【１２－１０】1 号機取水電源ケーブル管路 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２８ 【１２－１０】1 号機取水電源ケーブル管路 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２９ 【１３－１】重油配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２９ 【１３－１】重油配管トレンチ 施工方法（貫通施工） 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

+0.5m 

+0.5m 

+0.5m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３０ 【１３－２】地下通路 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３０ 【１３－２】地下通路 施工方法（貫通施工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T.P.+0.5m 

+0.5m 

173



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３１ 陸側遮水壁ライン近傍のサブドレン・地下水位観測孔 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３１ 陸側遮水壁ライン近傍のサブドレン・地下水位観測孔 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－１５ 

 

陸側遮水壁の閉合について 

 

 

1. 概要 

（中略） 

 

2. 申請範囲 

（中略） 

 

3. 計画上考慮すべき事項 

（中略） 

 

4. 陸側遮水壁閉合における実施事項と確認事項 

(1) 第一段階の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（海側）：全面的に閉合（別紙－４） 

陸側遮水壁（山側）：山側総延長の約95%以下を閉合（閉合率※１約95%以下） 
※１：山側総延長に対して閉合する長さの割合 

山側の段階的閉合を進めていくと，山側からの地下水流入の減少にともない，陸側遮水壁

内の地下水位は低下し，サブドレンの汲み上げ量が減少する（図－２）。 

 

 
図－２ 地下水遮断率※２とサブドレン汲み上げ量及び 

      建屋周辺地下水位（サブドレン水位）の関係 
※２：山側からの地下水流入量に対する減少量の割合 

 

 

 

 

 

実測に基づく地下水収支計算（別紙－５）によれば，年間平均降雨（4mm/日）相当の降水

量があれば，地下水遮断率を100％とした場合でもサブドレンは停止することなく稼働を続

け，緊急時にはサブドレンの稼働を停止することで地下水位の回復が可能であり，建屋との

水位差を維持できる。降雨の条件を最小降雨※３（2mm/日）とした場合，地下水遮断率約95％

 

添付資料－１５ 

 

陸側遮水壁の閉合について 

 

 

2. 概要 

（中略） 

 

3. 申請範囲 

（中略） 

 

5. 計画上考慮すべき事項 

（中略） 

 

6. 陸側遮水壁閉合における実施事項と確認事項 

(3) 第一段階の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（海側）：全面的に閉合（別紙－４） 

陸側遮水壁（山側）：山側総延長の約95%以下を閉合（閉合率※１約95%以下） 
※１：山側総延長に対して閉合する長さの割合 

山側の段階的閉合を進めていくと，山側からの地下水流入の減少にともない，陸側遮水壁

内の地下水位は低下し，サブドレンの汲み上げ量が減少する（図－２）。 

 

 
図－２ 地下水遮断率※２とサブドレン汲み上げ量及び 

      建屋周辺地下水位（サブドレン水位）の関係 
※２：山側からの地下水流入量に対する減少量の割合 

 

 

 

 

 

実測に基づく地下水収支計算（別紙－５）によれば，年間平均降雨（4mm/日）相当の降水

量があれば，地下水遮断率を100％とした場合でもサブドレンは停止することなく稼働を続

け，緊急時にはサブドレンの稼働を停止することで地下水位の回復が可能であり，建屋との

水位差を維持できる。降雨の条件を最小降雨※３（2mm/日）とした場合，地下水遮断率約95％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

←評価上の 
建屋滞留水水位 
T.P.+1.5m 

←評価上の 
建屋滞留水水位 
T.P.+1.5m 

※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。
T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から
T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

までサブドレンは稼働する。無降雨の状態を想定しても，地下水遮断率約80％までサブドレ

ンは稼働する。 

解析では，山側の閉合率95％に対し地下水遮断率は約50～60％の結果を得ており（別紙－

６），無降雨の状態でサブドレンが停止し水位が低下する変曲点である約80%よりも十分低

い値となっている。第一段階は，サブドレンが稼働していることを前提とし，建屋周りの地

下水位が低下した際にも，サブドレンを停止することで迅速かつ確実に地下水位が回復で

き，建屋滞留水水位と地下水位の逆転リスクが極めて低い段階であることから，十分余裕を

持ってサブドレンが稼働を継続できるように山側の閉合率を95%以下とする。 
※３：浪江地点の過去30年間における12ヶ月間累積最小降雨実績（気象庁HP）

から設定（763mm/365日≒2mm/日） 

 

② 未凍結箇所の配置に当たり留意すべき事項 

(ア) 陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 

陸側遮水壁閉合範囲内への一定の地下水流入を確保するために，現状の地下水の流

れをもとに未凍結箇所を配置する。 

地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側（西）から海側（東）の流

れが支配的であり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは認められない（図－

３）。未凍結箇所は可能な限り山側（西）に配置することで地下水流入を確保する。

念のため，南北にも未凍結箇所を設けることで１号機建屋北側周辺，４号機建屋南側

周辺への地下水流入を確保する。 

 
図－３ 中粒砂岩層の地下水位（2016年1月17日時点） 

 

 

 

 

 

 

までサブドレンは稼働する。無降雨の状態を想定しても，地下水遮断率約80％までサブドレ

ンは稼働する。 

解析では，山側の閉合率95％に対し地下水遮断率は約50～60％の結果を得ており（別紙－

６），無降雨の状態でサブドレンが停止し水位が低下する変曲点である約80%よりも十分低

い値となっている。第一段階は，サブドレンが稼働していることを前提とし，建屋周りの地

下水位が低下した際にも，サブドレンを停止することで迅速かつ確実に地下水位が回復で

き，建屋滞留水水位と地下水位の逆転リスクが極めて低い段階であることから，十分余裕を

持ってサブドレンが稼働を継続できるように山側の閉合率を95%以下とする。 
※３：浪江地点の過去30年間における12ヶ月間累積最小降雨実績（気象庁HP）

から設定（763mm/365日≒2mm/日） 

 

② 未凍結箇所の配置に当たり留意すべき事項 

(イ) 陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 

陸側遮水壁閉合範囲内への一定の地下水流入を確保するために，現状の地下水の流

れをもとに未凍結箇所を配置する。 

地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側（西）から海側（東）の流

れが支配的であり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは認められない（図－

３）。未凍結箇所は可能な限り山側（西）に配置することで地下水流入を確保する。

念のため，南北にも未凍結箇所を設けることで１号機建屋北側周辺，４号機建屋南側

周辺への地下水流入を確保する。 

 
図－３ 中粒砂岩層の地下水位（2016年1月17日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。
T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から
T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。
＜換算式＞ T.P.=旧O.P.-1,436mm

176



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

③ 未凍結箇所の配置 

（中略） 

 

④ 第一段階の閉合手順 

（中略） 

 

⑤ フェーズ１からフェーズ２への移行 

陸側遮水壁（海側）凍結開始後は，隣接する凍結管周りの凍土柱が成長し，陸側遮水壁

（海側）内外で地下水位差が生じ，その後，陸側遮水壁（海側）から離れた建屋周りや４

ｍ盤の地下水位に変化が現われる。遮水状況の管理上，「陸側遮水壁（海側）内外の地下水

位差の変化」が観測され始める時点を以て，効果発現開始とする。 

      （中略） 

 

⑥ 第一段階の確認事項 

（中略） 

 

(2) 第二段階（未凍結箇所の一部閉合）の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（山側）における第一段階の未凍結箇所の一部を閉合する。 

未凍結箇所の閉合に当たっては，一部を閉合した後においても，サブドレンが稼働を

継続し，建屋の内外水位が逆転しないことを前提として，実測の地下水収支等に基づき

閉合箇所を選定する。 

一部閉合後に関する事前評価は，保守的な評価として閉合箇所から陸側遮水壁へ流入

していた地下水が他へ回り込むことなく全て減少するという仮定条件の下，地下水収支

により行う。（別紙－１０，１１） 

 

② 未凍結箇所の一部閉合に当たり留意すべき事項 

(ア)陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 

地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側から海側への流れが支配的で

あり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは認められない。（図－１５） 

未凍結箇所は，第一段階における陸側遮水壁内への一定の地下水流入確保の観点から

主に建屋山側に配置されており，山側の未凍結箇所からの流入が陸側遮水壁内への地下

水流入に対し支配的であることから，山側の未凍結箇所の一部を残すことで，一定の地

下水流入を確保し，建屋周辺における急激な地下水位低下へ配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 未凍結箇所の配置 

（中略） 

 

④ 第一段階の閉合手順 

（中略） 

 

⑤ フェーズ１からフェーズ２への移行 

陸側遮水壁（海側）凍結開始後は，隣接する凍結管周りの凍土柱が成長し，陸側遮水壁

（海側）内外で地下水位差が生じ，その後，陸側遮水壁（海側）から離れた建屋周りや

T.P.2.5m盤の地下水位に変化が現われる。遮水状況の管理上，「陸側遮水壁（海側）内外の

地下水位差の変化」が観測され始める時点を以て，効果発現開始とする。 

      （中略） 

 

⑦ 第一段階の確認事項 

（中略） 

 

(4) 第二段階（未凍結箇所の一部閉合）の実施事項 

③ 閉合範囲 

陸側遮水壁（山側）における第一段階の未凍結箇所の一部を閉合する。 

未凍結箇所の閉合に当たっては，一部を閉合した後においても，サブドレンが稼働を

継続し，建屋の内外水位が逆転しないことを前提として，実測の地下水収支等に基づき

閉合箇所を選定する。 

一部閉合後に関する事前評価は，保守的な評価として閉合箇所から陸側遮水壁へ流入

していた地下水が他へ回り込むことなく全て減少するという仮定条件の下，地下水収支

により行う。（別紙－１０，１１） 

 

④ 未凍結箇所の一部閉合に当たり留意すべき事項 

(ア)陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 

地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側から海側への流れが支配的で

あり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは認められない。（図－１５） 

未凍結箇所は，第一段階における陸側遮水壁内への一定の地下水流入確保の観点から

主に建屋山側に配置されており，山側の未凍結箇所からの流入が陸側遮水壁内への地下

水流入に対し支配的であることから，山側の未凍結箇所の一部を残すことで，一定の地

下水流入を確保し，建屋周辺における急激な地下水位低下へ配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 
図－１５ 地下水位の状況（2016年8月15日時点） 

 

   （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１５ 地下水位の状況（2016年8月15日時点） 

 

   （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－１ 

 

周辺地下水位が絶対下限水位まで低下する際の建屋内外の水位管理について 

 

敷地周辺の地下水位は全て海水面以上であり，地下水の流出先として最も低い水位は海水面であ

る。そのため，地下水位が海水面を超えて低下することは考えにくい。なお，参考 2に示す通り，

潮汐の変動が，建屋周辺の地下水位に与える影響は軽微であることから，海水面の平均である平均

潮位を絶対下限水位として設定した。 

「陸側遮水壁（山側）により地下水供給が遮断される」条件下で,「海側遮水壁の遮水性を喪失」，

かつ，「無降雨の状態が継続」した場合に，建屋周辺の地下水位は低下を続け，最終的に海水面（平

均潮位：絶対下限水位（これ以上低下することのない水位）と設定）まで低下する想定外の異常事

象を対象に，建屋内外の水位管理に関する安全性を確認する。 

 

１．建屋内外の水位管理 

各建屋に設置している滞留水移送ポンプにて排水できる水位は，表－１に示すとおり，設置床面

より 0.2～0.3m 高い位置である。これを考慮して，絶対下限水位（平均潮位 T.P.-0.098m※）に対

する各建屋の滞留水の移送可能なレベル（ポンプによる最低排水レベル）を確認した結果，絶対下

限水位よりも最低排水レベルが高い建屋は，1号機タービン建屋だけである。 

1 号機タービン建屋において建屋滞留水を最低排水レベル：T.P.+0.74m（O.P.+2.20m）まで移送

した場合，主に復水器エリア・復水ポンプピット等に 200m3程度の滞留水が残留する。 

この状況においては，仮設ポンプ（約 10m3/h）を床面上に追加設置し，残留する滞留水を他の建

屋へ移送することにより，1日程度で排水することが可能である。 

※ 気象庁 HPより小名浜地点の平均潮位は T.P.-0.098m（2010～2014 年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－１ 

 

周辺地下水位が絶対下限水位まで低下する際の建屋内外の水位管理について 

 

敷地周辺の地下水位は全て海水面以上であり，地下水の流出先として最も低い水位は海水面であ

る。そのため，地下水位が海水面を超えて低下することは考えにくい。なお，参考 2に示す通り，

潮汐の変動が，建屋周辺の地下水位に与える影響は軽微であることから，海水面の平均である平均

潮位を絶対下限水位として設定した。 

「陸側遮水壁（山側）により地下水供給が遮断される」条件下で,「海側遮水壁の遮水性を喪失」，

かつ，「無降雨の状態が継続」した場合に，建屋周辺の地下水位は低下を続け，最終的に海水面（平

均潮位：絶対下限水位（これ以上低下することのない水位）と設定）まで低下する想定外の異常事

象を対象に，建屋内外の水位管理に関する安全性を確認する。 

 

１．建屋内外の水位管理 

各建屋に設置している滞留水移送ポンプにて排水できる水位は，表－１に示すとおり，設置床面

より 0.2～0.3m 高い位置である。これを考慮して，絶対下限水位（平均潮位 T.P.-0.098m※）に対

する各建屋の滞留水の移送可能なレベル（ポンプによる最低排水レベル）を確認した結果，絶対下

限水位よりも最低排水レベルが高い建屋は，1号機タービン建屋だけである。 

1 号機タービン建屋において建屋滞留水を最低排水レベル：T.P.+0.74m まで移送した場合，主に

復水器エリア・復水ポンプピット等に 200m3程度の滞留水が残留する。 

この状況においては，仮設ポンプ（約 10m3/h）を床面上に追加設置し，残留する滞留水を他の建

屋へ移送することにより，1日程度で排水することが可能である。 

※ 気象庁 HPより小名浜地点の平均潮位は T.P.-0.098m（2010～2014 年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－１ 各建屋の滞留水移送ポンプの最低排水レベル（2016 年 2月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 1 号タービン建屋で最低排水レベルまで移送した場合の建屋内滞留水の残水量 

（2016 年 2 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ 各建屋の滞留水移送ポンプの最低排水レベル（2016 年 2月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 1 号タービン建屋で最低排水レベルまで移送した場合の建屋内滞留水の残水量 

（2016 年 2 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：mm 単位：mm 

180



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

1～4 号建屋の滞留水水位を絶対下限水位（平均潮位）まで低下させる場合の低下可能な速度につ

いて，滞留水移送設備や水処理設備の設備容量による律速条件を検討した。 

・滞留水水位を低下させるために定常的に移送可能な量は，移送設備の移送可能な量が最大約

1,920m3/日であるが,その後の水処理設備の処理容量約1,200m3/日に律速される（図－２参照）。

なお，水処理設備の点検等を実施している状態で発生した場合，速やかに移送できる状態に復

旧させる。 

・300m3/日程度の原子炉注水量，200m3/日程度の建屋流入量および 400m3/日程度の 4m 盤から建屋

への移送量がある場合，0.013m/日程度の建屋滞留水水位低下（300m3/日の滞留水移送）が可能

である（表－２のケース 1）。 

・至近の実績（2016 年 2月 11～17 日の平均値）の場合の原子炉への注水量・建屋流入量・4m盤

から建屋への移送量の実績に基づいて算定すると，0.022m/日程度（515m3/日程度の滞留水移

送）の建屋滞留水水位低下が可能である（表－２のケース 1’）。 

・海側遮水壁の遮水性喪失時などを想定した場合には，0.03m/日（700m3/日程度の滞留水移送）

程度の水位低下が可能である。ただし，建屋への地下水流入量が現状から減らないなど，算出

条件は保守的に設定しており，実際にはこれ以上の建屋滞留水水位低下が可能である（表－２

のケース２）。  

なお，建屋滞留水の移送先については，移送状況により各貯留設備容量が変動する。 

今後も，上記の緊急時に必要な移送量を考慮し，貯留設備の増設等により，必要な容量を確保し

ていく。また，上記の緊急時において淡水化装置（図－２参照）中の逆浸透膜装置の廃水を移送す

る際には溶接タンクへの貯留を基本とするが，止むを得ずフランジタンクへ貯留した場合は，緊急

移送による貯留量増加分については，１年間を目途に処理作業を進めていく。さらに，漏えいリス

クを低減させるために，水位計による監視・巡視点検等による監視強化を図る。 

なお，万が一のフランジタンクからの漏えいを想定して，補修材を準備し，漏えい拡散の抑制を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 建屋滞留水の移送可能量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～4 号建屋の滞留水水位を絶対下限水位（平均潮位）まで低下させる場合の低下可能な速度につ

いて，滞留水移送設備や水処理設備の設備容量による律速条件を検討した。 

・滞留水水位を低下させるために定常的に移送可能な量は，移送設備の移送可能な量が最大約

1,920m3/日であるが,その後の水処理設備の処理容量約1,200m3/日に律速される（図－２参照）。

なお，水処理設備の点検等を実施している状態で発生した場合，速やかに移送できる状態に復

旧させる。 

・300m3/日程度の原子炉注水量，200m3/日程度の建屋流入量および 400m3/日程度の T.P.2.5m 盤か

ら建屋への移送量がある場合，0.013m/日程度の建屋滞留水水位低下（300m3/日の滞留水移送）

が可能である（表－２のケース 1）。 

・至近の実績（2016 年 2月 11～17 日の平均値）の場合の原子炉への注水量・建屋流入量・T.P.2.5m

盤から建屋への移送量の実績に基づいて算定すると，0.022m/日程度（515m3/日程度の滞留水移

送）の建屋滞留水水位低下が可能である（表－２のケース 1’）。 

・海側遮水壁の遮水性喪失時などを想定した場合には，0.03m/日（700m3/日程度の滞留水移送）

程度の水位低下が可能である。ただし，建屋への地下水流入量が現状から減らないなど，算出

条件は保守的に設定しており，実際にはこれ以上の建屋滞留水水位低下が可能である（表－２

のケース２）。  

なお，建屋滞留水の移送先については，移送状況により各貯留設備容量が変動する。 

今後も，上記の緊急時に必要な移送量を考慮し，貯留設備の増設等により，必要な容量を確保し

ていく。また，上記の緊急時において淡水化装置（図－２参照）中の逆浸透膜装置の廃水を移送す

る際には溶接タンクへの貯留を基本とするが，止むを得ずフランジタンクへ貯留した場合は，緊急

移送による貯留量増加分については，１年間を目途に処理作業を進めていく。さらに，漏えいリス

クを低減させるために，水位計による監視・巡視点検等による監視強化を図る。 

なお，万が一のフランジタンクからの漏えいを想定して，補修材を準備し，漏えい拡散の抑制を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 建屋滞留水の移送可能量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滞留水移送装置
（移送量：最大
約 1,920m3/日） 

処理装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

淡水化装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

処理水貯蔵  
タンク 

原子炉建屋 
タービン建屋 

プロセス主建屋 
高温焼却炉建屋 

滞留水移送装置
（移送量：最大
約 1,920m3/日） 

処理装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

淡水化装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

処理水貯蔵  
タンク 

原子炉建屋 
タービン建屋 

プロセス主建屋 
高温焼却炉建屋 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表－２ 建屋滞留水の水位低下速度 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 建屋滞留水の水位低下速度 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

以上を踏まえ，陸側遮水壁（山側）閉合後，地下水位の予期せぬ低下が発生する想定外の異常事

象を対象に，建屋内外の水位変動を評価した。なお，評価は保守的に，陸側遮水壁（海側）の遮水

性が無い条件で実施した。 

【検討条件】 

・地下水位の予期せぬ低下の発生要因：海側遮水壁の遮水性喪失※ 
※ 海側遮水壁の継手の一部が損傷し，遮水性が失われた状態を想定した。遮水壁内から海への地下水流出量は，海側遮水壁閉

合作業進捗に伴い生じた遮水壁内側の地下水位低下時の実測データを基に設定した。 

・陸側遮水壁：（山側）遮水性 100%，（海側）遮水性 0% 

・降雨：無降雨期間が継続 

・建屋滞留水水位：1号タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.74m(O.P.+2.2m)）まで滞留水移送

による低下実施（低下速度：0.01m/日） 

 

【評価結果】 

地下水位は，初期は建屋滞留水水位低下速度を上回る速度で低下するものの，地下水位の低下に

伴い低下速度は徐々に小さくなり，建屋滞留水水位低下速度を下回る。建屋滞留水を適切に移送す

ることにより，建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した状態を維持して建屋滞

留水水位を低下させることができることから，地下水位が 1号機タービン建屋最低排水レベルに達

するまでには約 4.5 ヶ月の時間的余裕がある※（図－３参照）。この間，仮設ポンプによる残水処

理（約 10m3/h）を行うことで，建屋内外の水位逆転を回避することが十分可能である。 

また，地下水位は最終的に絶対下限水位（平均潮位）に漸近するが，1号機タービン建屋以外の

建屋における最低排水レベルは絶対下限水位（平均潮位）以下である。1号機タービン建屋以外の

建屋においても建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した状態を維持して建屋

滞留水水位を低下させることができることから，水位逆転することはない。 

 
※ 現状（2016 年 3 月現在）のサブドレン運用で認可されているポンプ停止位置（L 値）は T.P.+2.464m（O.P.+3.9m）であり，

LL 値は T.P.+2.264 m（O.P.+3.7m）である。これを考慮し，地下水位低下前の建屋周辺地下水位を T.P.+2.264 m（O.P.+3.7m）

とした場合には，地下水位が１号機タービン建屋最低排水レベルに達するまでの期間は約 3.5 ヶ月となるが，上記と同様，

仮設ポンプによる残水処理（約 10m3/h）を行うことで，建屋内外の水位逆転を回避することが十分可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上を踏まえ，陸側遮水壁（山側）閉合後，地下水位の予期せぬ低下が発生する想定外の異常事

象を対象に，建屋内外の水位変動を評価した。なお，評価は保守的に，陸側遮水壁（海側）の遮水

性が無い条件で実施した。 

【検討条件】 

・地下水位の予期せぬ低下の発生要因：海側遮水壁の遮水性喪失※ 
※ 海側遮水壁の継手の一部が損傷し，遮水性が失われた状態を想定した。遮水壁内から海への地下水流出量は，海側遮水壁閉

合作業進捗に伴い生じた遮水壁内側の地下水位低下時の実測データを基に設定した。 

・陸側遮水壁：（山側）遮水性 100%，（海側）遮水性 0% 

・降雨：無降雨期間が継続 

・建屋滞留水水位：1号タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.74m）まで滞留水移送による低下

実施（低下速度：0.01m/日） 

 

【評価結果】 

地下水位は，初期は建屋滞留水水位低下速度を上回る速度で低下するものの，地下水位の低下に

伴い低下速度は徐々に小さくなり，建屋滞留水水位低下速度を下回る。建屋滞留水を適切に移送す

ることにより，建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した状態を維持して建屋滞

留水水位を低下させることができることから，地下水位が 1号機タービン建屋最低排水レベルに達

するまでには約 4.5 ヶ月の時間的余裕がある※（図－３参照）。この間，仮設ポンプによる残水処

理（約 10m3/h）を行うことで，建屋内外の水位逆転を回避することが十分可能である。 

また，地下水位は最終的に絶対下限水位（平均潮位）に漸近するが，1号機タービン建屋以外の

建屋における最低排水レベルは絶対下限水位（平均潮位）以下である。1号機タービン建屋以外の

建屋においても建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した状態を維持して建屋

滞留水水位を低下させることができることから，水位逆転することはない。 

 
※ 現状（2016 年 3 月現在）のサブドレン運用で認可されているポンプ停止位置（L値）は T.P.+2.464m であり，LL 値は T.P.+2.264 

m である。これを考慮し，地下水位低下前の建屋周辺地下水位を T.P.+2.264 m とした場合には，地下水位が１号機タービン

建屋最低排水レベルに達するまでの期間は約 3.5 ヶ月となるが，上記と同様，仮設ポンプによる残水処理（約 10m3/h）を行

うことで，建屋内外の水位逆転を回避することが十分可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

図－３ 想定外の異常事象における建屋滞留水水位と地下水位の低下 

 

【参考１】1号機原子炉建屋の水位低下状況 

図－４に1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況の実績を示す。滞留水移送ポンプによる移

送により，2015年12月において，約0.03m/h程度で建屋滞留水水位を低下することができている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況（実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 想定外の異常事象における建屋滞留水水位と地下水位の低下 

 

【参考１】1号機原子炉建屋の水位低下状況 

図－４に1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況の実績を示す。滞留水移送ポンプによる移

送により，2015年12月において，約0.03m/h程度で建屋滞留水水位を低下することができている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況（実績） 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－２ 

 

発電所建屋周辺の地質構造・地下水位 

 

１．発電所周辺の地形 

発電所の敷地は，周囲を川に挟まれた海抜３５ｍ程度の台地であり，海側を掘削し海抜約１０ｍ

の地盤に，発電所建屋を設置している。 

 
図－１ 発電所周辺の地形 

 

２．発電所周辺の地質構造 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲及びその周辺について，文献調査，地表地質調査，海上音

波探査等を実施し，敷地内について，地表地質調査，ボーリング調査等を実施している。 

発電所敷地に分布する富岡層は，発電所の西方約 8km から海岸部までの範囲に広く分布し，海で

堆積した泥岩及び砂岩が主体である。凝灰岩を多く挟在し良好な鍵層（地層の生成年代を対比し連

続性を判断する際に目印となる地層）が認められ，敷地内の地層でもこの鍵層が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－２ 

 

発電所建屋周辺の地質構造・地下水位 

 

１．発電所周辺の地形 

発電所の敷地は，周囲を川に挟まれた海抜 T.P.33.5m 程度の台地であり，海側を掘削し海抜約

T.P.8.5m の地盤に，発電所建屋を設置している。 

 
図－１ 発電所周辺の地形 

 

２．発電所周辺の地質構造 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲及びその周辺について，文献調査，地表地質調査，海上音

波探査等を実施し，敷地内について，地表地質調査，ボーリング調査等を実施している。 

発電所敷地に分布する富岡層は，発電所の西方約 8km から海岸部までの範囲に広く分布し，海で

堆積した泥岩及び砂岩が主体である。凝灰岩を多く挟在し良好な鍵層（地層の生成年代を対比し連

続性を判断する際に目印となる地層）が認められ，敷地内の地層でもこの鍵層が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

図－２ 発電所周辺の地質構造 

 

３．発電所敷地内でのボーリング 

発電所の調査・建設時以降に建屋付近を中心に構内で実施した約 200 孔（平均孔長約 170m）の

ボーリングについて地質の判別を行い，周辺露頭調査結果と合わせて発電所周辺の三次元地質モデ

ルを構築している。 

 

図－３ 発電所敷地内でのボーリング位置図 

 

 

 

 

 

 

図－２ 発電所周辺の地質構造 

 

３．発電所敷地内でのボーリング 

発電所の調査・建設時以降に建屋付近を中心に構内で実施した約 200 孔（平均孔長約 170m）の

ボーリングについて地質の判別を行い，周辺露頭調査結果と合わせて発電所周辺の三次元地質モデ

ルを構築している。 

 

図－３ 発電所敷地内でのボーリング位置図 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所敷地内の地質構造については図－4参照 発電所敷地内の地質構造については図－4参照 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

４．発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

発電所敷地内の地層は，地表面付近の段丘堆積物より下層が，富岡層（T3部層）の砂岩・泥岩主

体の地層であり，上から中粒砂岩層（中粒砂岩を主体としシルト岩を挟在），泥質部，互層部（数

cm～の間隔で中粒砂岩とシルト岩が交互に分布），泥質部（２層の連続性のよい砂層（細粒砂岩・

粗粒砂岩）を挟在）が敷地内に連続し，傾斜角約２度で海側に傾いている。西側で台地が切れるこ

とから，中粒砂岩層・互層部の地下水は主に台地への降雨により涵養されている。 

富岡層（T3 部層）の下部には，砂岩・泥岩主体で厚さ約 100m の富岡層（T2 部層）が分布する。 

 

図－４ 発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

 

５．発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

地層は南北方向にほぼ水平に分布している。中粒砂岩層と互層部を隔てる泥質部は厚さ数 m，互

層部下側の泥質部は厚さ 30～40m で連続して分布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

発電所敷地内の地層は，地表面付近の段丘堆積物より下層が，富岡層（T3部層）の砂岩・泥岩主

体の地層であり，上から中粒砂岩層（中粒砂岩を主体としシルト岩を挟在），泥質部，互層部（数

cm～の間隔で中粒砂岩とシルト岩が交互に分布），泥質部（２層の連続性のよい砂層（細粒砂岩・

粗粒砂岩）を挟在）が敷地内に連続し，傾斜角約２度で海側に傾いている。西側で台地が切れるこ

とから，中粒砂岩層・互層部の地下水は主に台地への降雨により涵養されている。 

富岡層（T3 部層）の下部には，砂岩・泥岩主体で厚さ約 100m の富岡層（T2 部層）が分布する。 

 

図－４ 発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

 

５．発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

地層は南北方向にほぼ水平に分布している。中粒砂岩層と互層部を隔てる泥質部は厚さ数 m，互

層部下側の泥質部は厚さ 30～40m で連続して分布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

図－５ 発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

 

６．発電所内の地下水 

地層の透水性は，ボーリング孔内における透水試験の結果をもとに，段丘堆積物・中粒砂岩層・

互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩を透水層（水の通りやすい層），泥質部を難透水層（水の通りにくい

層）としている。 

地表に近い地下水は不圧地下水（地下水面を有する地下水）で，段丘堆積物・中粒砂岩層を流れ，

地形の低下に伴い台地から建屋付近に向かって大きく水位が低下する。 

難透水層に上下を挟まれた透水層（互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩）の地下水は被圧地下水（水面

を持たず圧力がかかっている）となっていて，それぞれの層の中を海側に向かって流れており，4

号機建屋付近を除き，不圧地下水とは隔てられている。 

中粒砂岩層の地下水が，建屋内・建屋海側に流入することで汚染水増加の主要因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

 

６．発電所内の地下水 

地層の透水性は，ボーリング孔内における透水試験の結果をもとに，段丘堆積物・中粒砂岩層・

互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩を透水層（水の通りやすい層），泥質部を難透水層（水の通りにくい

層）としている。 

地表に近い地下水は不圧地下水（地下水面を有する地下水）で，段丘堆積物・中粒砂岩層を流れ，

地形の低下に伴い台地から建屋付近に向かって大きく水位が低下する。 

難透水層に上下を挟まれた透水層（互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩）の地下水は被圧地下水（水面

を持たず圧力がかかっている）となっていて，それぞれの層の中を海側に向かって流れており，4

号機建屋付近を除き，不圧地下水とは隔てられている。 

中粒砂岩層の地下水が，建屋内・建屋海側に流入することで汚染水増加の主要因となっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 
図－６ 発電所内の地下水（イメージ） 

 

７．中粒砂岩層と互層部および細粒・粗粒砂岩の水頭比較 

地下水位観測井位置を図－７，中粒砂岩層，互層部及び細粒・粗粒砂岩のエリア毎の水頭比較を

図―８．１～８．１２に示す。 

建屋山側１・２号機周辺での互層部の水頭は，中粒砂岩層の地下水位よりも水頭差で約 2～5m 高

くなっている（図－８．１～８．３）。このことから，中粒砂岩層と互層部間の泥質部は難透水層

であると評価される。細粒・粗粒砂岩の水頭は，互層部の水頭と同程度である（図－８．１，８．

３～８．４）。 

互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位との差は，南側に行くほど小さくなり，４号機付近では両

者の差がなくなる（図―８．２～８．５）。建屋基礎が互層部に達していることにより，地下水が

連通していると考えられる。 

建屋山側と同様に，建屋海側においても互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位の差は，南側に行

くほど小さくなる（図―８．６～８．９）。細粒・粗粒砂岩の水頭は，南側に行くほど互層部水頭

より大きくなる（図―８．７～８．８）。細粒・粗粒砂岩と互層部に水頭差があることから，その

間にある泥質部は難透水層であると評価される。 

４号機建屋南側では，中粒砂岩層の地下水位，互層部の水頭，細粒・粗粒砂岩の水頭に差異が認

められ（図―８．１０），中粒砂岩層と互層部，互層部と細粒・粗粒砂岩それぞれの間にある泥質

部は難透水層であると評価される。 

４ｍ盤の中粒砂岩層の水位はウェルポイントによる汲上げ等の影響を受け，変動している（図－

８．１１～８．１２）。互層部の水頭は海側遮水壁閉合後，上昇が確認され，現時点では，中粒砂

岩層の水位よりも安定して高くなっており，中粒砂岩層と互層部の泥質部は難透水層であると評価

される。 

以上より，中粒砂岩層／互層部／細粒・粗粒砂岩間の泥質部の存在により，中粒砂岩層と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－６ 発電所内の地下水（イメージ） 

 

７．中粒砂岩層と互層部および細粒・粗粒砂岩の水頭比較 

地下水位観測井位置を図－７，中粒砂岩層，互層部及び細粒・粗粒砂岩のエリア毎の水頭比較を

図―８．１～８．１２に示す。 

建屋山側１・２号機周辺での互層部の水頭は，中粒砂岩層の地下水位よりも水頭差で約 2～5m 高

くなっている（図－８．１～８．３）。このことから，中粒砂岩層と互層部間の泥質部は難透水層

であると評価される。細粒・粗粒砂岩の水頭は，互層部の水頭と同程度である（図－８．１，８．

３～８．４）。 

互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位との差は，南側に行くほど小さくなり，４号機付近では両

者の差がなくなる（図―８．２～８．５）。建屋基礎が互層部に達していることにより，地下水が

連通していると考えられる。 

建屋山側と同様に，建屋海側においても互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位の差は，南側に行

くほど小さくなる（図―８．６～８．９）。細粒・粗粒砂岩の水頭は，南側に行くほど互層部水頭

より大きくなる（図―８．７～８．８）。細粒・粗粒砂岩と互層部に水頭差があることから，その

間にある泥質部は難透水層であると評価される。 

４号機建屋南側では，中粒砂岩層の地下水位，互層部の水頭，細粒・粗粒砂岩の水頭に差異が認

められ（図―８．１０），中粒砂岩層と互層部，互層部と細粒・粗粒砂岩それぞれの間にある泥質

部は難透水層であると評価される。 

T.P.2.5m 盤の中粒砂岩層の水位はウェルポイントによる汲上げ等の影響を受け，変動している

（図－８．１１～８．１２）。互層部の水頭は海側遮水壁閉合後，上昇が確認され，現時点では，

中粒砂岩層の水位よりも安定して高くなっており，中粒砂岩層と互層部の泥質部は難透水層である

と評価される。 

以上より，中粒砂岩層／互層部／細粒・粗粒砂岩間の泥質部の存在により，中粒砂岩層と 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（北側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（北側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側①） 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 9/17：サブドレン 24 時間稼働開始 

※2 9/19：海側遮水壁鋼管矢板一次打設完了 

※3 10/26：海側遮水壁閉合完了 

【#1北側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

※1 

※2

※3

約 3m 
約 2m 

【#1山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

約 5m 

※1 9/17：サブドレン 24 時間稼働開始 

※2 9/19：海側遮水壁鋼管矢板一次打設完了

※3 10/26：海側遮水壁閉合完了 

【#1北側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

※1

※2

※3

約 3m 
約 2m 

【#1山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

約 5m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-8 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．３ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．４ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．３ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．４ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側③） 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【#2山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

約 2m 

【#3山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#2山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

約 2m 

【#3山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-9 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．５ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．６ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．５ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．６ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側①） 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【#4山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#1海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#4山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#1海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．７ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．８ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．７ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．８ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側③） 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【#2海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#3海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#2海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#3海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．９ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１０ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（南側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．９ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１０ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（南側） 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【#4海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#4南側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#4海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#4南側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-12 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（４ｍ盤①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（４ｍ盤②） 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（T.P.2.5ｍ盤①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（T.P.2.5ｍ盤②） 

以上 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【4m盤#1/2間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【4m盤#2/3間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【T.P.2.5m盤#2/3間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【T.P.2.5m盤#1/2間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－３ 

 

海側遮水壁の遮水性能の評価 

 

 

１．概要 

海側遮水壁の遮水性は，既往の文献等を勘案して，建屋周辺の難透水層と同等程度である，1×

10-6cm/sec 程度の透水係数を有していると想定しており，同値を陸側遮水壁の検討における地下水

収支や地下水シミュレーションの計算条件に用いている。 

なお，海側遮水壁閉合後の鋼管矢板の透水係数を直接測定することは困難であることから，潮位

変動と地下水ドレンポンドの水位変動の関係から海側遮水壁閉合後の透水係数を試算し，1×10-

6cm/sec 程度を有していると評価した。 

 

２．既往の文献に基づく海側遮水壁の透水係数の想定 

『土木学会第 56回年次学術講演会 鋼管矢板継手の遮水性能評価試験』に基づいて，海側遮水

壁に採用している鋼管矢板の継手形式である，P-T 継手（ベロ式ゴム＋止水ゴム）の透水係数を確

認した。なお，上記試験では，試験実施前に継手の曲げひずみが 250μとなるよう変形を与えた状

態で実施している。 

地下水ドレンポンド揚水ポンプ起動水位（H値）が T.P.+約 1.8m（O.P.+約 3.3m）であり，平均

潮位 T.P.約 0m（O.P.+約 1.5m）との水位差が約 1.8m であることから，載荷水圧を 0.02MPa（≒

1.8m×9.8kN/m3×10-3）とした時の試験結果より，透水係数は 1×10-8cm/sec 程度を有すると確認

出来る（図－１参照）。 

以上より保守性を考慮して，海側遮水壁の透水係数を 1×10-6cm/sec と想定した。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－３ 

 

海側遮水壁の遮水性能の評価 

 

 

１．概要 

海側遮水壁の遮水性は，既往の文献等を勘案して，建屋周辺の難透水層と同等程度である，1×

10-6cm/sec 程度の透水係数を有していると想定しており，同値を陸側遮水壁の検討における地下水

収支や地下水シミュレーションの計算条件に用いている。 

なお，海側遮水壁閉合後の鋼管矢板の透水係数を直接測定することは困難であることから，潮位

変動と地下水ドレンポンドの水位変動の関係から海側遮水壁閉合後の透水係数を試算し，1×10-

6cm/sec 程度を有していると評価した。 

 

２．既往の文献に基づく海側遮水壁の透水係数の想定 

『土木学会第 56回年次学術講演会 鋼管矢板継手の遮水性能評価試験』に基づいて，海側遮水

壁に採用している鋼管矢板の継手形式である，P-T 継手（ベロ式ゴム＋止水ゴム）の透水係数を確

認した。なお，上記試験では，試験実施前に継手の曲げひずみが 250μとなるよう変形を与えた状

態で実施している。 

地下水ドレンポンド揚水ポンプ起動水位（H値）が T.P.+約 1.8m であり，平均潮位 T.P.約 0m と

の水位差が約 1.8m であることから，載荷水圧を 0.02MPa（≒1.8m×9.8kN/m3×10-3）とした時の試

験結果より，透水係数は 1×10-8cm/sec 程度を有すると確認出来る（図－１参照）。 

以上より保守性を考慮して，海側遮水壁の透水係数を 1×10-6cm/sec と想定した。 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 海側遮水壁閉合後における潮汐と地下水位との関係 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 海側遮水壁閉合後における潮汐と地下水位との関係 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－４ 

 

陸側遮水壁（海側）の閉合範囲 

 

１．概要 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－４ 

 

陸側遮水壁（海側）の閉合範囲 

 

１．概要 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（中略） 

 

 

３．海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量の評価 

海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量を確認するため，

陸側遮水壁（海側）西側の地下水位が上昇し，移動量が大きくなる第一段階フェーズ１を対象と

し，評価を実施した。なお，評価に使用した物性値を表－１に示す。 

陸側遮水壁（海側）西側の地下水収支計算（図－３）を，海水配管トレンチ下部の非凍結箇所

（中粒砂岩層，互層，細粒・粗粒砂岩）を通じた地下水の移動を考慮して実施し，地下水収支が

バランスする地下水位および非凍結箇所を通じた移動量を算定した。ただし，フェーズ１で南北

方向へ地下水が移動しないとした。 

 

① 中粒砂岩層・互層 

上述の計算により，フェーズ 1での中粒砂岩層の地下水位は T.P.+3.5m（O.P.+5.0m），最大

上昇量は 1.0m となった。互層は陸側遮水壁（海側）内外で中粒砂岩層の上昇量相当の 1.0m の

水頭差が生じるとした。海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量は，中粒砂

岩層が約 60m3/日，互層が約 20m3/日となった（図－４）。 

但し，互層を通じて流出した地下水は，以下の②と同様の経路により，全量，海へ流出する

と考えた。 

 

② 細粒・粗粒砂岩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

３．海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量の評価 

海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量を確認するため，

陸側遮水壁（海側）西側の地下水位が上昇し，移動量が大きくなる第一段階フェーズ１を対象と

し，評価を実施した。なお，評価に使用した物性値を表－１に示す。 

陸側遮水壁（海側）西側の地下水収支計算（図－３）を，海水配管トレンチ下部の非凍結箇所

（中粒砂岩層，互層，細粒・粗粒砂岩）を通じた地下水の移動を考慮して実施し，地下水収支が

バランスする地下水位および非凍結箇所を通じた移動量を算定した。ただし，フェーズ１で南北

方向へ地下水が移動しないとした。 

 

③ 中粒砂岩層・互層 

上述の計算により，フェーズ 1での中粒砂岩層の地下水位は T.P.+3.5m，最大上昇量は 1.0m

となった。互層は陸側遮水壁（海側）内外で中粒砂岩層の上昇量相当の 1.0m の水頭差が生じ

るとした。海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量は，中粒砂岩層が約 60m3/

日，互層が約 20m3/日となった（図－４）。 

但し，互層を通じて流出した地下水は，以下の②と同様の経路により，全量，海へ流出する

と考えた。 

 

④ 細粒・粗粒砂岩 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

建屋周辺の下部に存在する泥質部は遮水性が高いことから，4 号機建屋周辺を除き，下部へ

の地下水の流れは生じ難く，陸側遮水壁（海側）の海水配管トレンチ下部の細粒・粗粒砂岩に

一部非凍結の箇所があっても遮水壁内の地下水の移動は考え難い。しかし，ここでは保守的に，

海側遮水壁近傍で細粒・粗粒砂岩の圧力が抜けた場合を仮定して，海水配管トレンチ下部の細

粒・粗粒砂岩を通じて海へと移動する地下水量を算定した。 

①で示した通り，フェーズ１での中粒砂岩層の地下水位は T.P.+3.5m（O.P.+5.0m）となっ

た。移動経路を図－５に示す通り，陸側遮水壁（海側）西側の互層部→泥質部→細粒・粗粒砂

岩→泥質部→互層部→泥質部→海域として算定すると，海水配管トレンチ下の非凍結箇所（細

粒・粗粒砂岩）を通じた移動量は約 30m3/日となった（図－５）。 

 

表－１ 物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建屋周辺の下部に存在する泥質部は遮水性が高いことから，4 号機建屋周辺を除き，下部へ

の地下水の流れは生じ難く，陸側遮水壁（海側）の海水配管トレンチ下部の細粒・粗粒砂岩に

一部非凍結の箇所があっても遮水壁内の地下水の移動は考え難い。しかし，ここでは保守的に，

海側遮水壁近傍で細粒・粗粒砂岩の圧力が抜けた場合を仮定して，海水配管トレンチ下部の細

粒・粗粒砂岩を通じて海へと移動する地下水量を算定した。 

①で示した通り，フェーズ１での中粒砂岩層の地下水位は T.P.+3.5m となった。移動経路を

図－５に示す通り，陸側遮水壁（海側）西側の互層部→泥質部→細粒・粗粒砂岩→泥質部→互

層部→泥質部→海域として算定すると，海水配管トレンチ下の非凍結箇所（細粒・粗粒砂岩）

を通じた移動量は約 30m3/日となった（図－５）。 

 

表－１ 物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

201



  

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 陸側遮水壁（海側）のみ閉合した場合の地下水収支想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 陸側遮水壁（海側）のみ閉合した場合の地下水収支想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ 1 中粒砂岩層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ１ 細粒・粗粒砂岩） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ 1 中粒砂岩層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ１ 細粒・粗粒砂岩） 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（中略） 

 

表－２ ３次元浸透流解析に用いた計算条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

表－２ ３次元浸透流解析に用いた計算条件 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（中粒砂岩層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（互層部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（中粒砂岩層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（互層部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 

 

 

 

 

 

 

※O.P.表記は震災前の「旧 O.P.表記」を指す。 

 T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から 

 T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。 

 ＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

1 

変更前 変更後 変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

2 

変更前 変更後 変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

２．陸側遮水壁閉合後の地下水収支と地下水位低下挙動 

陸側遮水壁山側の段階閉合時における地下水遮断率ごとの地下水収支，地下水位低下挙

動を評価する。 

 

(1) 評価の考え方と仮定 

①地下水収支 

陸側遮水壁閉合域内の地下水収支は，下式で表せる（図－２参照）。 

 

降雨浸透による地下水涵養量【Ｅ】＋ 山側からの地下水流入量【Ｆ】＝ 

サブドレン汲み上げ量【Ａ】＋ 建屋流入量【Ｂ】＋ 4m盤への地下水移動量【Ｃ】 

 ＋ 陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量【Ｄ】 

 

上流からの地下水流入量が減少すると，閉合域内の地下水位が低下するとともに，Ａ，

Ｂ，Ｃ，Ｄ各々が減少する。ここで，Ｅは定数，Ｆは地下水遮断率のみに，Ｂ，Ｃ，Ｄ

は，地下水位のみに依存すると仮定すると，Ａは，Ｅ＋ＦとＢ＋Ｃ＋Ｄの差分で示すこ

とができる。下記のように地下水遮断率を設定し，収束計算により，地下水位，並びに

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄを算定する。 

なお，ここでは，以下を仮定する。 

・地下水遮断率：50%，90%，100% 

・降雨浸透率：4m盤以外：55%，4m 盤：0%※,(参考)30%※ 

※段階閉合時の地下水位低下量に関して，降雨による地下水涵養量を少なく評

価するために，4m盤のフェーシング効果を 100%見込み，降雨浸透率を 0%と仮

定した。 

なお，参考として，浸透率を 30%とした場合の評価も併せて示す。 

・降雨量：12ヶ月間累積最小降雨（【参考】参照）にもとづき，2mm/日（≒763mm/365

日）とする。 

・地下水位：閉合域内の地下水位は一様に変動する 

・建屋流入量：建屋滞留水水位と 10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）との水位差に

比例する 

・4ｍ盤への地下水移動量：10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）と 4m 盤地下水位との

水位差に比例する。但し，互層を通じた地下水の移動は考慮しない。（別紙－４ 図

－４参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量：深部地盤への地下水の移動が存

在すると仮定し，10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）と潮位との水位差に比例する

（別紙－４ 図－５参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲内の地下水位（サブドレン水位）の初期値：T.P.+2.5m 

２．陸側遮水壁閉合後の地下水収支と地下水位低下挙動 

陸側遮水壁山側の段階閉合時における地下水遮断率ごとの地下水収支，地下水位低下挙

動を評価する。 

 

(1) 評価の考え方と仮定 

①地下水収支 

陸側遮水壁閉合域内の地下水収支は，下式で表せる（図－２参照）。 

 

降雨浸透による地下水涵養量【Ｅ】＋ 山側からの地下水流入量【Ｆ】＝ 

サブドレン汲み上げ量【Ａ】＋建屋流入量【Ｂ】＋T.P.2.5m盤への地下水移動量【Ｃ】

 ＋ 陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量【Ｄ】 

 

上流からの地下水流入量が減少すると，閉合域内の地下水位が低下するとともに，Ａ，

Ｂ，Ｃ，Ｄ各々が減少する。ここで，Ｅは定数，Ｆは地下水遮断率のみに，Ｂ，Ｃ，Ｄ

は，地下水位のみに依存すると仮定すると，Ａは，Ｅ＋ＦとＢ＋Ｃ＋Ｄの差分で示すこ

とができる。下記のように地下水遮断率を設定し，収束計算により，地下水位，並びに

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄを算定する。 

なお，ここでは，以下を仮定する。 

・地下水遮断率：50%，90%，100% 

・降雨浸透率：T.P.2.5m 盤以外：55%，T.P.2.5m 盤：0%※,(参考)30%※ 

※段階閉合時の地下水位低下量に関して，降雨による地下水涵養量を少なく評

価するために，T.P.2.5m 盤のフェーシング効果を 100%見込み，降雨浸透率を

0%と仮定した。 

なお，参考として，浸透率を 30%とした場合の評価も併せて示す。 

・降雨量：12ヶ月間累積最小降雨（【参考】参照）にもとづき，2mm/日（≒763mm/365

日）とする。 

・地下水位：閉合域内の地下水位は一様に変動する 

・建屋流入量：建屋滞留水水位と T.P.8.5m 盤地下水位（サブドレン水位）との水位

差に比例する 

・T.P.2.5m 盤への地下水移動量：T.P.8.5m 盤地下水位（サブドレン水位）と T.P.2.5m

盤地下水位との水位差に比例する。但し，互層を通じた地下水の移動は考慮しない。

（別紙－４ 図－４参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量：深部地盤への地下水の移動が存

在すると仮定し，T.P.8.5m 盤地下水位（サブドレン水位）と潮位との水位差に比

例する（別紙－４ 図－５参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲内の地下水位（サブドレン水位）の初期値：T.P.+2.5m 
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別紙―６

 

陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係 

 

 

１．閉合率と地下水遮断率の関係 

未凍結箇所では地下水の流れが集中して流速が大きくなり流入量が増加することか

ら，陸側遮水壁（山側）閉合による山側からの地下水流入の減少の割合（地下水遮断

率）は，陸側遮水壁（山側）総延長に対する凍結長さの割合（閉合率）より小さくな

る。 

ここでは，閉合率と地下水遮断率の関係について，解析を用いて評価する。 

 

(1) 評価方法 

陸側遮水壁（山側）を段階的に凍結した場合の，閉合率と地下水遮断率の関係につい

て，３次元浸透流解析を用いて評価した。 

解析モデルを図－１に，物性値を表－１に，解析条件を図－２に示す。 

解析ケースは，ケース１が陸側遮水壁（山側）の閉合率が 0%の場合，ケース２と２’

で「未凍結箇所の中粒砂岩の透水係数（現地透水試験結果の平均値と最小値）」を，ケ

ース２と３で「未凍結箇所の配置（南北面への配置の有無）」をパラメータとして設定

した。 

山側からの地下水流入量は，①建屋流入量，②サブドレンくみ上げ量，③海水配管ト

レンチ下の未凍結箇所を通じた 4m盤への地下水流出量から，陸側遮水壁内の降雨浸透

量（④）を除いた量（①＋②＋③－④）と算定した。地下水遮断率は，陸側遮水壁（山

側）の閉合率が 0%の場合（ケース１）の地下水流入量に対する，閉合率が約 95％の場

合（ケース２，２’，３）の地下水流入量の減少率として算定した。 

 

(2) 評価結果 

陸側遮水壁（山側）の閉合率 95％の場合の地下水遮断率は，約 50～60%であった。 

 

別紙―６

 

陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係 

 

 

１．閉合率と地下水遮断率の関係 

未凍結箇所では地下水の流れが集中して流速が大きくなり流入量が増加することか

ら，陸側遮水壁（山側）閉合による山側からの地下水流入の減少の割合（地下水遮断

率）は，陸側遮水壁（山側）総延長に対する凍結長さの割合（閉合率）より小さくな

る。 

ここでは，閉合率と地下水遮断率の関係について，解析を用いて評価する。 

 

(1) 評価方法 

陸側遮水壁（山側）を段階的に凍結した場合の，閉合率と地下水遮断率の関係につい

て，３次元浸透流解析を用いて評価した。 

解析モデルを図－１に，物性値を表－１に，解析条件を図－２に示す。 

解析ケースは，ケース１が陸側遮水壁（山側）の閉合率が 0%の場合，ケース２と２’

で「未凍結箇所の中粒砂岩の透水係数（現地透水試験結果の平均値と最小値）」を，ケ

ース２と３で「未凍結箇所の配置（南北面への配置の有無）」をパラメータとして設定

した。 

山側からの地下水流入量は，①建屋流入量，②サブドレンくみ上げ量，③海水配管ト

レンチ下の未凍結箇所を通じた T.P.2.5m 盤への地下水流出量から，陸側遮水壁内の降

雨浸透量（④）を除いた量（①＋②＋③－④）と算定した。地下水遮断率は，陸側遮水

壁（山側）の閉合率が 0%の場合（ケース１）の地下水流入量に対する，閉合率が約

95％の場合（ケース２，２’，３）の地下水流入量の減少率として算定した。 

 

(2) 評価結果 

陸側遮水壁（山側）の閉合率 95％の場合の地下水遮断率は，約 50～60%であった。 
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図－３ 閉合率と地下水遮断率に関する解析結果 

 

２．地下水流速増加に対する地盤の安定性 

未凍結箇所では，地下水流速が速くなり，地盤中の土粒子が動いて地盤に損傷を与え

る懸念があることから，地下水流速に対する地盤安定性について評価した。 

 

(1) 評価方法 

別紙－４ ３．(1)と同様とした。 

 

(2) 未凍結箇所の実流速の想定 

「１．閉合率と地下水遮断率の関係」についての解析結果のうち，地下水流速が最も大きい

「ケース２」を検討対象として，実流速を想定した。その結果，表－２に示す通り， 

ケース２

４号機３号機２号機１号機

未凍結箇所

ケース２’

４号機３号機２号機１号機

未凍結箇所

ケース３

４号機３号機２号機１号機

未凍結箇所

10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

中粒砂岩層の
地下水位分布
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建屋流入量

①
サブドレン
汲上げ量②

海水配管トレンチ下の
4m盤への流出③

降雨浸透量
④※2

地下水流入量
⑤＝①＋②＋③-④

地下水
遮断率※3

ケース１ 0% 230 370 5 140 465 －

ケース２ 95% 180 170 5 140 215 54%

ケース２’ 95% 170 150 5 140 185 60%

ケース3 95% 170 170 5 140 205 56%

浸透流解析の結果
※2陸側遮水壁内の面積を64,000m2として算定
※3  ケース１に対する地下水流入量の減少率

O.P.m 
10 
9 
8 
7 
6 
5 
4 
3 
2 
1 
0 

4m 盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 閉合率と地下水遮断率に関する解析結果 

 

２．地下水流速増加に対する地盤の安定性 

未凍結箇所では，地下水流速が速くなり，地盤中の土粒子が動いて地盤に損傷を与え

る懸念があることから，地下水流速に対する地盤安定性について評価した。 

 

(1) 評価方法 

別紙－４ ３．(1)と同様とした。 

 

(2) 未凍結箇所の実流速の想定 

「１．閉合率と地下水遮断率の関係」についての解析結果のうち，地下水流速が最も大きい

「ケース２」を検討対象として，実流速を想定した。その結果，表－２に示す通り， 
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ケース3 95% 170 170 5 140 205 56%

浸透流解析の結果
※2陸側遮水壁内の面積を64,000m2として算定
※3  ケース１に対する地下水流入量の減少率
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５．地下水位回復方策の妥当性 

 

【検討内容】 

陸側遮水壁（山側）閉合後，地下水位の予期せぬ低下が起きた場合に，地下水位を回復さ

せるのに要する期間について，想定外の最悪の条件（山側からの地下水流入がない第三段階

を想定）で検討した。 

・地下水位の予期せぬ低下の発生要因：海側遮水壁の遮水性喪失 

・陸側遮水壁：（山側）遮水性 100%（初期状態），（海側）遮水性 0%（継続） 

・降雨：降雨がない期間が継続 

・建屋滞留水水位：1号タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m (O.P.+2.2m)）まで滞

留水移送による低下実施（低下速度：0.01m/日） 

・目標地下水位回復レベル：T.P.+1.7m  

(O.P.+3.2m，1号機タービン建屋最低排水レベル+1m) 

・異常時に以下の対策を施した場合の地下水位回復期間を評価 

(1) 注水井からの注水 

(2) 凍結運転停止 

(3) 陸側遮水壁（山側）の部分撤去 

 

【検討結果】 

(1) 注水井からの注水 

①計算条件 

・地下水位低下確認後，注水井への注水開始。同時に建屋滞留水水位低下開始。 

・注水した地下水が建屋周辺まで到達，到達後サブドレン水位が上昇。 

 

図－６ 注水井への注水 計算条件 

 

(ア) 注水量Ｑ 

・約 360m3/日（一定流量継続） 

陸側遮水壁（山側）

▽ O.P.+10m(T.P.+8.5m)

①注水量 Q

中粒砂岩層透水係数
k：3.4*10-3cm/s

注水井

建屋

約98m

②到達期間 T

約11m
▽ O.P.+2.8m

(T.P.+1.3m)
（水位回復前）

▽ O.P.+5.6m
(T.P.+4.1m)

（水位回復前）

泥質部

O.P.+10m 

O.P.+2.8m 
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標高表記の適正化 

 

 

注）総注水量のうち，3/4 が 10m 盤水位（サブドレン水位），1/4が 4m 盤水位に寄与すると仮定した。 

(イ) 到達期間Ｔ：約1.9ヶ月 

断面積は定常状態でバランスする水位 ，奥行き延長は一様（約 500m）を仮定して，

陸側遮水壁（山側）～建屋周辺まで地下水が到達し，建屋周辺の地下水が上昇し始める

までの期間を算定。 

 

②計算結果 

注水井からの注水により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建屋

滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は約 3.9 ヶ月（到達期間：

約 1.9 ヶ月 + 地下水位回復：約 2ヶ月）となる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水

位）は 1号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m(O.P.+2.2m)）以上であり，水位

は逆転しない。 

 

 

図－７ 注水井からの注水 計算結果 
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注）総注水量のうち，3/4 が T.P.8.5m 盤水位(サブドレン水位)，1/4 が T.P.2.5m 盤水位に寄与すると仮定した。 

(イ) 到達期間Ｔ：約1.9ヶ月 

断面積は定常状態でバランスする水位 ，奥行き延長は一様（約 500m）を仮定して，

陸側遮水壁（山側）～建屋周辺まで地下水が到達し，建屋周辺の地下水が上昇し始める

までの期間を算定。 

 

②計算結果 

注水井からの注水により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建屋

滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は約 3.9 ヶ月（到達期間：

約 1.9 ヶ月 + 地下水位回復：約 2ヶ月）となる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水

位）は 1 号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.0.7m）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

図－７ 注水井からの注水 計算結果 
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標高表記の適正化 
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

②計算結果 

凍結運転停止・自然融解により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位

（建屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 8.1 ヶ月（自

然融解：約 3 ヶ月 + 到達期間：約 1.2 ヶ月 + 地下水位回復：約 3.9 ヶ月）である。建

屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1 号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m 

(O.P.+2.2m)）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

図－１０ 凍土の自然融解 計算結果 
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②計算結果 

凍結運転停止・自然融解により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位

（建屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 8.1 ヶ月（自

然融解：約 3 ヶ月 + 到達期間：約 1.2 ヶ月 + 地下水位回復：約 3.9 ヶ月）である。建

屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1 号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m 

(T.P.0.7m)）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

図－１０ 凍土の自然融解 計算結果 
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

(3) 陸側遮水壁（山側）の部分撤去 

①計算条件 

・水位低下確認後，部分撤去作業を準備（約 0.7 ヶ月），撤去作業を実施（約 1ヶ月）。

同時に建屋滞留水水位低下開始。 

・部分撤去作業開始後， 撤去範囲（深度：地表より約-10m）より地下水が流入。 

・流入した地下水が建屋周辺まで到達，到達後サブドレン水位が上昇。 

 

 

図－１１ 凍土の部分撤去 計算条件 

 

(ア) 流入量Ｑ 

撤去箇所からの流入を注水井からの注水時の定常地下水流と仮定し，以下の算定式

により流入量を算定。 

・約 470m3/日（撤去延長 10m×5 箇所とした場合） 

hw=8.9m,h0=2.7m,R=109m,rw=3.2m（撤去延長 10m に相当する井戸半径） 

注）撤去期間中は撤去延長分に相当する流入量を段階的に増加し算定。また，地下水位の回復に応じて流入量

は減少するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１２ 注水井からの注水時の定常地下水流 

 

▽ O.P.+8.9m(T.P.+7.4m)
（SD稼働前までの平均値）

陸側遮水壁（山側）の残存凍土

撤去範囲（G.L.-10m）▽ O.P.+10m(T.P.+8.5m)

①流入量 Q

中粒砂岩層透水係数
k：3.4*10-3cm/s

山側水位観測井

建屋

約109m

②到達期間 T

▽ O.P.+2.7m
(T.P.+1.2m)

（水位回復前）泥質部
▽ O.P.±0m(T.P.-1.5m)

「根切り工事と地下水-調査・設計から施工まで-（地盤工学会,1991）」より引用 

撤去範囲
延長10m/箇所

残存凍土

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
撤去箇所からの流入イメージ 
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(イ) 到達期間Ｔ：（撤去完了後）約0.6ヶ月 

撤去範囲からの流入が定常状態でバランスする体積を仮定し，陸側遮水壁（山側）～

建屋周辺まで地下水が到達して，建屋周辺の地下水が上昇し始めるまでの期間を算定。 

 

②計算結果 

凍土の部分撤去実施により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建

屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 3.1 ヶ月（撤去作

業準備・実施：約 1.7 ヶ月 + 到達期間：約 0.6 ヶ月 + 地下水位回復：約 0.8 ヶ月）と

なる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1 号タービン建屋最低排水レベル

（T.P.+0.7m(O.P.+2.2m)）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

図－１３ 凍土の部分撤去 計算結果 
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(イ) 到達期間Ｔ：（撤去完了後）約0.6ヶ月 

撤去範囲からの流入が定常状態でバランスする体積を仮定し，陸側遮水壁（山側）～

建屋周辺まで地下水が到達して，建屋周辺の地下水が上昇し始めるまでの期間を算定。 

 

②計算結果 

凍土の部分撤去実施により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建

屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 3.1 ヶ月（撤去作

業準備・実施：約 1.7 ヶ月 + 到達期間：約 0.6 ヶ月 + 地下水位回復：約 0.8 ヶ月）と

なる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1 号タービン建屋最低排水レベル

（T.P.0.7m）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

図－１３ 凍土の部分撤去 計算結果 
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標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

(2) 一部閉合（Ⅰ）後の建屋周辺への地下水流量の想定 

一部（西側①と西側⑤）閉合後の建屋周辺への地下水流量について，以下に示す２ケ

ースで評価した。 

 

（ケース１）第一段階フェーズ２の閉合が進み，かつ降雨が少ない期間（2016.8.1～

8.15）の実測値に基づいて，今後 T.P.2.5m 盤への地下水移動量（Ｃ２）

が，閉合が進むとともに減少する場合 

 

(ケース２)ケース１よりも山側の凍結に至っていない箇所の凍結が進んだ期間

（2016.10.13～10.27）の実測値に基づいて，閉合後の T.P.2.5m 盤への

地下水移動量（Ｃ２）が，閉合前と同程度とした場合 

 

(2) 一部閉合（Ⅰ）後の建屋周辺への地下水流量の想定 

一部（西側①と西側⑤）閉合後の建屋周辺への地下水流量について，以下に示す２ケ

ースで評価した。 

 

（ケース１）第一段階フェーズ２の閉合が進み，かつ降雨が少ない期間（2016.8.1～

8.15）の実測値に基づいて，今後４m 盤への地下水移動量（Ｃ２）が，

閉合が進むとともに減少する場合 

 

(ケース２)ケース１よりも山側の凍結に至っていない箇所の凍結が進んだ期間

（2016.10.13～10.27）の実測値に基づいて，閉合後の４m盤への地下水

移動量（Ｃ２）が，閉合前と同程度とした場合 
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標高表記の適正化 

 

 

 

その結果，未凍結箇所の２箇所（西側①，西側⑤）を閉合後，残り 5箇所の未凍結箇

所からの地下水流入量は 240m3/日程度と想定される（図－４）。 
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給されていることを評価し，サブドレン稼働の調整により建屋内外水位の逆転が生じ

ない運用が可能であることを確認する。なお，閉合後の地下水収支の想定にあたっては，

以下の点に留意した。 

 

・T.P.2.5ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ２）は，閉合が進むとともに今後減少し，30m3/
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※５になるものとした。 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１２）は，過去（1977～2015 年）の年間最小降雨量に基づ

き 90m3/日とした。 

 

その結果，建屋周辺への地下水供給量（サブドレンくみ上げ量（Ａ２）と建屋流入量

（Ｂ２）の合計値）は，300m3/日程度と想定される（図－５）。 

 

※５：T.P.2.5ｍ盤への地下水移動量（Ｃ２）は，実測値の状況に応じて評価していく。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 
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変更前 変更後 変更理由 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－11 

 

第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

 

１．概要 

（中略） 

 

２．未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

（中略） 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量を，一部閉合（Ⅰ）開始後の期間（2017.1.6

～1.19）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流入量は 690m3/日程度と想定さ

れる（図－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における凍結箇所からの地下水流入量の想定 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

別紙－11 

 

第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

 

１．概要 

（中略） 

 

２．未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

（中略） 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量を，一部閉合（Ⅰ）開始後の期間（2017.1.6

～1.19）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流入量は 690m3/日程度と想定さ

れる（図－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における凍結箇所からの地下水流入量の想定 

（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（ウ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

一部閉合（Ⅱ）の実施期間に山側からの地下水流入量が 120m3/日に減少した場合でも，サブ

ドレン稼働と建屋への地下水流入が継続するための地下水が建屋周辺へ供給されていること

を評価し，建屋内外水位の逆転が生じない運用が可能であることを確認する。なお，閉合開始

後の地下水位変動の想定にあたっては，以下の点に留意した。 

 

・今後，建屋滞留水位を T.P.+0.43 まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設定水位（L

値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+1m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ1）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとした。（図

－４） 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ１）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に伴い減

少するものとした。（図－５） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１１）は，過去（1977～2015 年）の 12 か月間累積最小降雨を用い

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

一部閉合（Ⅱ）の実施期間に山側からの地下水流入量が 120m3/日に減少した場合でも，サブ

ドレン稼働と建屋への地下水流入が継続するための地下水が建屋周辺へ供給されていること

を評価し，建屋内外水位の逆転が生じない運用が可能であることを確認する。なお，閉合開始

後の地下水位変動の想定にあたっては，以下の点に留意した。 

 

・今後，建屋滞留水位を T.P.+0.43 まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設定水位（L

値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+1m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ1）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとした。（図

－４） 

・T.P.2.5m 盤への地下水の移動量（Ｃ１）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に伴

い減少するものとした。（図－５） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１１）は，過去（1977～2015 年）の 12 か月間累積最小降雨を用い

た。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と 4m盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と T.P.2.5m 盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.1） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

その結果，一部閉合（Ⅱ）の効果が現れ，未凍結箇所からの流入量が 120m3/日となった後におい

ても，サブドレンの稼働は継続し，また建屋内外水位差は 1m 以上確保されると想定される（図－

６）。 

 

図－６ 一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 

(2) 評価結果 

北側，西側②，西側④，南側閉合後に，山側未凍結箇所からの地下水流入量が減少した場合

の地下水収支を確認した結果，サブドレンの稼働は継続し，建屋周辺の地下水位はサブドレン

設定水位（L値）よりも高い位置で推移すると想定されることから，建屋内外水位の逆転は生

じないと評価した。 

上記より，未凍結箇所のうち北側，西側②，西側④，南側を閉合しても，地下水位管理上，

問題とはならないとものと考えられる。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙－13 

 

陸側遮水壁（山側）の完全閉合の評価 

 

１． 概要 

 （中略） 

 

２．第三段階（完全閉合）の評価 

 （中略） 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

第三段階（完全閉合）実施前の山側からの地下水流入量を，第二段階一部閉合（Ⅱ）開始後

の期間（2017.5.1～5.31）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流入量は 580m3/

日程度と想定される（図－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 第三段階（完全閉合）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）第三段階（完全閉合）の実施期間における山側からの地下水流入量の想定 

 （中略） 

 

（ウ）第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 （中略） 
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（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 
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の期間（2017.5.1～5.31）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流入量は 580m3/

日程度と想定される（図－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 第三段階（完全閉合）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）第三段階（完全閉合）の実施期間における山側からの地下水流入量の想定 

 （中略） 

 

（ウ）第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

・今後，建屋滞留水位を T.P.-0.036m まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設定水位（L

値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+0.9m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとした。（図－３） 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に伴い減少する

ものとした。（図－４） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１）は，過去（1977～2016 年）の 24か月間累積最小降雨を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と 4m盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.5） 

 

 

 

 

・今後，建屋滞留水位を T.P.-0.036m まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設定水位（L

値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+0.9m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとした。（図－３） 

・T.P.2.5m 盤への地下水の移動量（Ｃ）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に伴い減少

するものとした。（図－４） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１）は，過去（1977～2016 年）の 24か月間累積最小降雨を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と T.P.2.5m 盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.5） 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

参考資料-4-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

その結果，完全閉合の効果が現れ，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった後においても，

サブドレンの稼働は継続し，また建屋内外水位差は 0.9m 以上確保されると想定される（図－５）。 

 

図－５ 第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 

(2) 評価結果 

第三段階（完全閉合）後に，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった場合の地下水収支を

確認した結果，サブドレンの稼働は継続し，建屋周辺の地下水位はサブドレン設定水位（L 値）

よりも高い位置で推移すると想定されることから，建屋内外水位の逆転は生じないと評価し

た。 

上記より，未凍結箇所（西側③）を閉合しても，地下水位管理上，問題とはならないともの

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果，完全閉合の効果が現れ，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった後においても，サブ

ドレンの稼働は継続し，また建屋内外水位差は 0.9m 以上確保されると想定される（図－５）。 

 

図－５ 第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 

(2) 評価結果 

第三段階（完全閉合）後に，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった場合の地下水収支を

確認した結果，サブドレンの稼働は継続し，建屋周辺の地下水位はサブドレン設定水位（L 値）

よりも高い位置で推移すると想定されることから，建屋内外水位の逆転は生じないと評価し

た。 

上記より，未凍結箇所（西側③）を閉合しても，地下水位管理上，問題とはならないともの

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－16 別添―１ 

 

小規模遮水壁実証試験における遮水壁周辺の地下水位変動の分析結果 

（省略） 

 

2．分析結果 

小規模遮水壁周辺での地下水変動の経時変化（2014年3月～2014年5月）を以下に示す（図2，表1参

照）。 

 なお，図中の①，②，③に関する定義は以下の通りである。 

①：試験スタート時：2014/3/14～3/20（７日間平均値） 

②：2014/5/25～5/31（７日間平均値） 

③：降雨影響による水位変動幅：2014/4/30～5/1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 小規模遮水壁実証試験での地下水変動の経時変化 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－16 別添―１ 

 

小規模遮水壁実証試験における遮水壁周辺の地下水位変動の分析結果 

（省略） 

 

2．分析結果 

小規模遮水壁周辺での地下水変動の経時変化（2014年3月～2014年5月）を以下に示す（図2，表1参

照）。 

 なお，図中の①，②，③に関する定義は以下の通りである。 

①：試験スタート時：2014/3/14～3/20（７日間平均値） 

②：2014/5/25～5/31（７日間平均値） 

③：降雨影響による水位変動幅：2014/4/30～5/1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 小規模遮水壁実証試験での地下水変動の経時変化 

 

（以下、省略） 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.7 電気系統設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.7 電気系統設備 

2.7.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.7.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

a. 開閉設備，変圧器 

開閉設備，変圧器については，津波により影響がないと想定される高台（O.P.30m 以上）へ設置

する。 

       

b. 所内高圧母線 

所内高圧母線は，津波による影響がないと想定される建屋内（防水性向上対策を実施した建屋又

は建屋の高所階（O.P.17m 以上））又は高台（O.P.30m 以上）へ設置する。 

 

c. 所内共通ディーゼル発電機 

所内共通ディーゼル発電機については，津波による影響がないと想定される建屋内に設置する。 

 

d. 電源車 

電源車については，津波による影響がないと想定される高台へ配備する。（O.P.30m 以上） 

 

 

（以下，省略） 

 

 

2.7 電気系統設備 

2.7.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.7.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

a. 開閉設備，変圧器 

開閉設備，変圧器については，津波により影響がないと想定される高台（T.P.約 28m 以上）へ設

置する。 

       

b. 所内高圧母線 

所内高圧母線は，津波による影響がないと想定される建屋内（防水性向上対策を実施した建屋又

は建屋の高所階（T.P.約 15m 以上））又は高台（T.P.約 28m 以上）へ設置する。 

 

c. 所内共通ディーゼル発電機 

所内共通ディーゼル発電機については，津波による影響がないと想定される建屋内に設置する。 

 

d. 電源車 

電源車については，津波による影響がないと想定される高台へ配備する。（T.P.約 28m 以上） 

 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.8 原子炉格納容器ガス管理設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１ 

 

 

添付資料－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.8 原子炉格納容器ガス管理設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.8 原子炉格納容器ガス管理設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.9 原子炉圧力容器内・原子力格納容器内監視計器） 

-1- 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.9 原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計器 

2.9.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.9.1.6 自然災害対策等 

 （１）津波 

    原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計測器については，仮設防潮堤を設置した 

   ことでアウターライズ津波の影響がないと想定される O.P.10ｍ以上のエリアに設置 

   する。 

 （２）火災 

    現場盤等からの火災が考えられることから，初期消火の対応ができるよう近傍に消火 

   器を設置する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9 原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計器 

2.9.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.9.1.6 自然災害対策等 

 （１）津波 

    原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計測器については，仮設防潮堤を設置した 

   ことでアウターライズ津波の影響がないと想定される T.P.8.5ｍ以上のエリアに設置 

   する。 

 （２）火災 

    現場盤等からの火災が考えられることから，初期消火の対応ができるよう近傍に消火 

   器を設置する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.10 放射性固体廃棄物等の管理施設） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.10 放射性固体廃棄物等の管理施設 

2.10.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.10.1.3 設計方針 

 

（中略） 

 

(5) 津波への対応 

アウターライズ津波の最大到達高さ O.P.+約 14m（敷地南側：仮設防潮堤設置後）に対して，固体廃

棄物貯蔵庫，瓦礫等一時保管エリア（１ヵ所除く）は，標高の高い場所に設置されている。また，敷地

北側の標高の低い 1ヵ所（O.P.+約 12m）の一時保管エリアについてもアウターライズ津波が遡上しない

ことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.10 放射性固体廃棄物等の管理施設 

2.10.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.10.1.3 設計方針 

 

（中略） 

 

(5) 津波への対応 

固体廃棄物貯蔵庫，瓦礫等一時保管エリア（１ヵ所除く）は，アウターライズ津波が到達しないと考

えられる標高の高い場所に設置されている。また，敷地北側の標高の低い 1ヵ所（T.P.+約 11m）の一時

保管エリアについてもアウターライズ津波が遡上しないことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.10 放射性固体廃棄物等の管理施設） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－７ 

 

 

 
 

図－１ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の全体概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－７ 

 

 

 
 

図－１ 固体廃棄物貯蔵庫第９棟の全体概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

245



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.10 放射性固体廃棄物等の管理施設） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－９ 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟の構造強度に関する検討結果 

 

（中略） 

 

添付資料－９ 別添－３ 

自然現象（津波，豪雨，台風，竜巻等）を考慮した構造設計について 

 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟は，アウターライズ津波の最大到達高さ O.P.+約 14m に対し，O.P.+約 43m

に建設するため，津波による影響は受けない。 

 

 

 

添付資料－９ 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟の構造強度に関する検討結果 

 

（中略） 

 

添付資料－９ 別添－３ 

自然現象（津波，豪雨，台風，竜巻等）を考慮した構造設計について 

 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.+約 42m に建設する

ため，津波による影響は受けない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.13  使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

2.13.1  基本設計 

2.13.1.1  設置の目的 

 

（中略） 

 

2.13.1.6  自然災害対策等 

 

（中略） 

 

(1) 津波 

キャスク仮保管設備は，発電所構内の高台（約 OP.39.7m）に位置するグラウンドに設 

置することから，津波の影響を受けることはない。 

 

 

 

 

 

2.13  使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

2.13.1  基本設計 

2.13.1.1  設置の目的 

 

（中略） 

 

2.13.1.6  自然災害対策等 

 

（中略） 

 

(1) 津波 

キャスク仮保管設備は，発電所構内の高台（T.P. 約 38m）に位置するグラウンドに設 

置することから，津波の影響を受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 1-1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.13.3  添付資料 

添付資料－１ 設備概略図 

 

（中略） 

 

設備概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 キャスク仮保管設備の構内位置 

 

2.13.3  添付資料 

添付資料－１ 設備概略図 

 

（中略） 

 

設備概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 キャスク仮保管設備の構内位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ：キャスク仮保管設備 

OP.39，700 

  ：キャスク仮保管設備 

T.P. 約 38m 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 2-9 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２ 評価の基本方針 

 

（中略） 

 

3 耐震設計方針 

 

（中略） 

 

(3)設計用地震力 

各機器の耐震設計に用いる設計用地震力は，以下より算定する。 

 

項目 機器等 摘要 

(1) 基準地震動 

 

Ss  

(2)設計用地震動 基準地震動 Ss-1： 

(水平)最大加速度振幅 450gal,約 81 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 300gal,約 81 秒間 

基準地震動 Ss-2： 

(水平)最大加速度振幅 600gal,約 60 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 400gal,約 60 秒間 

基準地震動 Ss-3： 

(水平)最大加速度振幅 450gal,約 26 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 300gal,約 26 秒間 

 

O.P.-196m の基盤

(Vs＝約 700m/s)

を解放基盤表面と

して定義する。 

 

 

(3)動的解析の方法 時刻歴応答解析法 

応答スペクトル法 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－２ 評価の基本方針 

 

（中略） 

 

3 耐震設計方針 

 

（中略） 

 

(3)設計用地震力 

各機器の耐震設計に用いる設計用地震力は，以下より算定する。 

 

項目 機器等 摘要 

(2) 基準地震動 

 

Ss  

(2)設計用地震動 基準地震動 Ss-1： 

(水平)最大加速度振幅 450gal,約 81 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 300gal,約 81 秒間 

基準地震動 Ss-2： 

(水平)最大加速度振幅 600gal,約 60 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 400gal,約 60 秒間 

基準地震動 Ss-3： 

(水平)最大加速度振幅 450gal,約 26 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 300gal,約 26 秒間 

 

T.P.-197m の基盤

(Vs＝約 700m/s)

を解放基盤表面と

して定義する。 

 

 

(3)動的解析の方法 時刻歴応答解析法 

応答スペクトル法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 2-11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２ 評価の基本方針 

 

（中略） 

 

3 耐震設計方針 

 

（中略） 

 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

1)解析概要 

本検討では基礎－地盤連成系の２次元ＦＥＭ応答解析を行い，基礎上面での応答波の応答スペク

トルの作成，設計用地震力の算定を行う。解析プログラムは Super-FLUSH/2D を用いる。 

 

2)解析に用いる検討用地震動 

検討用地震動は，「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関わる耐震設計審査指針』の改訂

に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（平成 20 年 3月 31 日 東京電力株式会社）にて作成した

解放基盤表面で定義される基準地震動 Ss を用いる。解放基盤表面位置（O.P.-196.0m）における基

準地震動 Ss-1，Ss-2，Ss-3 の加速度時刻歴波形を図 3-1～3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－２ 評価の基本方針 

 

（中略） 

 

3 耐震設計方針 

 

（中略） 

 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

1)解析概要 

本検討では基礎－地盤連成系の２次元ＦＥＭ応答解析を行い，基礎上面での応答波の応答スペク

トルの作成，設計用地震力の算定を行う。解析プログラムは Super-FLUSH/2D を用いる。 

 

2)解析に用いる検討用地震動 

検討用地震動は，「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関わる耐震設計審査指針』の改訂

に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（平成 20 年 3月 31 日 東京電力株式会社）にて作成した

解放基盤表面で定義される基準地震動 Ss を用いる。解放基盤表面位置における基準地震動 Ss-1，

Ss-2，Ss-3 の加速度時刻歴波形を図 3-1～3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 2-15 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.13.3  添付資料－2 

3 耐震設計方針 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 解析モデルの概要（N-S 方向） 

 

2.13.3  添付資料－2 

3 耐震設計方針 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 

 
 

 

 

 

 

図 3-4 解析モデルの概要（N-S 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G.L.± 0 G.L.100 

（単位:mm） 

側方 

エネルギー 

伝達境界 

底面粘性境界 

（単位:mm） 
底面粘性境界 

側方 

エネルギー 

伝達境界 

2-13では，G.L.±0m=T.P.38.264m（※）とする。 

（※）震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への

換算値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 

G.L.±0 G.L.100 

251



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 2-16 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.13.3  添付資料－2 

3 耐震設計方針 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 解析モデルの概要（E-W 方向） 

 

.13.3  添付資料－2 

3 耐震設計方針 

(5)地盤の応答解析による設計用地震力の算定 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 
 

 

 

 

 

 

図 3-5 解析モデルの概要（E-W 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G.L.100 G.L.± 0 

側方 

エネルギー 

伝達境界 

（単位:mm） 底面粘性境界 （単位:mm） 底面粘性境界 

側方 

エネルギー 

伝達境界 

2-13では，G.L.±0m=T.P.38.264m（※）とする。 

（※）震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への

換算値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 2-17 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２ 評価の基本方針 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 

表 3-2 解析用地盤定数 

 

地層名 

層標高 各地層厚 
湿潤密度

ρ 

せん断弾性 

係数 

Ｇ0 

せん断波 

速度 

Ｖs 

強度特性 

Ｃ φ 

上端 下端 
(ｍ) (t/㎥) (kN/㎡) (ｍ/sec) (N/㎟) (°) 

OP(ｍ) OP(ｍ) 

コンクリート基礎 39.800 38.800 1.000 2.679 10,420,000 1972 - - 

埋戻し土 39.700 35.800 3.900 1.8 72,600 201 0 30 

改良地盤 38.800 35.800 3.000 1.8 380,000 459 - - 

段丘堆積物 35.800 29.026 6.774 1.59 158,000 315 0.039 24.7 

T3部層 中粒砂岩層 29.026 25.215 3.811 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 25.215 18.837 6.378 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 互層部 18.837 8.694 10.143 1.76 302,000 414 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 8.694 6.109 2.585 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 中粒砂岩層 6.109 4.754 1.355 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 4.754 1.693 3.061 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 粗粒砂岩層 1.693 1.128 0.565 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 1.128 -24.980 26.108 1.71 427,000 500 1.5 0 

T2部層 -24.980 -118.400 93.420 

深度依存 

1.76～

1.80 

深度依存 

334,000～ 

635,000 

深度依存 

436～594 

深度依存 

1.131～

1.839 

0 

T1部層 -118.400 -185.880 67.480 1.79 667,000 610 1.62 0 

先富岡層 -185.880 -196.000 10.120 1.88 954,000 712 1.8 0 

解放基盤面 -196.000 - - 1.88 954,000 712 1.8 0 

添付資料－２ 評価の基本方針 

3)地震応答解析モデル 

（中略） 

 

表 3-2 解析用地盤定数 

 

地層名 

層標高 各地層厚 
湿潤密度

ρ 

せん断弾性 

係数 

Ｇ0 

せん断波 

速度 

Ｖs 

強度特性 

Ｃ φ 

上端 下端 
(ｍ) (t/㎥) (kN/㎡) (ｍ/sec) (N/㎟) (°) 

G.L.(ｍ) G.L.(ｍ) 

コンクリート基礎 0.100  -0.900  1.000 2.679 10,420,000 1972 - - 

埋戻し土 0.000  -3.900  3.900 1.8 72,600 201 0 30 

改良地盤 -0.900  -3.900  3.000 1.8 380,000 459 - - 

段丘堆積物 -3.900  -10.674  6.774 1.59 158,000 315 0.039 24.7 

T3部層 中粒砂岩層 -10.674  -14.485  3.811 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 -14.485  -20.863  6.378 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 互層部 -20.863  -31.006  10.143 1.76 302,000 414 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 -31.006  -33.591  2.585 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 中粒砂岩層 -33.591  -34.946  1.355 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 -34.946  -38.007  3.061 1.71 427,000 500 1.5 0 

T3部層 粗粒砂岩層 -38.007  -38.572  0.565 1.84 210,000 338 0.098 38.6 

T3部層 泥質部 -38.572  -64.680  26.108 1.71 427,000 500 1.5 0 

T2部層 -64.680  -158.100  93.420 

深度依存 

1.76～

1.80 

深度依存 

334,000～ 

635,000 

深度依存 

436～594 

深度依存 

1.131～

1.839 

0 

T1部層 -158.100  -225.580  67.480 1.79 667,000 610 1.62 0 

先富岡層 -225.580  -235.700  10.120 1.88 954,000 712 1.8 0 

解放基盤面 -235.700 - - 1.88 954,000 712 1.8 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 「福島第一原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書」（平成５年４月）等 出典： 「福島第一原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書」（平成５年４月）等 

2-13では，G.L.±0m=T.P.38.264m（※）とする。 

（※）震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への

換算値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添 3-107 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－３ 構造強度及び耐震性について 

1 構造強度 

1.1 乾式キャスクの構造強度 

(1) 乾式貯蔵キャスク 

 

（中略） 

 

(5) 改良地盤の構造強度に対する検討 

 

（中略） 

 

2)検討モデル 

改良地盤の範囲は，コンクリート基礎下面からO.P.+35.80ｍまでである。図1.4-12 に地盤 

改良平面図，図 1.4-13 に１-１断面を示す。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－３ 構造強度及び耐震性について 

1 構造強度 

1.1 乾式キャスクの構造強度 

(1) 乾式貯蔵キャスク 

 

（中略） 

 

(5) 改良地盤の構造強度に対する検討 

 

（中略） 

 

2)検討モデル 

改良地盤の範囲は，コンクリート基礎下面からG.L.-3.90ｍまでである。図1.4-12 に地盤 

改良平面図，図 1.4-13 に１-１断面を示す。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-13 １-１断面（単位：mm） 
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図 1.4-13 １-１断面（単位：mm） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-13-添-292 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.13.3  添付資料－3 

2.5 コンクリート基礎の耐震性 

(5) 改良地盤の耐震性に対する検討 

2)検討モデル 

改良地盤の範囲は，コンクリート基礎下面からO.P.+35.80ｍまでである。図2.5-12 に地盤 

改良平面図，図 2.5-13 に１-１断面を示す。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.13.3  添付資料－3 

2.5 コンクリート基礎の耐震性 

(5) 改良地盤の耐震性に対する検討 

2)検討モデル 

改良地盤の範囲は，コンクリート基礎下面からG.L.-3.90ｍまでである。図2.5-12 に地盤 

改良平面図，図 2.5-13 に１-１断面を示す。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-13 １-１断面（単位：mm） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備） 

Ⅱ-2-3-添 3-308 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－３ 構造強度及び耐震性について 

1 構造強度 

 

（中略） 

 

3 異常時の評価 

3.1 異常事象の抽出 

（中略） 

3.1.4 異常事象の抽出 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－３ 構造強度及び耐震性について 

1 構造強度 

 

（中略） 

 

3 異常時の評価 

3.1 異常事象の抽出 

（中略） 

3.1.4 異常事象の抽出 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-1 異常事象の抽出（3/3） 

起因事象 

（ハンドリングフローNo.） 

原因 異常事象発生の可能性 発生の

要否 

想定シナリオ 抽出の

要否 

地震 
乾式キャスク，コンクリートモジュールは，地震時にも基本的安全

機能を維持できるよう設計する。 

× 
 

× 

火災・爆発 

動力機関として内燃機関を使用するものはなく，実用上可能な限り

不燃性又は難燃性材料を使用し，持ち込み物品の制限等の運用対応

をするため，火災の発生する可能性は非常に低い。 

×  × 

外部電源喪失 
クレーンのフェイルセイフ設計により，乾式キャスクの落下防止，

衝突防止が施されている。 

×  × 

経年変化 

乾式貯蔵キャスクは設計貯蔵期間 40 年で，輸送貯蔵兼用キャスク

は設計貯蔵期間 50 年で設計されており，それより短い期間で使用

するため，経年変化を考慮する必要はない。 

×  × 

地震以外の自然災害 

台風 
コンクリートモジュールの風荷重に対する設計は，「建築基準法」に

定める設計基準に従う。 

×  × 

積雪，凍結 
敷地周辺の過去の記録に基づいて敷地で考えられる最も過酷な場合

を想定した設計を行う。 

×  × 

津波，高潮 
敷地の標高（T.P. 約 38m），海岸からの距離等から判断して，敷地

が被害を受けることは考えられない。 

×  × 

 
 

表 3.1-1 異常事象の抽出（3/3） 

起因事象 

（ハンドリングフローNo.） 

原因 異常事象発生の可能性 発生の

要否 

想定シナリオ 抽出の

要否 

地震 
乾式キャスク，コンクリートモジュールは，地震時にも基本的安全

機能を維持できるよう設計する。 

× 
 

× 

火災・爆発 

動力機関として内燃機関を使用するものはなく，実用上可能な限り

不燃性又は難燃性材料を使用し，持ち込み物品の制限等の運用対応

をするため，火災の発生する可能性は非常に低い。 

×  × 

外部電源喪失 
クレーンのフェイルセイフ設計により，乾式キャスクの落下防止，

衝突防止が施されている。 

×  × 

経年変化 

乾式貯蔵キャスクは設計貯蔵期間 40 年で，輸送貯蔵兼用キャスク

は設計貯蔵期間 50 年で設計されており，それより短い期間で使用

するため，経年変化を考慮する必要はない。 

×  × 

地震以外の自然災害 

台風 
コンクリートモジュールの風荷重に対する設計は，「建築基準法」に

定める設計基準に従う。 

×  × 

積雪，凍結 
敷地周辺の過去の記録に基づいて敷地で考えられる最も過酷な場合

を想定した設計を行う。 

×  × 

津波，高潮 
敷地の標高（OP.39,700），海岸からの距離等から判断して，敷地が

被害を受けることは考えられない。 

×  × 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.14 監視室・制御室） 

-1- 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.14 監視室・制御室 

2.14.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.14.1.6 自然災害対策等 

 （１）津波 

    免震重要棟集中監視室，シールド中操は何れも津波による影響がないと想定される 

   高台（O.P.30ｍ以上）に設置する。 

 （２）火災 

    火災感知器及び消火器を設けることによって，早期火災検知及び早期消火に努める。 

 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.14 監視室・制御室 

2.14.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.14.1.6 自然災害対策等 

 （１）津波 

    免震重要棟集中監視室，シールド中操は何れも津波による影響がないと想定される 

   高台（T.P.約 28ｍ以上）に設置する。 

 （２）火災 

    火災感知器及び消火器を設けることによって，早期火災検知及び早期消火に努める。 

 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.15 放射線管理関係設備等） 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

2.15 放射線管理関係設備等 

2.15.1 基本設計 

 

（中略） 

2.15.1.5 設計上の考慮すべき事項 

ダスト放射線モニタ，モニタリングポストならびに２号機原子炉建屋排気設備は，『特定原子力施

設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項につ

いて』に示される“１４．設計上の考慮”を踏まえた設計とすることを基本方針として，特に次の

事項に考慮する。 

(1) 準拠規格及び基準 

一般的な放射線計測器や一般構造物と同様の構造強度を有する設計とし，耐震性についても一般構造

物と同等なものとして設計する。 

 

(2) 自然現象に対する設計上の考慮 

仮設防潮堤を設置したことでアウターライズ津波の影響がないと想定される O.P.10m以上のエリアに

設置する。 

 

 

2.15 放射線管理関係設備等 

2.15.1 基本設計 

 

（中略） 

2.15.1.5 設計上の考慮すべき事項 

ダスト放射線モニタ，モニタリングポストならびに２号機原子炉建屋排気設備は，『特定原子力施

設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項につ

いて』に示される“１４．設計上の考慮”を踏まえた設計とすることを基本方針として，特に次の

事項に考慮する。 

(1) 準拠規格及び基準 

一般的な放射線計測器や一般構造物と同様の構造強度を有する設計とし，耐震性についても一般構造

物と同等なものとして設計する。 

 

(2) 自然現象に対する設計上の考慮 

仮設防潮堤を設置したことでアウターライズ津波の影響がないと想定される 1～4 号機の標高以上の

エリアに設置する。（Ⅲ.3.1.3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.16.4 高性能多核種除去設備検証試験装置） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.16.4 高性能多核種除去設備検証試験装置 

2.16.4.1 基本設計 

（中略） 

2.16.4.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

検証試験装置は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる O.P.30m 以上の場所に設置する。 

 

（中略） 

 

2.16.4 高性能多核種除去設備検証試験装置 

2.16.4.1 基本設計 

（中略） 

2.16.4.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

検証試験装置は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m 以上の場所に設置す

る。（Ⅲ.3.1.3 参照） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.17  放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備） 

2.17.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.17.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

アウターライズ津波による遡上，大雨等による溢水を考慮し，焼却炉建屋は O.P.約 23.0m に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.17  放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備） 

2.17.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.17.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

アウターライズ津波による遡上，大雨等による溢水を考慮し，焼却炉建屋は T.P.約 22m に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

260



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－８ 焼却炉建屋の構造強度に関する検討結果 

 

1. 評価方針 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－８ 焼却炉建屋の構造強度に関する検討結果 

 

1. 評価方針 

 

（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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図－１ 1階平面図（O.P.23.25）（単位：m） 

 

図－２ 2階平面図（O.P.30.8）(単位：m) 
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図－１ 1階平面図（G.L.+0.25）（単位：m） 

 

図－２ 2階平面図（G.L.+7.8）(単位：m) 

添付資料-8 では，G.L.±0m = T.P.22.2m（※）とする。 

（※）2012 年 6 月に実施した測量結果による。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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図－４ 屋根平面図（その 1）（O.P.44.3）（単位：m） 

 

図－３ 3階平面図（O.P.38.3）（単位：m） 
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図－４ 屋根平面図（その 1）（G.L.+21.3）（単位：m） 

 

図－３ 3階平面図（G.L.+15.3）（単位：m） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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図－５ 屋根平面図（その 2）（O.P.48.8）（単位：m） 
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図－５ 屋根平面図（その 2）（G.L.+25.8）（単位：m） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

      

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

 

 

 

      

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

O.P.23.0 O.P.23.25 

O.P.30.8 

O.P.38.3 

O.P.44.3 

O.P.48.8 

図－６ A－A断面図（EW方向）（単位：m） 

 

O.P.23.0 O.P.23.25 

O.P.30.8 

O.P.38.3 

O.P.44.3 

O.P.48.8 

図－７ B－B断面図（NS方向）（単位：m） 

 

G.L.±0 G.L.+0.25 

G.L.+7.8 

G.L.+15.3 

G.L.+21.3 

G.L.+25.8 

図－６ A－A断面図（EW方向）（単位：m） 

 

G.L.±0 G.L.+0.25 

G.L.+7.8 

G.L.+15.3 

G.L.+21.3 

G.L.+25.8 

図－７ B－B断面図（NS方向）（単位：m） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2. 評価条件 

 

（中略） 

 

表－４ 水平地震力の算定結果 

O.P. 

(m) 

当該層以上の重量Ｗｉ

(kN) 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃｉ 

設計用地震力 

(kN) 

48.80 

 

44.30 

 

38.30 

 

30.80 

 

23.25 

21552.7 0.704 15166.5 

78223.2 0.480 37530.4 

155335.9 0.380 58975.9 

252179.6 0.300 75653.9 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 評価条件 

 

（中略） 

 

表－４ 水平地震力の算定結果 

G.L. 

(m) 

当該層以上の重量Ｗｉ

(kN) 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃｉ 

設計用地震力 

(kN) 

25.8 

 

21.3 

 

15.3 

 

7.8 

 

0.25 

21552.7 0.704 15166.5 

78223.2 0.480 37530.4 

155335.9 0.380 58975.9 

252179.6 0.300 75653.9 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

266



 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3. 評価結果 

 

（中略） 

 

3.4 改良地盤の評価結果 

(1) 設計方針 

 焼却炉建屋を支持する改良地盤は，基礎スラブ直下の地盤を南北方向に約 45m，東西方向に約 69m，

改良体厚さ約 10m とし，O.P.11m の泥岩に支持する。 

検討は「改定版 建築物のための改良地盤設計及び品質管理指針 日本建築センター」に準拠し，改

良地盤の支持力に対して，常時及び地震時の改良地盤に生じる最大接地圧が許容支持力度以下であるこ

とを確認する。さらに，常時及び地震時の改良体に生じる最大応力が許容応力度以下であることを確認

する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 評価結果 

 

（中略） 

 

3.4 改良地盤の評価結果 

(1) 設計方針 

 焼却炉建屋を支持する改良地盤は，基礎スラブ直下の地盤を南北方向に約 45m，東西方向に約 69m，

改良体厚さ約 10m とし，G.L.-12m の泥岩に支持する。 

検討は「改定版 建築物のための改良地盤設計及び品質管理指針 日本建築センター」に準拠し，改

良地盤の支持力に対して，常時及び地震時の改良地盤に生じる最大接地圧が許容支持力度以下であるこ

とを確認する。さらに，常時及び地震時の改良体に生じる最大応力が許容応力度以下であることを確認

する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4. 保有水平耐力の検討 

 

（中略） 

 

表－１７ 必要保有水平耐力と保有水平耐力の比較 

(1) EW 方向（長辺） 

O.P. 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（kN） 

 

ｕｎ

ｕ

Ｑ

Ｑ
＊ 

 

44.3～48.8  27805.2  54894.9 1.974 

38.3～44.3  68805.8  135840.8 1.974 

30.8～38.3 108122.4 213462.2 1.974 

23.25～30.8 138698.8 273828.1 1.974 

 

(2) NS 方向（短辺） 

O.P. 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（kN） 

 

ｕｎ

ｕ

Ｑ

Ｑ
＊ 

 

44.3～48.8  27805.2  45715.7 1.644 

38.3～44.3  68805.8 113126.4 1.644 

30.8～38.3 108122.4 177768.5 1.644 

23.25～30.8 138698.8 228040.4 1.644 

注記＊：安全余裕 

以上のことから，焼却炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 保有水平耐力の検討 

 

（中略） 

 

表－１７ 必要保有水平耐力と保有水平耐力の比較 

(1) EW 方向（長辺） 

G.L. 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（kN） 

 

ｕｎ

ｕ

Ｑ

Ｑ
＊ 

 

21.3～25.8  27805.2  54894.9 1.974 

15.3～21.3  68805.8  135840.8 1.974 

7.8～15.3 108122.4 213462.2 1.974 

0.25～7.8 138698.8 273828.1 1.974 

 

(2) NS 方向（短辺） 

G.L. 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（kN） 

 

ｕｎ

ｕ

Ｑ

Ｑ
＊ 

 

21.3～25.8  27805.2  45715.7 1.644 

15.3～21.3  68805.8 113126.4 1.644 

7.8～15.3 108122.4 177768.5 1.644 

0.25～7.8 138698.8 228040.4 1.644 

注記＊：安全余裕 

以上のことから，焼却炉建屋の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

268



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－17 

雑固体廃棄物焼却設備の耐震性に関する説明書 

 

（中略） 

 

1.1.3 設計用地震力 

 

（中略） 

 

(2) 動的地震力 

Ｂクラス設備で建物・構築物と共振のおそれがあるものについては，弾性設計用地震動Ｓｄを 1/2 倍

した地震波による動的地震力を考慮する。 

 

項目 機器・配管系 備考 

設計用地震動 1/2Ｓｄ-1： 

(水平)最大加速度振幅 112.5gal，約 81秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 75gal，約 81秒間 

1/2Ｓｄ-2： 

(水平)最大加速度振幅 150gal，約 60 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 100gal，約 60 秒間 

1/2Ｓｄ-3： 

(水平)最大加速度振幅 112.5gal，約 26秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 75gal，約 26秒間 

O.P.-196m の基盤

(Vs＝約 700m/s)を

解放基盤表面とし

て定義する。 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－17 

雑固体廃棄物焼却設備の耐震性に関する説明書 

 

（中略） 

 

1.1.3 設計用地震力 

 

（中略） 

 

(2) 動的地震力 

Ｂクラス設備で建物・構築物と共振のおそれがあるものについては，弾性設計用地震動Ｓｄを 1/2 倍

した地震波による動的地震力を考慮する。 

 

項目 機器・配管系 備考 

設計用地震動 1/2Ｓｄ-1： 

(水平)最大加速度振幅 112.5gal，約 81秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 75gal，約 81秒間 

1/2Ｓｄ-2： 

(水平)最大加速度振幅 150gal，約 60 秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 100gal，約 60 秒間 

1/2Ｓｄ-3： 

(水平)最大加速度振幅 112.5gal，約 26秒間 

(鉛直)最大加速度振幅 75gal，約 26秒間 

T.P.約-197m の基

盤(Vs＝約 700m/s)

を解放基盤表面と

して定義する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（以下同様） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

1.1.5.2 建物・構築物等の設計用床応答スペクトル 

 焼却炉建屋の設計用床応答スペクトルの一覧表を表－１に，設計用床応答スペクトルを図２～９にそ

れぞれ示す。 

 

 
 

図－１ 焼却炉建屋地震応答解析モデル（単位：m） 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.5.2 建物・構築物等の設計用床応答スペクトル 

 焼却炉建屋の設計用床応答スペクトルの一覧表を表－１に，設計用床応答スペクトルを図２～９にそ

れぞれ示す。 

 

 
図－１ 焼却炉建屋地震応答解析モデル（単位：m） 

 

 

 

 

 

 

添付資料-17 では，G.L.±0m = T.P.22.2m（※）とする。 

（※）2012 年 6月に実施した測量結果による。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－１ 設計用床応答スペクトル一覧表 

 

構造物 質点番号 
O.P. 

（m） 

減衰定数 

(%) 
地震方向 図番 

焼 

却 

炉 

建 

屋 

1 44.30 0.5 

鉛直 図－２ 

NS 及び EW方向 図－３ 

3 30.80 1.0 

鉛直 図－４ 

NS 及び EW方向 図－５ 

4 23.25 

1.0 

鉛直 図－６ 

NS 及び EW方向 図－７ 

2.0 

鉛直 図－８ 

NS 及び EW方向 図－９ 

 

 

 

 

 

 
 

図－２ R1FL（O.P.44.30）の設計用床応答スペクトル（鉛直，0.5％減衰) 

 

 

 

 

 

 

表－１ 設計用床応答スペクトル一覧表 

 

構造物 質点番号 
G.L.+ 

（m） 

減衰定数 

(%) 
地震方向 図番 

焼 

却 

炉 

建 

屋 

1 21.30 0.5 

鉛直 図－２ 

NS 及び EW方向 図－３ 

3 7.80 1.0 

鉛直 図－４ 

NS 及び EW方向 図－５ 

4 0.25 

1.0 

鉛直 図－６ 

NS 及び EW方向 図－７ 

2.0 

鉛直 図－８ 

NS 及び EW方向 図－９ 

 

 

 

 

 

 
 

図－２ R1FL（G.L.+21.30）の設計用床応答スペクトル（鉛直，0.5％減衰) 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 
 

図－３ R1FL（O.P.44.30）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，0.5％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－４ 2FL（O.P.30.80）の設計用床応答スペクトル（鉛直，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－３ R1FL（G.L.+21.30）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，0.5％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－４ 2FL（G.L.+7.80）の設計用床応答スペクトル（鉛直，1.0％減衰) 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 
 

図－５ 2FL（O.P.30.80）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－６ 1FL（O.P.23.25）の設計用床応答スペクトル（鉛直，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－５ 2FL（G.L.+7.80）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－６ 1FL（G.L.+0.25）の設計用床応答スペクトル（鉛直，1.0％減衰) 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 
 

図－７ 1FL（O.P.23.25）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－８ 1FL（O.P.23.25）の設計用床応答スペクトル（鉛直，2.0％減衰) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－７ 1FL（G.L.+0.25）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，1.0％減衰) 

 

 

 

 

 
 

図－８ 1FL（G.L.+0.25）の設計用床応答スペクトル（鉛直，2.0％減衰) 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 
 

図－９ 1FL（O.P.23.25）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，2.0％減衰) 

 

 

2. 耐震性評価 

 

（中略） 

 

2.1.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（O.P.23.25） 

ＣＨｘ＝0.48 

ＣＨｙ＝0.48 
－ -0.01 

 

 

（中略） 

 

 

2.2.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（O.P.23.25） 

ＣＨｘ＝0.56 

ＣＨｙ＝0.59 
ＣＶ＝0.19 -0.01 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－９ 1FL（G.L.+0.25）の設計用床応答スペクトル（NS及び EW 方向，2.0％減衰) 

 

 

2. 耐震性評価 

 

（中略） 

 

2.1.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（G.L.+0.25） 

ＣＨｘ＝0.48 

ＣＨｙ＝0.48 
－ -0.01 

 

 

（中略） 

 

 

2.2.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（G.L.+0.25） 

ＣＨｘ＝0.56 

ＣＨｙ＝0.59 
ＣＶ＝0.19 -0.01 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

（中略） 

 

 

 

2.3.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（O.P.23.25） 

ＣＨｘ＝0.73 

ＣＨｙ＝0.73 
ＣＶ＝0.20 -0.01 

 

 

（中略） 

 

 

2.4.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備排気機械室 

（O.P.30.80） 
ＣＨ＝0.46 － -0.01 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

2.3.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備室 

（G.L.+0.25） 

ＣＨｘ＝0.73 

ＣＨｙ＝0.73 
ＣＶ＝0.20 -0.01 

 

 

 

 

 

2.4.4 設計条件 

据付場所 

（m） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

焼却設備排気機械室 

（G.L.+7.80） 
ＣＨ＝0.46 － -0.01 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－20 

流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力についての計算書 

 

1. 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価 

 

（中略） 

 

表－１ 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価（容器設置区画における漏えい） 

 
 

 

 

 

表－２ 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価（容器設置区画以外の箇所における

漏えい） 

 

 

添付資料－20 

流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力についての計算書 

 

1. 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価 

 

（中略） 

 

表－１ 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価（容器設置区画における漏えい） 

 
 

 

 

 

表－２ 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価（容器設置区画以外の箇所における

漏えい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（以下同様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料-20では，G.L.±0m = T.P.22.2m（※）とする。 

（※）2012年 6月に実施した測量結果による。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.18 ５・６号機に関する共通事項） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.18 ５・６号機に関する共通事項 

 

（中略） 

 

2.18.3 異常時の対応 

 

（中略） 

 

電源車（５・６号機用として 2台以上）は O.P.30m 以上の場所に配備されており，５号機 

タービン建屋 2階に設置されている所内低圧母線へ供給可能なケーブルが接続済である。 

復旧時に必要な消防車＊2）（５・６号機用として 2 台以上，消防車用のホースも原子炉建屋内

に配備済）は O.P.30m 以上の場所に配備されているが，震災の場合は移動し注水可能な位置に 

消防車を配置する。消防車の規格放水圧は 0.55ＭPa 以上あり（流量は 30m3/h 以上），原子炉建

屋最上階（オペレーティングフロア）の高さは，消防車の位置からそれぞれ５号機が約 30m，６

号機が約 39m である。圧力損失を考慮しても，原子炉及び使用済燃料プールに注水するのに十分

な能力を有している。（添付資料－２ 別添－１ 参照） 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.18 ５・６号機に関する共通事項 

 

（中略） 

 

2.18.3 異常時の対応 

 

（中略） 

 

電源車（５・６号機用として 2台以上）は T.P.約 28m 以上の場所に配備されており，５号機 

タービン建屋 2階に設置されている所内低圧母線へ供給可能なケーブルが接続済である。 

復旧時に必要な消防車＊2）（５・６号機用として 2台以上，消防車用のホースも原子炉建屋内 

に配備済）は T.P.約 28m 以上の場所に配備されているが，震災の場合は移動し注水可能な位置に

消防車を配置する。消防車の規格放水圧は 0.55ＭPa 以上あり（流量は 30m3/h 以上），原子炉建

屋最上階（オペレーティングフロア）の高さは，消防車の位置からそれぞれ５号機が約 30m，６

号機が約 39m である。圧力損失を考慮しても，原子炉及び使用済燃料プールに注水するのに十分

な能力を有している。（添付資料－２ 別添－１ 参照） 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.18 ５・６号機に関する共通事項） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

添付資料－２ ５・６号機の耐震性について 

 

別添―２ ５・６号機 現状設備の耐震安全性について 

 

（中略） 

 

 

 

 

添付資料－２ ５・６号機の耐震性について 

 

別添―２ ５・６号機 現状設備の耐震安全性について 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

44 

50 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.37 モバイル型ストロンチウム除去装置等） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.37 モバイル型ストロンチウム除去装置等 

2.37.1 基本設計 

（中略） 

2.37.1.5 自然災害対策等 

(1) 津波 

モバイル型ストロンチウム除去装置等は，アウターライズ津波が到達しないと考えられるタンクエ

リア近傍の O.P.30m 以上の場所に設置する。 

 

（中略） 

 

2.37 モバイル型ストロンチウム除去装置等 

2.37.1 基本設計 

（中略） 

2.37.1.5 自然災害対策等 

(1) 津波 

モバイル型ストロンチウム除去装置等は，アウターライズ津波が到達しないと考えられるタンクエ

リア近傍の T.P.約 28m 以上の場所に設置する。（Ⅲ.3.1.3 参照） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.40 放水路浄化設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.40 放水路浄化設備 

2.40.1 基本設計 

（中略） 

2.40.1.5 自然災害対策等 

(1) 津波 

放水路浄化設備は，仮設防潮堤により，アウターライズ津波による浸水を防止する。また，アウタ

ーライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警報が出た際は，O.P.35m 地盤にある電源盤の操作

により移送ポンプの電源を停止し，隔離弁を閉止することで，滞留水の流出を防止する。なお，津波

による配管損傷があった場合でも，移送ポンプを停止することで，滞留水の漏えいは限定的なものと

なる。 
 
（中略） 

 

 

 

2.40 放水路浄化設備 

2.40.1 基本設計 

（中略） 

2.40.1.5 自然災害対策等 

(1) 津波 

放水路浄化設備は，仮設防潮堤により，アウターライズ津波による浸水を防止する。また，アウタ

ーライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警報が出た際は，T.P.33.5m 盤にある電源盤の操作

により移送ポンプの電源を停止し，隔離弁を閉止することで，滞留水の流出を防止する。なお，津波

による配管損傷があった場合でも，移送ポンプを停止することで，滞留水の漏えいは限定的なものと

なる。 
 
（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.40 放水路浄化設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１ 

配置概要，系統構成図等 
 

 
 

図－１－１ 概略配置図 
 
 
 

 
 

図－１－２ 概略系統図 
 
 
 

（中略） 

添付資料－１ 

配置概要，系統構成図等 
 

 
 

図－１－１ 概略配置図 
 
 
 

 
 

図－１－２ 概略系統図 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 

 

 

ストームドレ

ン管理建屋

軽油
タンク

道路

２号Ｔ／Ｂ ３号Ｔ／Ｂ ４号Ｔ／ＢＳ／Ｂ

軽油
タンク

消
耗
品
倉
庫

１

２

３
O.P10

O.P7.5

１号機放水路立抗（上流）
１号機放水路立抗（下流）

１号機放水口

放水路浄化設備
（モバイル式処理装置（既設））

３／４号機

サービスビル

①立坑（上流）～装置PE管（約２００ｍ）
②弁ユニット～吸着塔ユニット

吸着塔ユニット～弁ユニット
③装置～立坑（下流）（約１７０ｍ）

弁ユニット 吸着塔ユニット

土砂

O.P. +0.50m

O.P. +0.50m

O.P. +0.22m

北

土砂により閉塞

推定保有水量：3,800m3

海側遮水壁

下流側立坑O.P. +10m盤

立坑（上流）

土砂埋没

放水路浄化装置

（モバイル式処理装置（既設）使用）

立坑（下流）

南
放水口
ゼオライト設置済

耐圧ホース：
ＰＥ管：
放水路内循環：

P

水中ポンプ

約40m約290m (立坑間)

ストームドレ

ン管理建屋

軽油
タンク

道路

２号Ｔ／Ｂ ３号Ｔ／Ｂ ４号Ｔ／ＢＳ／Ｂ

軽油
タンク

消
耗
品
倉
庫

１

２

３
O.P10

O.P7.5

１号機放水路立抗（上流）
１号機放水路立抗（下流）

１号機放水口

放水路浄化設備
（モバイル式処理装置（既設））

３／４号機

サービスビル

①立坑（上流）～装置PE管（約２００ｍ）
②弁ユニット～吸着塔ユニット

吸着塔ユニット～弁ユニット
③装置～立坑（下流）（約１７０ｍ）

弁ユニット 吸着塔ユニット

土砂

T.P. -0.94m

T.P. -0.94m

T.P. -1.22m

北

土砂により閉塞

推定保有水量：3,800m3

海側遮水壁

下流側立坑T.P. 8.5m盤

立坑（上流）

土砂埋没

放水路浄化装置

（モバイル式処理装置（既設）使用）

立坑（下流）

南
放水口
ゼオライト設置済

耐圧ホース：
ＰＥ管：
放水路内循環：

P

水中ポンプ

図－１－２に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）とO.P.からT.P.への
読替値（-727mm）を用いて，下式に基づき換算している。
＜換算式＞ T.P.＝旧O.P.-1,436mm

約40m約290m (立坑間)

T.P.6.0 

T.P.8.5 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.40 放水路浄化設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－３ 
放水路浄化装置の耐震性に関する説明書 

 
耐震性評価結果 

a. 放水路浄化装置（吸着塔，トレーラー）の転倒評価 
（中略） 

電源車の耐震性評価においては支配的な基準地震動を選定しており，その水平方向の最大応答加

速度（重心位置）は約 800gal である。これに対して，福島第一原子力発電所の水平方向の最大応答

加速度（OP.10m）は約 500gal と小さい。 
 

（中略） 

 

添付資料－３ 
放水路浄化装置の耐震性に関する説明書 

 
耐震性評価結果 

a. 放水路浄化装置（吸着塔，トレーラー）の転倒評価 
（中略） 

電源車の耐震性評価においては支配的な基準地震動を選定しており，その水平方向の最大応答加

速度（重心位置）は約 800gal である。これに対して，福島第一原子力発電所の水平方向の最大応答

加速度（T.P.約 8.5m）は約 500gal と小さい。 
 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高に関する記載の適正化

（O.P.→T.P.） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.3 地震及び津波への対応） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

1.3 地震及び津波への対応 

1.3.1 地震への対応 

 

（中略） 

 

（現行記載無し） 

 

 

 

 

（中略） 

 

1.3.2 津波への対応 

1.3.2.1 アウターライズ津波を想定した対応 

過去に福島沖のアウターライズで大規模な地震・津波が発生したことは知られていないものの，東北

地方太平洋沖地震の影響によってアウターライズにおける地震の発生が専門家によって指摘されてい

ることから（Ｌａｙ ｅｔ ａｌ．（２０１１）等)，福島沖のアウターライズにおける地震に伴う津波

を想定する。 

津波の評価にあたって想定する地震規模については，日本海溝でのアウターライズ地震の既往最大規

模は１９３３年昭和三陸地震（Ｍｗ８．４)であるが，ここでは，より安全側の評価としてプレート境

界で発生した地震ではあるものの，三陸沖で過去に発生した最大規模の地震として１６１１年慶長三陸

地震の地震規模Ｍｗ８．６を採用する。 

また，評価にあたっては，波源の断層パラメータの不確かさを考慮することとし，断層の位置，走向

を変化させ，発電所の津波高さが最大となる場合を想定する。 

上記解析の結果，発電所港湾内から敷地（１～４号機側Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ，５・６号機側Ｏ．Ｐ．＋

１３ｍ）への遡上は確認されないものの，敷地南東側から１～４号機側敷地（Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ）への

遡上が確認された。このため，敷地の南東部に仮設防潮堤を設置することとし，これをモデル化した数

値解析を実施した。その結果，仮設防潮堤により敷地への遡上を防ぐことができることを確認したこと

から，敷地の南東部に仮設防潮堤を設置した。（添付資料－１） 

 

（中略） 

 

1.3.3 添付資料 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 地震及び津波への対応 

1.3.1 地震への対応 

 

（中略） 

 

1.3.1.3 その他の対応 

(1) 1/2 号機共用排気筒の解体について 

1/2 号機共用排気筒は，震災後の点検で一部の部材に損傷が確認されたことから，耐震上の裕度を向上

させるため，排気筒の上部を解体する。 

 

（中略） 

 

1.3.2 津波への対応 

1.3.2.1 アウターライズ津波を想定した対応 

過去に福島沖のアウターライズで大規模な地震・津波が発生したことは知られていないものの，東北

地方太平洋沖地震の影響によってアウターライズにおける地震の発生が専門家によって指摘されてい

ることから（Ｌａｙ ｅｔ ａｌ．（２０１１）等)，福島沖のアウターライズにおける地震に伴う津波

を想定する。 

津波の評価にあたって想定する地震規模については，日本海溝でのアウターライズ地震の既往最大規

模は１９３３年昭和三陸地震（Ｍｗ８．４)であるが，ここでは，より安全側の評価としてプレート境

界で発生した地震ではあるものの，三陸沖で過去に発生した最大規模の地震として１６１１年慶長三陸

地震の地震規模Ｍｗ８．６を採用する。 

また，評価にあたっては，波源の断層パラメータの不確かさを考慮することとし，断層の位置，走向

を変化させ，発電所の津波高さが最大となる場合を想定する。 

上記解析の結果，発電所港湾内から敷地（１～４号機側Ｔ．Ｐ．約＋８．５ｍ，５・６号機側Ｔ．Ｐ．

約＋１１．５ｍ）への遡上は確認されないものの，敷地南東側から１～４号機側敷地（Ｔ．Ｐ．約＋８．

５ｍ）への遡上が確認された。このため，敷地の南東部に仮設防潮堤を設置することとし，これをモデ

ル化した数値解析を実施した。その結果，仮設防潮堤により敷地への遡上を防ぐことができることを確

認したことから，敷地の南東部に仮設防潮堤を設置した。（添付資料－１） 

 

(中略) 

 

1.3.3 添付資料 

 

 添付資料－８ 福島第一原子力発電所１/2 号機共用排気筒の上部解体について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/2号機共用排気筒の解体に関

する記載の追加 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排気筒解体の追記の伴い新規

記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.3 地震及び津波への対応） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－１ 
 

アウターライズ津波を想定した対策 

 

1. 仮設防潮堤（フィルターユニット）の設置 

アウターライズ津波への対策としての仮設防潮堤は，切迫性の高いとされる津波に対する緊急的な対

策として，平成２３年６月末に設置完了している。 
仮設防潮堤については，今回の地震により地盤が沈下した量（約０．７ｍ）も加味し，Ｏ．Ｐ．＋１

０ｍ盤各所において想定されたアウターライズ津波の高さに対して求められた浸水深さに対して必要

な防潮堤高さを設定し，総延長約４００ｍの仮設防潮堤を構築した。 
設計では，砕石を詰めた１段０．６ｍの高さの堤体（フィルターユニットエコグリーン）を津波浸水

深と津波の衝撃波力に抵抗できる規模（高さとせん断抵抗が必要な堤体敷幅）まで積み上げた（最大Ｏ．

Ｐ．＋１４．２ｍ）。 
津波の衝撃波力※については，防潮堤がない場合の進行波の浸水深の３倍の静水深による水圧を仮設

防潮堤の前面に作用させ，各断面（最大７段積：Ｏ．Ｐ．＋１４．２ｍの高さまで）での津波波力に対

する抵抗力を求め，全ての断面形状での堤体のすべりに対する安全性を確認している。また，仮設防潮

堤の前面は，遮水材（ＣＶスプレー）により覆われており遮水効果も有している。 
以上のことから，アウターライズ津波を想定しても，仮設防潮堤によりＯ．Ｐ．＋１０ｍ盤への海水

の浸入は防止でき，各設備・施設の機能は維持される。 
※：津波波力の算定については，「朝倉ほか(２０００)」，「津波避難ビル等に係るガイドライン(２００５)内閣府」による。 
 
堤体（フィルターユニット）の耐久性については，メーカーにて耐候性，耐薬品性等の促進試験を実

施しており，国内本設工事（耐用年数３０年）に適用実績があることを確認している。遮水材（ＣＶス

プレー）についても，メーカーにて実施した促進試験により，３０年以上の耐候性を確認している。 
 以下に仮設防潮堤の安定性検討結果を示す。 

 

 

 

 

 

1.1 検討条件 

仮設防潮堤は，砕石を詰めた１段０.６ｍ高さのフィルターユニットを所定の高さ（後述Ｏ．Ｐ．＋

１２．４～１４．２ｍ）まで積み上げた構造である。安定性検討に使用するフィルターユニット諸元は

表－１の通りである。 

 

 

（中略） 

  

  

仮設防潮堤の高さ，設計用津波高さを表－２にまとめる。 

仮設防潮堤の高さは，津波対策ありの条件において算定される津波高さを上回るように設定している

（図－１*）。例えば，最大津波高さ（Ｏ．Ｐ．＋１４．１３ｍ）となる箇所では，フィルターユニット

７段積，高さＯ．Ｐ．＋１４．２ｍの仮設防潮堤を設定している。 

仮設防潮堤に対する波力を決定するための設計用津波高さには，進行波の水深を使用している。具体

的には，図－２*に示した津波対策なしの条件において算定される進行波の水深より，１０ｍ盤の最大

浸水深を設計用津波高さとして使用している。 
＊ ：福島第一・福島第二原子力発電所におけるアウターライズ津波対策（平成２４年４月２７日，地震・津波に関する意見聴

取会（津波関係），地震・津波（津波）１－４） 

 

 

 

 

 

添付資料－１ 
 

アウターライズ津波を想定した対策 

 

1. 仮設防潮堤（フィルターユニット）の設置 

アウターライズ津波への対策としての仮設防潮堤は，切迫性の高いとされる津波に対する緊急的な対

策として，平成２３年６月末に設置完了している。 
仮設防潮堤については，今回の地震により地盤が沈下した量（約０．７ｍ）も加味し，Ｔ．Ｐ．＋８．

５ｍ盤各所において想定されたアウターライズ津波の高さに対して求められた浸水深さに対して必要

な防潮堤高さを設定し，総延長約４００ｍの仮設防潮堤を構築した。 
設計では，砕石を詰めた１段０．６ｍの高さの堤体（フィルターユニットエコグリーン）を津波浸水

深と津波の衝撃波力に抵抗できる規模（高さとせん断抵抗が必要な堤体敷幅）まで積み上げた（最大Ｔ．

Ｐ．＋１２．７ｍ）。 
津波の衝撃波力※については，防潮堤がない場合の進行波の浸水深の３倍の静水深による水圧を仮設

防潮堤の前面に作用させ，各断面（最大７段積：Ｔ．Ｐ．＋１２．７ｍの高さまで）での津波波力に対

する抵抗力を求め，全ての断面形状での堤体のすべりに対する安全性を確認している。また，仮設防潮

堤の前面は，遮水材（ＣＶスプレー）により覆われており遮水効果も有している。 
以上のことから，アウターライズ津波を想定しても，仮設防潮堤によりＴ．Ｐ．＋８．５ｍ盤への海

水の浸入は防止でき，各設備・施設の機能は維持される。 
※：津波波力の算定については，「朝倉ほか(２０００)」，「津波避難ビル等に係るガイドライン(２００５)内閣府」による。 
 
堤体（フィルターユニット）の耐久性については，メーカーにて耐候性，耐薬品性等の促進試験を実

施しており，国内本設工事（耐用年数３０年）に適用実績があることを確認している。遮水材（ＣＶス

プレー）についても，メーカーにて実施した促進試験により，３０年以上の耐候性を確認している。 
 以下に仮設防潮堤の安定性検討結果を示す。 

 

 

 

 

1.1 検討条件 

仮設防潮堤は，砕石を詰めた１段０.６ｍ高さのフィルターユニットを所定の高さ（後述Ｔ．Ｐ．＋

１０．９ｍ～１２．７ｍ）まで積み上げた構造である。安定性検討に使用するフィルターユニット諸元

は表－１の通りである。 

 

 

（中略） 

  

  

仮設防潮堤の高さ，設計用津波高さを表－２にまとめる。 

仮設防潮堤の高さは，津波対策ありの条件において算定される津波高さを上回るように設定している

（図－１*）。例えば，最大津波高さ（Ｔ．Ｐ．＋１２．６９４ｍ）となる箇所では，フィルターユニッ

ト７段積，高さＴ．Ｐ．＋１２．７ｍの仮設防潮堤を設定している。 

仮設防潮堤に対する波力を決定するための設計用津波高さには，進行波の水深を使用している。具体

的には，図－２*に示した津波対策なしの条件において算定される進行波の水深より，Ｔ．Ｐ．８．５ｍ

盤の最大浸水深を設計用津波高さとして使用している。 
＊ ：福島第一・福島第二原子力発電所におけるアウターライズ津波対策（平成２４年４月２７日，地震・津波に関する意見聴

取会（津波関係），地震・津波（津波）１－４） 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.3 地震及び津波への対応） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－２ 仮設防潮堤の高さと設計用津波高さ 

断面形状 高さ 
設計用津波高さ 

（仮設防潮堤がない場合の進行波の
水深） 

４段積 O.P.+12.4m 1.40 m 

５段積 O.P.+13.0m 1.29 m 

６段積 O.P.+13.6m 2.22 m 

６段積（コーナー） O.P.+13.6m 2.36 m 

７段積 O.P.+14.2m 2.20 m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ １Ｆ敷地南側における最大津波高さと仮設防潮堤高さの比較（津波対策あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 仮設防潮堤の高さと設計用津波高さ 

断面形状 高さ 
設計用津波高さ 

（仮設防潮堤がない場合の進行波の
水深） 

４段積 T.P.+10.9m 1.40 m 

５段積 T.P.+11.5m 1.29 m 

６段積 T.P.+12.1m 2.22 m 

６段積（コーナー） T.P.+12.1m 2.36 m 

７段積 T.P.+12.7m 2.20 m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ １Ｆ敷地南側における最大津波高さと仮設防潮堤高さの比較（津波対策あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.3 地震及び津波への対応） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ １Ｆ敷地南側１０ｍ盤沿いの最大浸水深（日本海溝寄りプレート内 

（正断層モデル）） 津波対策なし Ｏ．Ｐ.＋１０ｍに対する浸水深を示す 

 

 

（中略） 
 

 
*：津波避難ビル等に係るガイドライン（2005 内閣府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３  仮設防潮堤 津波波力の考え方（７段積の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ １Ｆ敷地南側Ｔ．Ｐ．８．５ｍ 盤沿いの最大浸水深（日本海溝寄りプレート内 

（正断層モデル）） 津波対策なし Ｔ．Ｐ．＋８．５ｍに対する浸水深を示す 

 

 

（中略） 
 

 
*：津波避難ビル等に係るガイドライン（2005 内閣府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３  仮設防潮堤 津波波力の考え方（７段積の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.3 地震及び津波への対応） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2. トレンチの閉塞 

２号機及び３号機の海水配管トレンチ及び電源ケーブルトレンチについては，平成２３年４月２日及

び５月１１日の海域への汚染水流出において，タービン建屋からの経路となったことから，海域への汚

染水流出防止措置として，平成２３年６月までにＯ．Ｐ．＋４ｍ盤の開口部（ピット，トレンチ立坑入

口）の閉塞を完了している。 
平成２４年１月から実施したトレンチ等内部点検において，溜まり水の放射性物質濃度（Ｃｓ）が１

０２～１０３Ｂｑ／ｃｍ３レベルであった２号機及び３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットのうち

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水移送及び充填作業を平成２４年４月２９日に完了した。

また，３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水移送及び充填作業を平成２４年５月２８日に完了

した。 
このことから，アウターライズ津波により，高レベル汚染水が滞留している海水配管トレンチや電源

ケーブルトレンチ等に海水が流入し，汚染水が溢水することはないと考えている。 
 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. トレンチの閉塞 

２号機及び３号機の海水配管トレンチ及び電源ケーブルトレンチについては，平成２３年４月２日及

び５月１１日の海域への汚染水流出において，タービン建屋からの経路となったことから，海域への汚

染水流出防止措置として，平成２３年６月までにＴ．Ｐ．２．５ｍ盤の開口部（ピット，トレンチ立坑

入口）の閉塞を完了している。 
平成２４年１月から実施したトレンチ等内部点検において，溜まり水の放射性物質濃度（Ｃｓ）が１

０２～１０３Ｂｑ／ｃｍ３レベルであった２号機及び３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットのうち

２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水移送及び充填作業を平成２４年４月２９日に完了した。

また，３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水移送及び充填作業を平成２４年５月２８日に完了

した。 
このことから，アウターライズ津波により，高レベル汚染水が滞留している海水配管トレンチや電源

ケーブルトレンチ等に海水が流入し，汚染水が溢水することはないと考えている。 
 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－２ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その１）（東京電力株式会社，平成２３年５月２８日） 

 

 

 

 

 

 

添付資料－２ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その１）（東京電力株式会社，平成２３年５月２８日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

文章中に O.P.表記がある箇所

には，注記を追加。 

以下，同様 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－３ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その１）（追補版）（改訂２）（東京電力株式会社，平成２４年１２月２５日） 

 

 

 

 

 

 

添付資料－３ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その１）（追補版）（改訂２）（東京電力株式会社，平成２４年１２月２５日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

文章中に O.P.表記がある箇所

には，注記を追加。 

以下，同様 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－４ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その２）（東京電力株式会社，平成２３年７月１３日） 

 

 

 

 

 

 

添付資料－４ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その２）（東京電力株式会社，平成２３年７月１３日） 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

文章中に O.P.表記がある箇所

には，注記を追加。 

以下，同様 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－５ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その３）（東京電力株式会社，平成２３年８月２６日） 

 

 

 

 

 

 

添付資料－５ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係

る報告書（その３）（東京電力株式会社，平成２３年８月２６日） 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

文章中に O.P.表記がある箇所

には，注記を追加。 

以下，同様 
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10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－６ 福島第一原子力発電所１～４号機本館建物の基準地震動 Ss に対する耐震安全性評価に

ついて（東京電力株式会社，平成２５年２月２１日，特定原子力施設監視・評価検討会（第４回）資料

５－１） 

 

 

 

添付資料－６ 福島第一原子力発電所１～４号機本館建物の基準地震動 Ss に対する耐震安全性評価に

ついて（東京電力株式会社，平成２５年２月２１日，特定原子力施設監視・評価検討会（第４回）資料

５－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標高表記の適正化 

 

文章中に O.P.表記がある箇所

には，注記を追加。 

以下，同様 
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11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載無し） 

 

 

 

添付資料-8 福島第一原子力発電所１/2 号機共用排気筒の上部解体について 

 

以 上  

 

 

 

排気筒解体の追記の伴い新規

記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.4 豪雨、台風、竜巻への対応） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

1.4 豪雨，台風，竜巻への対応 

1.4.1 台風・豪雨について 

高レベルの放射性汚染水を滞留・貯留している原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コント

ロール建屋，プロセス主建屋（除染装置を同建屋内に設置），サイトバンカ（第三セシウム吸着装置を

同建屋内に設置），高温焼却炉建屋（第二セシウム吸着装置を同建屋内に設置），焼却工作建屋（セシウ

ム吸着装置を同建屋内に設置），運用補助共用施設共用プール棟（非常用ディーゼル発電機を同建屋内

に設置）等の既設の諸建屋は，過去の観測記録を保守的に設定している建築基準法の暴風時の荷重を考

慮している。 

以上より，台風・豪雨により建屋，機器の機能が喪失することはないが，地下階に滞留している高レ

ベルの放射性汚染水（滞留水）については，滞留水の水位の上昇が懸念される。 

気象庁 HP，気象庁観測データ（図 1.4－１参照）より，降水量 3000mm/年（平年値）を超える地域は，

東海地方，紀伊半島，四国，九州及び北陸地方等となっており，国内の最大降水量は，852mm/日（高知

県魚梁瀬，2011.7.19），2452mm/月（三重県宮川，2011.9）である。一方，福島第一原子力発電所の周

辺の観測データとしては，降水量の平年値は 2000mm 以下であり，最大降水量も 285mm/日（福島県浪江，

1996.9.22），634mm/月（福島県浪江，2006.10）となっている。 

そこで，保守的に 1 日に 1000mm の降雨を想定した１～４号機建屋水位の評価を行ったところ（降雨

による影響を評価するため，降雨による建屋水位上昇の寄与率を過去の実績から算定），保安規定に定

める水位レベル（T.P.2,064mm(O.P.3,500mm)）を超えるものの，系外流出リスクの水位レベル

（T.P.2,564mm(O.P.4,000mm)）以下の T.P.2,311mm(O.P.3,747mm)に留まると予測される（図 1.4－２参

照）。 

以上より，保守的な豪雨を想定しても，滞留水を系外に流出することはないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 豪雨，台風，竜巻への対応 

1.4.1 台風・豪雨について 

高レベルの放射性汚染水を滞留・貯留している原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コント

ロール建屋，プロセス主建屋（除染装置を同建屋内に設置），サイトバンカ（第三セシウム吸着装置を

同建屋内に設置），高温焼却炉建屋（第二セシウム吸着装置を同建屋内に設置），焼却工作建屋（セシウ

ム吸着装置を同建屋内に設置），運用補助共用施設共用プール棟（非常用ディーゼル発電機を同建屋内

に設置）等の既設の諸建屋は，過去の観測記録を保守的に設定している建築基準法の暴風時の荷重を考

慮している。 

以上より，台風・豪雨により建屋，機器の機能が喪失することはないが，地下階に滞留している高レ

ベルの放射性汚染水（滞留水）については，滞留水の水位の上昇が懸念される。 

気象庁 HP，気象庁観測データ（図 1.4－１参照）より，降水量 3000mm/年（平年値）を超える地域は，

東海地方，紀伊半島，四国，九州及び北陸地方等となっており，国内の最大降水量は，852mm/日（高知

県魚梁瀬，2011.7.19），2452mm/月（三重県宮川，2011.9）である。一方，福島第一原子力発電所の周

辺の観測データとしては，降水量の平年値は 2000mm 以下であり，最大降水量も 285mm/日（福島県浪江，

1996.9.22），634mm/月（福島県浪江，2006.10）となっている。 

そこで，保守的に 1 日に 1000mm の降雨を想定した１～４号機建屋水位の評価を行ったところ（降雨

による影響を評価するため，降雨による建屋水位上昇の寄与率を過去の実績から算定），保安規定に定

める水位レベル（T.P.2,064mm）を超えるものの，系外流出リスクの水位レベル（T.P.2,564mm）以下の

T.P.2,311mm に留まると予測される（図 1.4－２参照）。 

以上より，保守的な豪雨を想定しても，滞留水を系外に流出することはないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

1.4.2 竜巻について 

原子炉建屋，タービン建屋，運用補助共用施設共用プール棟，プロセス主建屋，高温焼却炉建屋，焼

却工作建屋等の諸建屋は，鉄筋コンクリート造であるため，竜巻に対する直接的な被害はないと考えら

れる。 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース 1：通常時の移送（ポンプ 2台運転） 

ケース 2：移送ポンプ増強（ポンプ 4台運転） 

図１.４－２ 大量降雨時の影響評価 

 

 

 

1.4.2 竜巻について 

原子炉建屋，タービン建屋，運用補助共用施設共用プール棟，プロセス主建屋，高温焼却炉建屋，焼

却工作建屋等の諸建屋は，鉄筋コンクリート造であるため，竜巻に対する直接的な被害はないと考えら

れる。 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース 1：通常時の移送（ポンプ 2台運転） 

ケース 2：移送ポンプ増強（ポンプ 4台運転） 

図１.４－２ 大量降雨時の影響評価 

 

 

 

 

Ｔ．Ｐ．表記に伴う記載の適正

化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 1.8 地下水ドレンの運転管理について） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

1.8  地下水ドレンの運転管理について 

 

海側遮水壁山側エリアにおいて，海側遮水壁により堰き止められた地下水の水位は，海側遮水壁閉

合前に比べて上昇している。地下水上昇に伴う地盤の湿潤化により，作業環境の悪化等の発生を防止す

るため，地下水ドレンポンドの運転管理を次の通り実施する。 

 

1.8.1 地下水ドレンの水位設定について 

各ポンド内に設置した地下水ドレンポンド揚水ポンプの起動・停止することで地下水の水位調整を

行っている。 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8  地下水ドレンの運転管理について 

 

海側遮水壁山側エリアにおいて，海側遮水壁により堰き止められた地下水の水位は，海側遮水壁閉

合前に比べて上昇している。地下水上昇に伴う地盤の湿潤化により，作業環境の悪化等の発生を防止す

るため，地下水ドレンポンドの運転管理を次の通り実施する。 

 

1.8.1 地下水ドレンの水位設定について 

各ポンド内に設置した地下水ドレンポンド揚水ポンプを起動・停止することで地下水の水位調整を

行っている。 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 2016.6.8 現在 T.P.+2.479m(O.P.+3.915m)※3   

※2 朔望平均満潮位 T.P.+0.763m(O.P.+2.199m)※3 

（朔（新月）と望（満月）それぞれの日から前 2 日～後 4 日以内に観測された最高潮位の平均を朔望平均

満潮位という。（大熊における 2002 年～2007 年の観測潮位に基づく調和解析結果に沈下補正したもの）） 

※3 構内基準点沈下量（-709mm，平成 26 年 3 月測量)と O.P.から T.P.への換算値（-727mm）の和（-1,436mm）により換算。 

※1 2016.6.8 現在 T.P.+2.479m   

※2 朔望平均満潮位 T.P.+0.763m3 

（朔（新月）と望（満月）それぞれの日から前 2 日～後 4 日以内に観測された最高潮位の平均を朔望平均

満潮位という。（大熊における 2002 年～2007 年の観測潮位に基づく調和解析結果に沈下補正したもの）） 
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